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は じ め に

マ ル チ メデ ィア 化 を は じめ とす る急 速 な 技 術 革 新 の 結 果 、 高 度 情

報 化 社 会 の実 現 は 現 実 的 な 目標 とな って きた 。 私 た ち は 、 高 度 情 報

化 を 通 じ、 グ ロ ー バ ル な 視 点 か ら、 個 性 と文 化 の 発 展 、 環 境 問 題 、

高 齢 化 社 会 へ の対 応 、 経 済 の 活 性 化 な どに 取 り組 まな けれ ば な らな

い 。

今 日、 す で に米 国 で は、 ク リ ン トン政権 下 に お い て 「全 米 情 報 基

盤 構 想 」 の取 り組 み を 開 始 す る な ど、 諸 外 国 で は具 体 的 活 動 に入 っ

て い る。 わ が 国 に お い て も、21世 紀 社 会 へ 向 けて の 変 革 の 巨大 な

原 動 力 と して 、 高 度 情 報 化 社 会 の 具 体 的実 現 を早 急 に 目指 さな け れ

ば な らな い。

本 報 告 書 は 、 財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開発 協 会 の 委 託 に よ り、 この

よ うな 観 点 か ら高 度 情 報 化 社 会 の 実 現 に際 して の 、 豊 か な 国 民生 活

の 具 体 的 展 望 を 明 らか に す るた め の 社 会 資 本 の 整 備 、 制 度 の あ り方

等 に 関 して 調 査 研 究 した 成 果 を ま とめ た もの で あ る。

この 成 果 が 、 わ が 国 の情 報 化 推 進 に少 しで もお 役 に 立 て れ ば幸 い

で あ る。

また 、 今 回 の 調 査 研 究 の 機 会 を与 え て い た だ い た 財 団 法 人 日本 情

報 処 理 開 発 協 会 、 お よ び委 員 会 と2つ の 特 別 部 会 に て ご意 見 を お 聞

か せ い た だ い た有 識 者 の 方 々、 な ら び に調 査 全 般 に わ た って ご協 力

い た だ い た 多 くの 方 々 に対 し、 心 か らお礼 申 し上 げ る次 第 で あ る。

平成7年3月15日
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第 一 部 本 編

高度情報化社会の展望 と

具体化 に関す る提言





第1章 高度情報化社会 の ビジョンと推進5原 則

わ れ わ れ は、 今 ま さ に21世 紀 の 扉 を開 く時 代 を迎 え た 。 そ れ は

また 、 「情 報 新 時 代 」 の 幕 開 け で もあ る。

「情 報 新 時 代 」 で は 、 飛 躍 的 な 技 術 革 新 に よ る情 報 処 理 の 高 集 積

化 と通 信 の 高 速 ・大 容 量 化 が 、 情 報 コス トの 大 幅 な 低 下 を もた ら し、

音 声 、 文 字 、 画 像 を含 む あ らゆ る情 報 の高 度 利 用 が 可 能 とな る。 こ

れ は 、15世 紀 の グー テ ンベ ル グ に よ る活 版 印 刷 術 の 発 明 が 、 一 部

に独 占 され て い た 知 識 ・情 報 を 広 く流 通 ・普 遍 化 させ た こ とに 匹 敵

す る知 的 変 革 で あ る。

「情 報 新 時代 」 は 、 誰 で もが情 報 へ の ア クセ ス が 可 能 とな り、 か

つ 高 度 利 用 が 極 め て 容 易 に な る。 情 報 は地 球 規 模 で利 用 さ れ 、 社 会

は ボ ー ダ レス化 す る。 ま さ に、 世 界 は 今、 工 業 化 社 会 か ら高 度 情 報

化 社 会 へ の 実 現 に 向 けて 、 大 き く変 化 しつ つ あ る。

わ が 国 も、 この 大 きな 構 造 変 革 の 只 中 に あ り、 伝 統 的 に 備 え て い

る美 質 は 維 持 しつ つ も、 以 下 の よ うな特 徴 を 備 え て い た 従 来 の 経 済

・社 会 は 、 根 本 的 な 変 容 を迫 られ る。

一会社 ・仕事優先のライフスタイル

ー年功序列に裏打ちされた人 間関係

一企業 内における重層的な階層秩序

一均質な価値観 と画一的な人材育成

一産業育成 に主眼をおいた行政 と産業界 との相互依存

一規格化 された商品の大量生産 ・大量消費

一ハ ー ドウ ェア主体の産業育成

一大企業を中心 とした産業秩序

高 度 情 報 化 社 会 は 、 知 識 ・情 報 の劇 的 な 普 遍 化 を通 じて 、 わ が 国

の 工 業 化 社 会 を 特 徴 づ け て い た様 々 な パ ラ ダイ ム を 、 大 き く変 化 さ

せ る。 同 時 に、 様 々 な 課 題 に 積 極 的 に取 り組 む こ とに よ り、 豊 か で

ゆ と りあ る、 自由 で 公 正 な社 会 を創 り出す とい う、 大 き な 可 能 性 を

秘 め て い る。
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(1)経 済 ・産 業 に お け る主 要 な変 化

① 情 報 流 通 の 拡 大 に よ って 生 活 者 に よ る選 択 の 幅 が 広 が り、 市 場

に お け る主 導 権 が 、 生 産 者 か ら消 費 者 ヘ シ フ トして い く。

② 消 費 者 が 、 コ ン ピ ュ ー タ や ネ ッ トワ ー ク と い った 情 報 ツ ー ル を

獲 得 す る こ とに よ り、 情 報 の 発 信 も容 易 に な り、 消 費 者 で あ る

と同 時 に生 産 者 に もな れ る。

ネ ッ トワ ー クを通 じ、 自分 の 好 き な デ ザ イ ンな どの 情 報 を

入 手 し、 そ れ を加 工 し、 オ リジ ナ ル な洋 服 や 車 を デ ザ イ ン

す る こ とが 可 能 とな る。

③ 国 内 ・国 外 の 別 な く張 りめ ぐ らさ れ た ネ ッ トワー クの 発 達 に よ

り、 市 場 が 限 りな くボ ー ダ レス に な って い く。

④ デ ィ ジ タル 化 の 進 展 に よ り、 そ れ まで 相 互 に無 縁 で あ った 産 業

分 野 の 垣 根 が 消 滅 して い く。

(新 聞 一 放 送 一 出版 一流 通 な ど)

⑤ 企 業 と消 費 者 が ネ ッ トワ ー クで 結 ば れ る こ とに よ って 、 き あ 細

か な 消 費 者 ニ ー ズ に 応 じた マ ー ケ テ ィ ン グ活 動 が 展 開 され る。

企 業 は、 消 費 者 の ネ ッ トワ ー クを 通 じた 購 入 行 動 を 詳 細 に

記 録 ・蓄 積 す る こ とで 、 消 費 者 ニ ー ズ を 速 や か に反 映 した

効 果 的 な マ ー ケ テ ィ ン グ情 報 を得 る こ とが で き る。

⑥ 少 品 種 ・大 量 生 産 か ら多 品 種 ・変 量 生 産 へ と、 生 産 方 式 が 変 貌

を 遂 げ る。

⑦ 企 業 の 運 営 形 態 もパ ソ コ ンや ネ ッ トワー クの駆 使 に よ り、 大 き

く変 化 す る。

一組 織 の フ ラ ッ ト化

電 子 メー ル の活 用 に よ り、 中 間 管 理 職 は単 に情 報 を 管 理

す るだ け な らば 、 そ の 存 在 意 義 は希 薄 とな る。(中 間 管

理 職 は、 高 度 情 報 化 社 会 にふ さ わ しい新 た な 活 路 を 見 い

だす こ とが 求 め られ る。)

一組 織 の バ ー チ ャル 化

グ ロ ーバ ル に広 が る ネ ッ トワ ー クを 利 用す る こ とで 、 地

理 的 に散 在 す る経 営 資 源 を経 営 的 に統 合 す る こ とが 可 能

とな る。
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一 グ ロ ーバ ル に 活 躍 す る小 規 模 企 業 の 出現

グ ロ ー バ ル に活 躍 す る労 働 者 等 の 生 産 リ ソー スが 極 小 化

し、 ネ ッ トワ ー クに よ る グ ロー バ ル市 場 の 獲 得 が 容 易 に

な る こ とで 、 小 規 模 の 企 業 で も大 企 業 と同 等 、 も し くは

そ れ 以 上 の 企 業 活 動 が 可 能 とな る。

rt

(2)政 治 ・行 政 に お け る主 要 な 変 化

①民意 をより反映 した行政への移行

〔市 民 か らの 情 報 へ の ア クセ ス や 情 報 発信 が 容 易 にな る こ とで
、 行 政 は 大 幅 に民 意 を反 映 す る こ と に な る。 〕

②国民の意識 によ り近 い民主制実現の可能性

〔賢 き鶏;隠 て'政 治と国民は'よ り距離を縮め〕

③生産者(産 業)本 位 の行政か ら、消費者(生 活者)本 位の行政

への転換

(3)社 会 に お け る主 要 な変 化

①個人の選択の大幅な拡大 と情報発信機会の増大 により、多様な

価値観 を許容する社会への変化'

②人間相互の秩序関係の変化
'電 子 メー ル を 通 じて 、 組 織 の序 列 や 垣 根 を 越 え た 直 接 コ ミ

ュ ニ ケ ー シ ョ ンが 可 能 に な る結 果 、 ネ ッ トワ ー ク上 で 対 等

な 人 間 関 係 が 形 成 さ れ る。

③単一組織への帰属か ら同時に複数組織へ帰属す る社会への変化

脇 ㌫ ㌶ ㌘鷲 加すること{こより'空間的'時 〕
④ マ ル チ メ デ ィ ア の 進 展 に よ る、 高 齢 者 ・ハ ンデ ィ キ ャ ッパ 一等

の 社 会 参 加 機 会 の 増 大
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この よ うな 高 度 情 報 化 社 会 へ の パ ラ ダ イ ム変 化 は、 知 的 社 会 を 出

現 させ 、 生 産 性 の 向 上 と新 規 事 業 の 機 会 を 提 供 し、 需 要 と雇 用 の創

出、 そ して 個 人 の 創 造 的 活 動 を可 能 に す る。 そ の 結 果 、 豊 か で ゆ と

りあ る社 会 、 自 由 で 公 正 な 社 会 が 実 現 され る。 国 内 的 に は 高 齢 者 の

社 会 参 加 等 、 高 齢 化 に伴 う問 題 や一 極 集 中 に象 徴 され る都 市 問 題 を

解 決 す る一 方 、 国 際 的 に は経 済 摩 擦 、 地 球 環 境 等 の 問 題 解 決 に も役

立 っ 。

もち ろ ん 、 高 度 情 報 化 は 明 の 部 分 だ けで は な く、 次 の よ うな 暗 の

部 分 を も、 もた らす こ とが 懸 念 され る 。

①情報機器に馴染めない等、高度情報化 に適応できない人 々の存

在

② 自由な情報発信が もた らす中傷、言論の暴力、プライバ シーの

侵害 と被害の大規模化 や新たな脅威の発生

③情報操作による民主主義の形骸化

④生産方式、企業運営形態、産業構造の変化に伴 う労働市場への

影響

われわれが望 ま しい高度情報化社会 を構築す るためには、工業化

社会がモ ノの豊か さと引換えに もた らした、公害問題のような暗の

部分を未然に除去す ることが必要であ る。同時に、明の部分 をで き

るだ け効率的かつ早期に実現す るため、国民意識の大改革 をは じめ

とした諸課題の解決が必要である。

本 報 告 書 は、 民 間 の 立 場 か ら高 度 情 報 化 社 会 の 展 望 と具 体 化 に 関

して の 取 り ま とあ を行 った 。

こ こに、 調 査 ・報 告 の 総 括 と して 、 以 下 に 「推 進5原 則 」 を 掲 げ

る もの で あ る。
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日本の高度情報化社会を推進する5原 則

1.国 民 運 動 と して の継 続 的 な 取 り組 み

高 度 情 報 化 社 会 の 実 現 は、 新 しいパ ラ ダ イ ム へ の 移 行 を伴 う社

会 改 革 を 意 味 し、現 在 わ れ わ れ が 抱 え て い る環 境 や 経 済 等 の 諸 問

題 を 解 決 し、 豊 か な 社 会 を実 現 して い こ う とす る 国 民 全 体 に関 わ

る課 題 で あ る。 生 活 者 と して の 国 民 に と って よ り良 い 社 会 を 築 く

た め に、 国 民 全 体 の コ ンセ ンサ ス を 求 め な が ら、 国 民 運 動 と して

継 続 的 に 取 り組 ん で い く こ とが 大 切 で あ る。

1.民 間 主 導 に よ る推 進

高 度 情 報 化 社 会 は、 市 場 原 理 に基 づ く公 正 か つ 自 由 な 競 争 の も

とで 、 民 間 主 導 に よ って 、 初 め て 、 創 造 性 、 経 済 性 、 実 用 性 の 面

か ら現 実 の もの とな る。

な お、 情 報 格 差 の 問 題 は、 民 間 主 導 で 取 り組 む こ と に よ り、 最

もニ ー ズ に即 した 解 決 を は か る。

1.利 用 者 本 位 の 取 り組 み

工 業 化 社 会 に お い て は 、 消 費 者 よ り も生 産 者 に 焦 点 を お い て 国

の 経 済 力 を 高 め て きた が 、 高 度 情 報 化 社 会 の よ り良 い 発 展 の た め

に は 、 多 様 な ニ ー ズ に こた え る利 用 者 本 位 の取 り組 み が 必 要 で あ

る。 利 用 の しや す さや 安 全 等 へ の 多 様 な 取 り組 み と、 情 報 化 に対

応 で き な い 人 々 が生 じな い よ うな 配 慮 も必 要 にな る。
ノ

1.国 際 協 調

高 度 情 報 化 の 展 開 は、 日本 国 内 の み な らず 、 グ ロ ー バ ル な 広 が

りが 前 提 とな る。 日本 が 持 て る様 々 な力 を 発 揮 して 、 い か に 各 国

と協 調 し貢 献 で き るか は、 極 め て 重 要 な こ とで あ る。 した が って 、

国 と して の 基 本 政 策 や 総 合 的 な体 制 を早 急 に整 え て 、 積 極 的 に取

り組 む こ とが 必 要 で あ る。

1.政 府 ・行 政 に よ る環 境 整 備

政 府 や 行 政 に は、 本 来 の 役 割 に基 づ い て、 民 間 の 活 力 を 最 大 限

に発 揮 させ るた め の 環 境 整 備 を 、 積 極 的 に 図 る よ う求 め る。
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第2章 高度情報化社会実現のための諸課題

(1)利 用 者 本 位 の 取 り組 み

高 度 情 報 化 は社 会 経 済 に お け る大 き な パ ラ ダイ ム 変 化 を もた らす 。

これ は、 単 に コ ン ピ ュー タ を導 入 して 大 量 の定 型 的 な 業 務 処 理 を 自

動 化 す れ ば終 わ る とい う もの で は な く、利 用 者 活 動 の 抜 本 的 な 変 化

と一 体 とな って 、 初 め て 進 む もの で あ る。

ま た、 情 報 通 信 技 術 の 革 新 的 な進 歩 を どの よ うに 活 用 す るか は 、

そ れ ぞ れ の 利 用 者 が も っ と も知 り得 る 立場 に あ る。 した が って 、 今

後 の 情 報 化 は 、 利 用 者 が 主 導 権 を握 って 進 め て い く こ とが 最 大 の 原

動 力 とな る。

① 産 業 の 新 た な情 報 化

最 近 の マ ル チ メ デ ィア 論 議 の多 くに お い て は、 ビデ オ ・オ ン ・

デ マ ン ド等 、 生 活 の 情 報 化 に焦 点 が 当 て られ て い る。 しか し、 わ

れ わ れ は少 な く と も、 当 面 の 間 は 、 新 た な情 報 化 は産 業 面 に お い

て こそ 求 め られ る と考 え る。

例 え ば、 高 機 能 パ ソ コ ンが 一 人 一 台 の 割 合 で 普 及 し、 これ らが

企 業 内 お よ び企 業 間で ネ ッ トワー ク化 さ れ る結 果 、 ホ ワ イ トカ ラ

ー の 業 務 の生 産 性 と形 態 は 抜 本 的 に変 化 す る
。 これ は 、 企 業 の 組

織 の あ り方(例 え ば 中 間 管 理 職 の 役 割 の 変 化)、 さ らに は 、 企 業

間 の 関 係 や 産 業 構 造 の あ り方(例 え ば 中 間流 通 業 者 の 役 割 の 変 化)

に まで 決 定 的 な影 響 を 与 え る。

も ち ろ ん 、 この よ うな 変 化 は 、 一 部 に雇 用 調 整 な どの 痛 み を 伴

う もの で あ る が 、 個 別 の 企 業 、 産 業 、 経 済 全 体 の 生 産 性 の 向上 と

活 力 の 維 持 の た め に は 不 可 欠 の もの で あ る。

した が って 、個 々 の 企 業 に お い て は、 業 務 、 組 織 と事 業 戦 略 の

見 直 し、 社 員 の 教 育 を 含 め た情 報 化 に積 極 的 に 取 り組 む べ きで あ

る 。 同 時 に、 個 々 の産 業 内 お よ び産 業 間 にお い て も、 情 報 化 に よ

る事 業 の 改 善 に 取 り組 む べ きで あ る。

一8一



② 公 的 分 野 の 情 報 化

政 府 は行 政 、 医 療 ・福 祉 、 教 育 、 研 究 な どの 公 的 分 野 の 情 報 化

に 責 任 を 持 つ 、 極 あ て 重 要 な 利 用 者 で あ る。 しか し、 これ らの 分

野 の情 報 化 は 非 常 に遅 れ て お り、 わ れ わ れ は 重 大 な 危 機 感 を抱 か

ざ る を 得 な い 。

第 一 に、 こ れ らの分 野 は情 報 化 の 推 進 に よ り、 公 共 サ ー ビス の

質 と生 産 性 の 飛 躍 的 向 上 が 可 能 な分 野 で あ る 。 今 後 、 高 齢 化 が 進

み 、 国 民 負 担 率 が 上 昇 して い く中 で 、 これ らの 分 野 の 情 報 化 は、

行 政 改 革 の 最 重 点 課 題 と して 取 り組 まれ るべ き で あ る。

第 二 に 、 公 的 分 野 の 情 報 化 は、 民 間 の 情 報 化 に対 し大 き な イ ン

パ ク トを 与 え 得 る。 米 国 で は 、 政 府 の 調 達 を20世 紀 中 に 全 て 電

子 取 引 とす る 方 針 を明 確 にす るな ど、 政 府 が 民 間 の情 報 化 を先 導

す る役 割 を 果 た そ う と して い る。

税法上義務づ けられているために、電子取引の結果を紙で保存

しているわが国の現状を見 ると、われわれは公的分野の情報化の

遅れが民間の情報化の妨げとなるとい う危惧 さえ も抱 く。

公 的 分 野 の 情 報 化 は 、 行 政 改 革 の 視 点 に 立 って 、 次 の 原 則 の 基

に 政 府 が 積 極 的 に 取 り組 む こ とを 強 く求 め る。

一各 省 庁
、 地 方 自治 体 が 縦 割 で は な く、 国 民 本 位 の 情 報 化 を進

め る こ と(例 え ば 電 子 申請 の プ ロ トコル や フ ォー マ ッ トは各

省 庁 、 地 方 自治 体 で 共 通 化 す る こ と)

一民 間 の情 報 化 を 先 導 す る こ と

(2)開 放 的 な ネ ッ トワー ク の構 築

高 度 情 報 化 社 会 は、 全 て の ユ ー ザ ー ・端 末 の 間 で デ ィ ジ タ ル 化 さ

れ た 情 報 の や り取 りが 可 能 とな る、 開 放 的 な ネ ッ トワ ー クに よ り成

立 す る もの で あ る。 最 近 の 論 議 に お い て は 、 フ ァイ バ ・ツ ー ・ザ ・

ホ ー ム の 是 非 な ど、 物 理 的 な 通 信 網 に の み 焦 点 が 当 て られ て い る。

しか し、 高 度 情 報 化 社 会 で は、 この よ うな 物 理 的 な 通 信 網 の 上 で
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構 築 され る端 末 、 情 報 を 含 め た 相 互 運 用 性(イ ン タ ー オ ペ ラ ビ リテ

ィ ー)、 相 互 接 続 性(イ ン タ ー コ ネ クテ ィ ビテ ィー)が 総 体 と して

確 保 され 、 か っ 、 誰 で もが ア クセ ス 可 能 な 開 放 的 ネ ッ トワ ー クの 構

築 が 最 も重 要 で あ る。 イ ン タ ー ネ ッ トは 、 この よ うな開 放 的 な ネ ッ

トワ ー ク と して意 味 を 持 つ もの で あ るが 、 信 頼 性 、 安 全 性 な どの 点

で 解 決 す べ き課 題 も有 して い る。

高 度 情 報 化 社 会 の 基 盤 とな る ネ ッ トワ ー ク は、 信 頼 性 、 安 全 性 に

も優 れ て い る こ とが 必 要 で あ る。 この よ うな ネ ッ トワー ク構 築 の た

め に は 、 まず 、 次 の こ とが 必 要 で あ る。

第 一 に、 民 間 お よ び政 府 が 技 術 開 発 を 行 う こ とで あ る。 そ の 際 、

政 府 に は、 技 術 開 発 に加 え 、 民 間 の 技 術 開 発 の成 果 を テ ス トす る こ

とが で き る場 の 整 備 が 求 め られ る。

第 二 に、 技 術 開 発 の 成 果 を ふ ま え、 標 準 化 が 行 わ れ る こ とが 必 要

で あ る。 この 標 準 化 に つ い て は、 企 業 の 技 術 開 発 の イ ンセ ンテ ィブ

とユ ー ザ ーの 利 益 の保 護 を 、 どの 様 に バ ラ ンス させ るか とい う困 難

な 問 題 が あ る。

っ ま り、 技 術 開 発 の 速 度 が きわ め て 速 い情 報 通 信 分 野 にお い て は 、

民 間 企 業 が 主 導 して 技 術 開 発 を 行 う こ とが 多 く、 標 準 化 も民 間 企 業

の 開 発 成 果 を前 提 とす る こ とが 不 可 欠 で あ る。

した が って 、 民 間 企 業 の 技 術 開 発 イ ンセ ンテ ィブ を高 め る た め に

は、 標 準 化 後 で も企 業 の 一 定 の 利 益 が 保 証 され る こ とが 必 要 不 可 欠

で あ る。情 報 通 信 分 野 で 主 流 とな りつ つ あ る デ フ ァ ク ト標 準 は この

よ うな 要 請 を充 足 す る もの で あ る。

他 方 、 デ フ ァ ク ト標 準 で は 複 数 の 標 準 が 拮 抗 し、 完 全 な 相 互 運 用

性 、 相 互 接 続 性 が 確 保 で き な い 場 合 な ど に は 、 公 的 標 準 化 機 関 な ど

に よ って 、 標 準 を 定 め る こ とが 必 要 とな る場 合 もあ る。

そ の場 合 、 開 発 企 業 に 過 度 の 自由 度 を 与 え る こ とは、 過 度 の 独 占

利 潤 を許 す こ と に な り、 ま た 、 事 実 上 標 準 を変 更 す る裁 量 を 与 え る

可 能 性 もあ り、 ユ ー ザ ー の 利 益 を害 す る こ と に もつ な が る。 この バ

ラ ンス を どの 様 に と るか は非 常 に 困 難 な 問 題 で あ る。 これ は 高 度 情

報 化 社 会 を 実 現 す る上 で 不 可 避 的 な 課 題 で あ り、 今 後 官 民 お よび 国

際 的 に 、 真 剣 に 議 論 さ れ る こ とを 強 く求 め る。
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(3)経 済的な高度情報通信網 の整備

高 度 情 報 化 社 会 の 実 現 に は、 「誰 で も」 「ど こへ で も」 「負 担 可

能 な 料 金 」 で 利 用 可 能 とな る高 度 情 報 通 信 網 の 構 築 が 必 要 で あ る。

① 高 度 情 報 通 信 網 の 整 備 に際 して は 、 民 間 企 業 の 公 正 ・自 由 な 競
〔 争 に よ る効 率 性 の 発 揮 が 望 ま しい

。

他 方 、 国 は 公 正 ・自由 な 競 争 が 国 民 に最 大 の 利 益 を もた らす と

の観 点 か ら、 競 争 の 促 進 の た め の規 制 緩 和 、 各 種 法 制 度 の見 直

しな ど環 境 整 備 に 努 め る必 要 が あ る。

② 高 度 情 報 通 信 網 の建 設 につ い て は、 事 業 者 が 、 技 術 動 向 に起 因

す る設 備 の 低 コ ス ト化 や 需 要 動 向 等 を踏 まえ 、 公 正 ・自由 な 競

争 の も とで 、 整 備 を 図 る必 要 が あ る。

③ 光 フ ァイバ 以 外 に も、 同軸 ケ ー ブ ル や 無 線 で ア クセ ス 系 を代 替

・補 完 す る方 法 は あ る。 各 事 業 者 の 動 向 や サ ー ビス 内 容 に よ っ

て は、 種 々 の 設 備 の併 存 ・競 合 が 図 られ て い く もの と思 わ れ る。

④高度情報化社会が事業者の公正 ・自由な競争を軸 として構築 さ

れてい くためには、NTTの ほぼ独 占とな ってい る市内市場 に

っいて競争を促進す るとともに、併せて、他事業者 との相互接

続 を促進す る措置を講ず る必要がある。

⑤ 高 度 情 報 化 社 会 に お い て 、 情 報 通 信 の利 用 者 は距 離 や 時 間 に制

約 さ れ な い ネ ッ トワ ー クの 利 用 を 求 め、 か つ 、 技 術 革 新 は これ

を 実 現 し う る方 向 に あ る。 現 在 の わ が 国 の 料 金 体 系 ・料 金 水 準

に つ い て は 、 体 系 の 是 正 や 水 準 の 低 廉 化 に 向 け た措 置 を 構 ず る

と と もに 、 今 後 の 情 報 通 信 サ ー ビス の 料 金 体 系 ・水 準 に つ い て

も、 抜 本 的 な 検 討 を 行 う必 要 が あ る。
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(4)新 しい ビ ジネ スの 展 開

① 民 間主 導 に よ る新 しい ビ ジ ネ ス の 展 開

今 後 、 高 機 能 パ ソ コ ンを通 して 「ビデ オ ・オ ン ・デ マ ン ド」 、

「個 別 電 子 取 引 」 等 、 様 々な 人 々 の ニ ー ズ に こた え る多 種 多 様 な

ビ ジネ ス の創 出 が 予 想 さ れ る。

しか し、 高 度 情 報 通 信 網 が 確 立 され た か ら とい って 、 自動 的 に

新 しい ビ ジ ネ ス が 創 出 され る の で は な い。 高 度 情 報 通 信 基 盤 の 整

備 と、 ソ フ トウ ェア 、 メデ ィア 産 業 を 中心 とす る新 しい ビ ジ ネ ス

(コ ンテ ンツ産 業)の 展 開 は 、 車 の 両 輪 の 関 係 に あ る。

さ らに 、 サ ー ビス に よ って は、 既 存 の 情 報 通 信 イ ン フ ラ の も と

で も、 新 しい ビ ジ ネス の創 出 が 可 能 で あ る。

米 国 で のCATVの 普 及 や ビデ オ ・オ ン ・デ マ ン ドに代 表

され る各 種 の パ イ ロ ッ ト ・プ ロ ジ ェ ク ト、 イ ンタ ー ネ ッ ト

の 発 端 とな った 科 学 技 術 ネ ッ トワ ー ク等 は、 む しろ 「情 報

ハ イ ウ ェー 構 想 」 以 前 に 、 そ の 既 存 の情 報 通 信 イ ン フ ラの

上 で 展 開 して きた 。

米 国 と比 較 して 様 々 な こ とが 考 え られ るが 、 日本 の 高 度 情 報 化

社 会 へ の 遅 れ の 一 因 と して 、 コ ンテ ンツ 産 業 の 未 成 熟 が あ げ られ

る。 した が って 、 高 度 情 報 化 社 会 の 実 現 や 促 進 に と って は 、 新 し

い ビ ジ ネ ス が 市 場 に 創 出 さ れ る た め の 環 境 整 備 が 重 要 な 課 題 とな

る。

現 在 、 各 省 庁 、 各 地 方 自治 体 は 、 そ れ ぞ れ の分 野 で パ イ ロ ッ ト

・プ ロ ジ ェ ク トと して 、 種 々 の 試 み を開 始 して い る。 民 間 レベ ル

で は一 部 の 動 き は あ る が 、 全 体 的 に は米 国 ほ どプ ロ ジ ェ ク トが 顕

在 化 して い な い 。

民 間主 導 に よ る新 しい ビ ジ ネス が 創 出 され る こ とで 、 初 め て 、

経=済性 、 ユ ー ザ ー ・ニ ー ズ 、 実 用 性 の 面 か ら高 度 情 報 化 社 会 が 現

実 の もの とな る。 民 間 主 導 に よ る展 開 が 大 きな 鍵 で あ る。
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一経 営 者 が 率 先 して
、 企 業 内 あ る い は 産 業 分 野 で の 起 業 家 の 育

成 を図 る。

一ベ ンチ ャー ・キ ャ ピタル の強 化/創 造 的 人 材 の 育 成 等 の 具 体

的 経=営戦 略 を展 開 し、 「情 報 新 時代 」 へ の 長 期 的 展 望 を 明 確

に す る。

一 「集 団 の 調 和 」 を 前 提 と した 没 個 性 的 人 材 育 成 ・評 価 か ら
、

多 様 な ア プ リケ ー シ ョ ンを創 出 す る 基 盤 とな る 「独 創 性 」 を

重 視 した 、 『出 る杭 は伸 ばす 』 よ うな 社 会 及 び企 業 風 土 へ の

変 革 を 図 る 。

②行政 としての環境整備の必要性
一方、民間の新 しい市場の開発を促進す るためにも、行政 とし

ての環境整備が必要 となる。

一 デ ー タ ベ ー ス の 構 築 と一 般 へ の 共 有 化

・科 学 技 術 情 報 の デ ー タベ ー ス構 築 の 初 期 投 資 は 国 家 予

算 に て 行 い、 そ の後 は 第 三 セ クタ ー に委 託 す る と い っ

た 施 策

一先 進 的 プ ロ ジ ェ ク トや ベ ンチ ャ ー ビ ジネ ス へ の 資 金 援 助 お よ

び税 制 措 置 等

一 コ ンテ ン ツ ・ク リエ ー タ ー に 代 表 され る創 造 的 人 材 育 成 の た

め の 施 策

新 しい 技 術 者 に対 す る社 会 的認 知 、 資格 制 度 、 教 育 シ

ス テ ム 等 の 施 策 。 例 え ば 、UCLAで の 映 像 技 術 者 育

成 の た め の メ デ ィア ・ラ ボ の役 割

一新 しい ビジネスの創出を阻害す る諸制度の見直 し、あ るいは

早期解決の仕組み(受 皿の設置)
一国 による民間事業者の投資負担 を軽減するための支援措置
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(5)情 報 教 育

① 計 画 的 な情 報 教 育 の 必 要 性

高 度 情 報 化 社 会 で は 、 個 々人 が 情 報 の 受 け手 に もな り、 送 り手

に もな る。 従 って 、 一一定 の レベ ル の 情 報 活 用 能 力(処 理 能 力 、 収

集 能 力 、 発 信 能 力 等)を 有 して い る こ とが 不 可 欠 とな る。 今 後 、

計 画 的 に情 報 教 育 を 進 め 、 能 力 の 向 上 を 図 る必 要 が あ る。

そ の た め に は、 まず 学 校 教 育 に お い て 、 よ り使 い や す い教 育 用

コ ン ピ ュー タ シス テ ム の 早 期 導 入 、 教 育 用 ソ フ トウ ェア の 充 実 、

情 報 化 教 育 教 員 の 配 置 、 情 報 化 教 育 科 目の 正 規 な カ リキ ュ ラ ムへ

の 組 み 入 れ等 を行 い 、 学 生 の 基 礎 能 力 の 向 上 を 図 るべ きで あ る。

併 せ て 、 学 校 に配 備 さ れ た コ ン ピ ュー タ か ら各 種 デ ー タ ベ ー ス

の ア クセ ス、 学 校 間 ネ ッ トワ ー クの 構 築 、 遠 隔 教 育 の 実 施 等 、 教

育 そ の もの に情 報 シ ス テ ム を 積 極 的 に導 入 す る。 こ れ ら シス テ ム

の 運 用 に よ り、 学 生 自 らが 情 報 を 自在 に や り と りす る体 験 を 深 め 、

応 用 能 力 の 向 上 を 図 る こ と も必 要 で あ る。

②個性重視、創造性重視 の教育

情報 を自由に活用す る社会 においては、その前提 として優れた

創造性、豊かな個性 とい うものが必須の国民的資質 となる。その

ためには、現在の学校教育 システム全体の見直 しを行い、学校教

育 の目指す方向を、画一的な価値観指向か ら、その個人の特性を

引き出す個性重視、創造性重視の方 向へ転換 していかなければな

らない。

高 度 情 報 化 社 会 に お い て は 、 映 像 情 報 技 術 等 、 プ ロ フ ェ ッ シ ョ

ナ ル な情 報 ク リエ ー タ ー が 多 数 必 要 とな る。 映 像 情 報 技 術 専 門 学

校 の 設 立 、 あ る い は 、 大 学 に 映 像 学 科 、 情 報 学 科 の 新 設 等 を 進 あ 、

これ ら専 門 能 力 者 の 育 成 を 図 る必 要 が あ る。 同 時 に 、 職 場 、 地 域

等 に再 訓 練 、 再 教 育 の 場 を設 け、 生 涯 教 育 と して の 情 報 教 育 の 仕

組 み 作 りが 必 要 で あ る。
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(6)研 究 開 発 体 制

①基礎重視、創造性重視の研究開発体制

高度情報化社会は、技術革新によって もた らされる。情報関連

技術 は各国間の熾烈な競争の中で、急速 に発展 してい くもの と想

定 される。創造的な技術開発能力 こそ、高度情報化社会における

競争力の源泉である。

わ が 国 は、 従 来 よ り、 い わ ゆ る応 用 型 技 術 開 発 に優 れ て い る も

の の 、 基 礎 技 術 の 開 発 、 創 造 的 技 術 開 発 に は劣 って い る と言 わ れ

て きた 。 高 度 情 報 化 社 会 を迎 え る に あ た って 、 日本 全 体 の 技 術 開

発 を 従 来 型 の 応 用 重 視 か ら、 基 礎 重 視 、 創 造 性 重 視 の方 向 に大 き

く構 造 転 換 を 図 る必 要 が あ る。

そ の た め に は 、 まず 企 業 レベ ル に お い て 、 これ らの 方 向 に向 け

て の 研 究 テ ー マ の 見 直 し、 研 究 リ ソー ス の 再 配 分 を行 い、 独 創 的

な 研 究 成 果 に トラ イす るべ き で あ る。

② 国による支援 と大学の活性化

長期的成長 のためには不可欠であ りなが ら、利益 を生むのに時

間がかか りす ぎる研究開発、あるいは個 々の企業が負担するには

資金がかか りす ぎる研究開発に対 し、今後、充分 な国家的補助を

行 ってい く必要がある。

ま た、 大 学 で の 研 究 、 教 育 の 重 要 性 を再 認 識 し、 予 算 面 、 人 材

面 か ら根 本 的 に 見 直 す 必 要 が あ る。 と りわ け、 研 究 者 ・教 育 者 に

対 して は、 客 観 的 評 価 基 準 と競 争 原 理 を 導 入 し、 わ が 国 研 究 開 発

の 重 要 な 核 と して の位 置 づ け を 図 る必 要 が あ る。

さ らに 、 各 大 学 、 各 企 業 の 研 究 成 果 を高 め る た め 、 大 学 間 企 業

間 の 協 力 関 係 を 深 め る こ とが 必 要 で あ り、 研 究 情 報 ネ ッ トワ ー ク

の 整 備 ・拡 充 が 急 務 で あ る。
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(7)国 民の意識及び諸制度の改革

高度情報化社会への移行 に伴 って起 こる最大の障壁 は、個人 およ

び社会が従来の社会通念や習慣 に基づ く意識や諸制度 を克服 して、

「情報新時代 」の もた らす変革 に対応 していけるか どうかであ る。

従 来 、 官 主 導 の 規 制 社 会 の 中 で 、 「もた れ あ い 」 に よ って

個 人 の 責 任 を 分 散 して きた 「甘 え 構 造 」 か ら、 民 主 導 に よ

る 自由 な 競 争 の 中 で 、 「最 終 責 任 」 が個 人 に依 存 す る 「厳

しい 構 造 」 へ の変 革 を 許 容 で き るか 。

〔鷲 篭 ミ蒜 鶉:隠:『 きた人との信頼関〕
パ ソ コ ン ・ネ ッ トワ ー ク はい つ に な れ ば 、 電 話 ・FAXと

同 等 な 位 置 づ けで 、 日常 生 活 に活 用 す る よ うな こ とが 一 般

化 す るの か 。

〔竃 璽 議 ㌶ ㌫ 高 言 イヒし'処理の簡〕

さ らに、 高 度 情 報 化 社 会 の 実 現 の 過 程 で 、 「国 民 の意 識 改 革 」 が

徹 底 しな い 場 合 に は 、 促 進 の 障 害 に な る ば か りか 、 適 応 で き る人 の

格 差 が 生 じ、 「情 報 弱 者 」 の 発 生 とい った 新 た な 問 題 を 抱 え る可 能

性 が あ る。

民 間 に よ る組 織 的 か つ 自 由 な 発 想 で 、 国 民 へ 「情 報 新 時 代 の 啓 発

と意 識 改 革 」 を 目指 す 、 幅 広 い 啓 蒙 活 動 を 徹 底 す る必 要 が あ る。

あ わ せ て、 米 国 の 「情 報 ハ イ ウ ェ ー構想 」 の よ うに、 国 民 運 動 を

支 援 し、 啓 蒙 す る た め に は、 解 か りや す い 「情 報 新 時 代 」へ 向 け た

国 家 レベ ル で の ビ ジ ョ ンお よ び具 体 的 施 策 が 必 要 で あ る。

また 、 「国 民 の 意 識 改 革 」 と同 時 に 、 高 度 情 報 化 社 会 実 現 の 阻害

要 因 とな って い る諸 制 度(法 律 、 規 則 等)の 見 直 し,改 革 を早 急 に

行 う必 要 が あ る。
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(8)知 的 所 有 権

(

高 度 情 報 化 社 会 で は、 これ まで の 情 報 入 手 手 段 で あ る本 、 写 真 、

レ コー ド等 に加 え 、 よ り高 品 質 で 多 様 な情 報 を 、 通 信 衛 星 や 回 線 を

通 して 入 手 す る こ とが 可 能 とな る。 合 わ せ て 、 そ の 再 利 用 や 組 み 合

わ せ 等 を考 え る と、 ます ます 所 有 権 問 題 が 重 要 とな る。 同 時 に 、 開

放 され た ネ ッ トワ ー ク、共 有 され る デ ー タ ー ベ ー ス が 効 率 的 に 運 用

さ れ る た め に は 、 国 民 的 な コ ンセ ンサ ス を得 て 、 一 定 の ソ フ トウ ェ

ア に つ い て は、 自 由 に か つ 無 料 で 利 用 で き る と と もに 、 権 利 を 確 保

す る措 置 を 講 ず る こ と も重 要 で あ る。

適 切 な 権 利 保 護 を す る こ とに よ って 、 これ らの 分 野 へ の参 入 に安

心 と期 待 が 持 て る こ と とな る。 期 待 や 魅 力 が 持 て な けれ ば 、 今 後 、

主 力 と 目 さ れ る新 産 業 分 野 の創 造 や振 興 は危 うい もの とな る で あ ろ

う。

高度情報化社会 に対応す る 「知的財産の保護」問題については、

その重要性か ら、現在関連省庁に協議会が設置 され、そのあ り方 に

ついて討議が進行 中であるが、以下の課題 に対す る慎重な取 り組み

を求める。

① 違 法 コ ピー 防 止 の た め に は、 情 報 の価 値 を 適 切 に認 め 、 モ ラ ル

浸 透 の た め の 一 層 の啓 蒙 活 動 が 必 要 で あ る。 合 わ せ て 、 ソ フ ト

ウ ェア 購 入 に対 す る充 分 な予 算 措 置 や 、 ソ フ トウ ェア の 管 理 体

制 の 整 備 等 も忘 れ て は な らな い。

② 国 際 社 会 の 中 で 日本 が と るべ き立 場 と して 、 以 下 の こ とを 、 国

に期 待 す る。

一 コ ンテ ン ツ制 作 者 、 ソ フ トウ ェア 開 発 者 に対 す る権 利 の 保

護 と、 制 作 物 に 対 す る公 平 ・正 当 な 評 価

一著 作 物 再 利 用 時 の 利 用料 金 や 利 用 プ ロ セ ス の 透 明性 確 保

一知 的所 有 権 に 関 す る国 際 的 な 法 的 環 境 の 整 備
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(9)プ ラ イ バ シ ー

高 度 情 報 化 社 会 と は 、 情 報 の 管 理 と利 用 を 、 デ ー タ ー ベ ー ス と ネ

ッ トワ ー ク に 、 大 き く依 存 す る 社 会 で あ る 。 ま た 、 誰 もが 、 公 平 に

情 報 に ア クセ ス し、 利 用 す る こ とが で き る 。

管 理 し利 用 され る情 報 の 中 に は 、 個 人 の プ ラ イ バ シ ー に 関 す る情

報 が 含 まれ 、 そ の個 人 情 報 を 共 有 す る と と もに 、 共 同利 用 す る社 会

で もあ る。 した が って 、 個 人 の 情 報 が 効 率 的 に 管 理 され 利 用 さ れ る

とい う情 報 化 の メ リ ッ トを生 か しな が ら、 企 業 や 行 政 が 管 理 す る情

報 に対 して の 、 最 大 限 の 配 慮 が 必 要 で あ る。

情 報 先 進 国 と して の 試 金 石 との 認 識 に立 ち、 以 下 の こ とを 念 頭 に

入 れ て 、 真 剣 に取 り組 む こ とが 重 要 で あ る。

一顧 客 管理 と して の個 人 デ ー タ の管 理

一行 政 サ ー ビス と して の個 人 デ ー タの 管 理

一暗 号 技 術 の開 発 と標 準 化

(10)セ キ ュ リテ ィ と 新 た な 犯 罪 の 発 生

高 度 情 報 化 社 会 で の セ キ ュ リテ ィ対 策 は、 今 日 とは 、 大 き く異 な

る。 多 くの 情 報 が 管 理 さ れ 、 そ の 情 報 が ネ ッ トワ ー クを 通 じて接 続

され る。 この た め 、 障 害 が 生 じた 場 合 の 社 会 的 な 影 響 は、 は か り知

れ な い もの とな る。 セ キ ュ リテ ィ対 策 は、 安 全 性 と信 頼 性 の 確 保 の

た め 、 官 民 を 挙 げ て 積 極 的 に取 り組 む べ き課 題 で あ る。

第 一・に は 、 ハ ー ドの 側 面 か ら見 た 破 壊 と災 害 に 関 す る対 策 。

第 二 に は 、 ソ フ トの 側 面 か ら見 た デ ー タ破 壊 、 ウ ィル ス、 盗 用 、

盗 難 、 改 ざ ん 等 に 関 す る対 策 で あ る。

意 図 的 な犯 罪 へ の 対 策 を 除 外 す れ ば、 情 報 の脆 弱 性 、 あ る い は 非

再 現 性 を 広 く啓 蒙 す る こ とが 大 切 で あ る。

厳 重 な チ ェ ッ ク体 制 や バ ックア ップ等 の 法 的 義 務 付 け に加 え 、 一

個 人 の モ ラ ル、 あ る い は躾 け を 含 む教 育 の 問 題 も重 要 な課 題 で あ る。
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(11)産 業 構 造 の 変 化 に と もな う雇 用 問 題

わ れ わ れ が 、 高 度 情 報 化 社 会 を 展 望 す る と き、 生 産 性 向 上 や 飛 躍

的 に 増 す 生 活 の 利 便 性 、 あ るい は仕 事 の質 の 向 上 な ど、 明 る い未 来

社 会 へ の 側 面 が 、 と もす る と強 調 さ れ る。 しか し、 工 業 化 社 会 か ら

高 度 情 報 化 社 会 へ の 移 行 に は、 雇 用 問 題 な どの さ ま ざ まな 課 題 も必

然 的 に起 こ って くる。 未 来 の扉 を開 くと き、 そ こ に は光 と影 が 常 に

混 在 して い る こ とを 忘 れ て は な らな い。

① 次 の世 代 を に な う基 幹 産 業 は情 報 関 連 産 業

例 え ば 「21世 紀 の知 的社 会 の 改 革 に 向 けて 」(郵 政 省 電 気 通

信 審 議 会 平 成6年5月)と 題 した 答 申 に も示 され て い る とお り、

わ が 国 で は、 マ ル チ メデ ィア市 場 全 体 で123兆 円 の 巨大 市 場 規

模 が 試 算 さ れ 、 さ らに、243万 人 に の ぼ る雇 用 創 出 が 可 能 と し

て い る。 数 字 の 是 非 は と もか く、 高 度 情 報 化 社 会 に対 し、 わ れ わ

れ 国 民 に 明 る い 希 望 を い だか せ る。 また 、 ア メ リカ の 復 権 を か け

た 「情 報 ハ イ ウ ェ ー構想 」 に して も、 停 滞 す る ア メ リカ経 済 の 活

力 を と り も ど し、 社 会 問 題 の 根 源 に あ る失 業 問 題 を 解 決 す る た め

の 、 起 死 回 生 の 具 体 的 な 対 応 策 で もあ る。

わ が 国 産 業 社 会 の 変 遷 を 辿 る と、 産 業 の 主 役 は、 時 代 の 流 れ と

と も に変 わ って い る。 例 え ば、 石 炭 ・繊 維 ・鉄 ・自動 車 とい った

産 業 が 、 そ の 時 々 の 花 形 産 業 と して わ が 国 の経 済 ・社 会 を 支 え て

き た。 そ して 、 次 に シ フ トして い くで あ ろ う主 役 は 、 情 報 関 連 産

業 で あ る と言 え る。

② 労 働 の 質 の 転 換 と失 業 問題

問 題 は 影 の 部 分 に ど う対 応 す るか で あ る。 前 述 の 電 気 通 信 審 議

会 の 答 申 で は 、 「既 存 の 産 業 ・雇 用 形 態 の 中 で は縮 小 す る もの や

形 を 変 え な け れ ば 存 続 で きな い もの が生 じる。 」 と述 べ て い る。

産 業 構 造 の 変 化 が や って くる の で あ る。

雇 用 創 出243万 人 に 対 応 す るマ イ ナ ス の 数 値 、 即 ち高 度 情 報

化 社 会 の 到 来 に よ って 、 雇 用 の場 を 失 う人 々の 具 体 的 数 値 の 試 算

は な い が 、 か つ て の 石 炭 産 業 が 、 今 や 衰 退 して しま った と同 様 の

事 象 に よ って 、 失 業 な い し職 種 転 換 を 強 い られ る現 象 が 必 然 的 に

お こ って くるで あ ろ う。
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21世 紀 初 頭 に は、 人 口統 計 か らみ て 、 労 働 人 口が 減 少 傾 向 を

た ど り、 や が て 構 造 的 人 手 不 足 時 代 が 到 来 す る と言 わ れ て い る。

一一方
、 新 た に 起 こ って くる情 報 関 連 産 業 とそ こ に創 出 され る雇 用

が 、 雇 用 の 場 を 失 う人 々の 数 とあ い償 う もの な の か 、 そ れ と も人

手 不 足 時 代 を迎 え るの か 、 あ る い は 失 業 と い う大 きな 社 会 問 題 を

わ が 国 も抱 え込 む こ と にな るの か 注 意 深 く見 守 って い か ね ば な ら

な い。

失 業 と い う最 悪 の シ ナ リオ の 発 生 は別 に して も、 確 実 に想 定 さ

れ る の は 、 まず 労 働 の 質 の 転 換 が か な りの ス ピ ー ドで 進 行 す る こ

とで あ る。 工 業 化 社 会 で 培 わ れ て きた 労 働 者 の 技 能 、 あ る い は技

術 の 陳腐 化 が 起 こ り、 労 働 者 の 職 種 転 換 や 労 働 条 件 の 変 化 が 近 い

将 来 に起 こ る。

③ 情 報 化 社 会 到 来 に よ る企 業 シ ス テ ム の 見 直 し と修 正

情 報 化 社 会 は 、 知 的 な 社 会 の 到 来 で もあ る。 高 い レベ ル の 技 能

や 技 術 が 要 求 され る。 賃 金 格 差 も拡 大 す る こ と に な る。 こ の た め 、

工 業 化 社 会 を基 本 と して成 り立 って い る 企 業 の さ ま ざ まな シ ス テ

ム の 見 直 し、 修 正 が 大 胆 に行 わ れ る こ と とな る。 例 え ば 、 人 事 制

度 を は じめ とす る諸 制 度 、 ビジ ネ ス慣 習 等 の 抜 本 的 見 直 しや 職 場

環 境 の変 化 へ の 対 応 等 で あ る。 さ らに 、 優 れ た人 材 の 流 動 化 や 新

た な 労 働 市 場 が 形 成 さ れ る こ と も十 分 予 想 さ れ る。 ま た 、 高 度 情

報 化 社 会 で は、 工 業 化 社 会 で大 き な役 割 を 果 た して き た ホ ワ イ ト

カ ラ ー 、 と りわ け、 中 間 管 理 職 層 の仕 事 の か な りの 部 分 を 必 要 と

しな くな る こ と も考 え られ る。

高度情報化社会の到来 は、企業や産業に大 きな変化を もた らす

のみな らず、働 く人 々に もさまざまな影響を及ぼす。
、

失 業 や 新 しい シス テ ム に対 応 して い くた め に は、 企 業 自身 の経

営 努 力 と と も に、 行 政 の サ ポ ー トも必 要 で あ り、 官 民 あ げ て の 対

応 が 重 要 で あ る。 また 、 企 業 とそ こ に働 く人 々 は、 自 らの意 識 改

革 に積 極 的 に挑 戦 して い く必 要 が あ る。 そ の 上 で 具 体 的 な方 策 の
一・っ と して 思 い き った 再 教 育

、 特 に 、 中 高 年 齢 層 中 心 の 再 教 育 が
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必 要 に な る 。 も ち ろん 働 く者 自身 の 自己努 力 が 基 本 で あ る が 、 企

業 に は この た め の 支 援 策 と して の 企 業 内教 育 プ ロ グ ラ ム の 充 実 や

教 育 コス トの 負 担 が 必 要 にな って くる。 さ らに加 え て 、 官 民 の 協

力 に よ る社 会 人 教 育 の 場 等 の 設 置 は、 雇 用 問 題 の み な らず 、 情 報

化 に 係 わ る 人 材 育 成 に も大 い に役 立 っ。

〔 パ ソ コ ン普 及 率 が 、OECD24か 国 中24位 に あ る 実 情 を、

労 使 共 に+分 認 識 し、 当 面 、 情 報 機 器 の教 育 現 場 へ の 導 入 整 備 な

どの 措 置 が 必 要 に な ろ う。 企 業 の 労 使 は働 く人 々 に対 し、 い た ず

らに 危 機 感 や 不 安 感 を 煽 る こ とは 避 け な けれ ば な らな い。 高 度 情

報 化 社 会 が もた らす変 化 を 適 切 に 明 示 し、 特 に マ イ ナ ス の 課 題 へ

の 対 応 に は、 一 義 的 に は 労使 の 協 力 に よ る解 決 が まず 求 め られ る。

(12)日 本 か ら の情 報 発 信

高 度 情 報 化 社 会 で は、 情 報 入 手 量 が 確実 に増 大 す る と と も に、 ボ

ー ダ ー レス化
、 グ ロ ーバ ル 化 に よ り多 種多 様 な情 報 が 入 って く る。

これ は、 各 国 の文 明 ・文 化 に 関 連 した 情報 に接 す る機 会 を 、 飛 躍 的

に高 あ る効 果 を もた らす ばか りで は な く、 日本 文 化 や 、 日本 人 の 感

性 に 多 様 性 や 独 創 性 を酒 養 す る。

した が って 、 特 定 の国 の ソ フ トや 映 像 が 入 って く る こ と を 、 文 化

的 侵 略 と して 捕 らえ て 排 除 す る の で は な く、 各 国 の 発 信 情 報 が 各 国

の 社 会 ・文 化 に対 して 、 相 互 に影 響 を及 ぼ す と考 え る べ きで あ る。

情 報 発 信 能 力 の高 い と こ ろ に、 多 くの情 報 が 集 ま る こ と は 自明 の

理 で あ る 。 日本 と して 、 政 府 、 大 学 、 研 究 機 関 、 企 業 等 が そ れ ぞ れ

の レベ ル で 、 対 内的 に も対 外 的 に も、 利 用 しや す い デ ー タ ー ベ ー ス

を 整 備 す る と と もに 、 文 化 的 な 情 報 や 映 像 を諸 外 国 に 向 け て 、 発 信

で き る よ う環 境 整 備 す る こ とが 重 要 で あ る。

"情 報 は発 信 しな い と入
って こな い"こ とを 常 に認 識 し、 発 信 す

る こ とが 重 要 な 課 題 と考 え るべ きで あ る。
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第3章 高度情報化社会実現に向けての民間の推進体制

前 章 で 述 べ た 課 題 に取 り組 み 、 国 民 一 人 一 人 が 豊 さ を 享 受 で き る

高 度 情 報 化 社 会 を 実 現 して い くた め に は、 世 界 的 視 野 に 立 って 、 そ

の モ デ ル とな る よ うな新 しい 社 会 を、 自 らが 創 造 して い く と い う国

民 的 合 意 が 必 要 で あ る。 ま た 、 民 間 の 強 力 な イ ニ シ ャチ ブ の 発 揮 に

よ る官 民 一 体 とな った強 力 な 推 進 体 制 も必 要 不 可 欠 で あ る。

新 しい社 会 の 建 設 とい う視 点 に 立 て ば、 まず は民 間 に お け る意 識

の高 揚 や改 革 、 創 意 工 夫 の 一 層 の 発 揮 とい った こ とが 最 重 要 課 題 と

して あ げ られ る。 む ろ ん 今 後 の 新 しい 社 会 の 建 設 に際 して は 、 今 日

の 日本 社 会 が 抱 え る様 々な 歪 み(例 え ば、 東 京 一 極 集 中 、 行 き過 ぎ

た会 社 中心 主 義 、 土 地 ・住 宅 問 題 、 個 人 と家 族 や 地 域 社 会 との 絆 の

希 薄 化 等)を 是 正 す る こ と も、 考 え あ わ せ な けれ ば な らな い 。

そ う した 課 題 に取 り組 む 一 つ の 大 きな 原 動 力 と して 、 今 日の 発 展

した経 済 社 会 の 実 現 に貢 献 して きた 産 業 界 の 果 た す 役 割 は、 引 き続

き重 要 で あ る。 日本 の各 産 業 は、 厳 しい 国 際 競 争 、 国 内 市 場 の 成 熟 、

価 格 革 命 、 日本 的 経 営 の 見 直 し(特 に年 功 序 列 、 終 身 雇 用)等 の 構

造 的 課 題 に 、 どの よ うに取 り組 む か とい う大 きな 転 換 期 に差 しか か

か って い る。

高 度 情 報 化 社 会 の 実 現 に 向 け た 、 この よ うな 産 業 界 と して の 取 り

組 み は、 国 民 一 人 一 人 が 豊 さを 享 受 しっ っ 、 世 界 に も貢 献 して い く

とい った 、 新 しい 社 会 の建 設 と軌 を 一 つ にす る もの で な け れ ば な ら

な い。
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(1)産 業 界 と して の情 報 化 へ の取 り組 み

① 自 らの 情 報 化 投 資 の 一 層 の 促 進

まず 企 業 に お い て 、 社 員 一 人 一 人 が 最 新 の 情 報 通 信 ツ ー ル で あ

る高 機 能 パ ソ コ ンを使 い こな し、 各 々が ネ ッ トワ ー クで結 ば れ て

業 務 を 行 う とい う形 態 を 実 現 して い か な けれ ば な らな い 。 そ うで

な け れ ば、 巷 間 指 摘 さ れ る生 産 性 格 差(特 に ホ ワ イ トカ ラ ー)を

縮 め る こ と はで きず 、 ま して や高 度 情 報 化 社 会 の 実 現 は お ぼ つ か

な い。

産業界 として は、各企業の社内の情報化促進投資を積極的に進

あるとともに、 ネ ッ トワー クを利用 した企業間業務の情報化推進

に も全力をあげるべ きである。

こうした企業 における情報化の急激な進展 は、情報の処理や加

工技術を応用 した生産性向上や、市場の変化 に機動的に対応す る

新 しい仕事 のや り方の導入へ とつながる。

生 産 現 場 の 自動 化 、 省 力 化 や 経 理 、 受 発 注 等 の 定 常 業 務 へ

の コ ン ピュ ー タ導 入 は急 速 に進 み、 多 くの 成 果 を あ げ て き

て い る。 しか し、 企 業 に お け るパ ソ コ ンの 普 及 率 、 及 び そ

う した 個 々 の パ ソ コ ンを ネ ッ トワー クで つ な い で 活 用 す る

LANの 普 及 率 は各 々米 国 の4分 の1で あ る。

'昨 年6月 の 社 会 経 済 生 産 性 本 部 の 調 査 に お い て も
、 ネ ッ ト

ワ ー ク を 使 い 、 ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン や パ ソ コ ン と情 報 の や

り と り が で き る社 員 は 、 一 般 職 で4.7%、 管 理 職 で0.9%

と極 め て 低 い レベ ル で あ る 。
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② 情 報 化 推 進 に 向 け た取 り組 み

情 報 化 投 資 を 促 進 させ るた め に は、 業 務 の 標 準 化 、 必 要 な と き

に 自由 に情 報 が や り と りで き る相 互 接 続 、 業 務 上 必 要 な 情 報 の や

り と りが で き る情 報 の共 有 化(社 内 ・社 外 と も)等 の 環 境 整 備 が

求 あ られ る。

こ う した環 境 設 備 は 、 大 き くと らえ る と世 界 共 通 の ル ー ル づ く

りに もつ なが る。 産 業 界 と して は積 極 的 に 自 らの 情 報 化 を進 め る

過 程 で 、 各 企 業 、 産 業 、 国 とい った 壁 を 乗 り越 え た 企 業 同士 の 交

流 に よ る環 境 整 備 に努 め て い くべ きで あ る 。

③ 起 業 家 精 神 の 高 揚 に よ る新 規 産 業 、 雇 用 の 創 出

高 度 情 報 化 時 代 で は 、 従 来 型 の 産 業 の あ り方 に加 え て 、 ネ ッ ト

ワ ー クの 利 用 に よ る特 定 の個 人 を 対 象 に した ビ ジ ネ ス が 可 能 とな

る。

そ こで は マ ス の 市 場 とパ ー ソナ ル ・ニ ー ズ の 市 場 が 混 在 す る こ

と とな り、 市 場 の 多 様 な そ の ニ ー ズ に こた え う る独 創 的 な サ ー ビ

スが 提 供 され る な らば 、 た とえ 小 資 本 で あ って もネ ッ トワ ー ク を

利 用 した ビジ ネ ス と して 成 功 す る可 能 性 を 持 って い る。

各 企 業 や経 営 者 は既 存 の 枠 組 み や 慣 習 に と らわ れ ず に、 高 度 情

報 化 社 会 に 向 け た 多 種 多 様 な ビジ ネ ス ・チ ャ ン ス の 発 掘 に 挑 戦 し

て 、 新 た な サ ー ビス の 提 供 に よ る社 会 へ の 貢 献 に努 め るべ き で あ

る。 産 業 界 全 体 と して 、 そ う した 起 業 家 精 神 の 高 揚 に努 め る こ と

が 、 厳 しい 国 際 競 争 、 国 内 市 場 の 成 熟 とい った 課 題 を 克 服 し、 新

規 産 業 、 雇 用 の創 出 を もた らす 。

④新規産業、雇用の創 出に向けた取 り組み

新規産業、雇用の創 出に向けて民間活力 を最大限に発揮できる

ようにす るには、既存の産業や業種 ・業態を前提に成立 している

各種規制の緩和や撤廃が求あ られ る。新 しい社会の建設 に立 ちは

だかる様 々な障害 の除去 と新たな仕組みの提案について、民 間 と

して も、積極的に問題提起を行い、政府 に改善 を求めてい く必要

が ある。
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また 、 そ の 前 提 と して 、 以 下 の よ うな 幅 広 い 分 野 に お け る社 会

の 公 器 と して の 強 い 自覚 等 が 求 あ られ る。

一企 業 の み な らず 社 会 全 体 と して の 自 己 責 任 原 則 の 徹 底

一独 占禁 止 法 等
、 自由 競 争 市 場 の ル ー ル 遵 守

一政 ・官 ・財 の トライ ア ン グル構 造下 に お け る規 制 、 保 護 、 利

益 誘 導 とい った 、 不 透 明 な あ り方 の 改 善 や 各 種 不 祥 事 の再 発

防 止

一製 造 物 責 任 や 情 報 の 開示

⑤ 個 人 の 自立 性 、 創 造 性 、 多 様 性 の尊 重

学 校 教 育 に お い て は カ リキ ュ ラム の工 夫 等 に よ り、 個 性 を尊 重

す る風 土 作 りや 、 第 二 の 人 生 局 面 に お け る ラ イ フ ケ ア 、 生 涯 教 育

とい っ た 場 に お い て も、 企 業 人 や 産 業 界 が 積 極 的 に 交 流 の 機 会 を

っ く り、 相 互 に個 人 の 自立 性 、 創 造 性 、 多 様 性 を 育 む た め に、 社

会 全 体 と して 協 力 して い くべ きで あ る。

企 業 が 求 め る人 材 に つ いて は、 従 来 の 工 業 化 社 会 に お け る画 一・

的 、 集 団 調 和 重 視 型 か ら創 造 性 、 多 様 性 、 起 業 家 精 神 重 視 型 へ と

転 換 して い く。

個 人 の 独 創 性 を 重 視 し、 生 産 性 を 向上 させ 、 市 場 変 化 に 迅 速 に

対 応 で き る企 業 に転 換 す る に は、 従 来 の 日本 的 経 営(年 功 序 列 、

終 身 雇 用)の 見 直 しが 求 め られ 、 組 織 、 人 事 、 経 営 の 評 価 基 準 を

新 しい 時 代 に即 した もの に変 え て い く必 要 が あ る。

また 企 業 の み な らず 社 会 全 体 と して も、 学 校 教 育 、 企 業 内教 育 、

生 涯 教 育 とい っ た あ らゆ る機 会 を 通 じて 、 個 人 の 自立 性 、 創 造 性 、

多 様 性 を 伸 ば す こ とに努 め るべ きで あ る。 ま た そ れ と同 時 に、 高

度 情 報 化 社 会 へ の 対 応 と情 報 の 処 理 や加 工 技 術 の 習 得 とい った 面

に お い て も、 教 育 の 機 会 を充 実 させ るべ く、 産 業 界 と して も協 力

して い くべ き で あ る。
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(2)経 営 者 の 役 割

今 日の構 造 的 課 題 を克 服 し、 高 度 情 報 化 社 会 へ の 取 り組 み を積 極

的 に展 開 して、 活 力 あ る 豊 か な 産 業 、 経 済 社 会 を 実 現 す るた め に は、

これ まで 述 べ て き た よ う に、 今 まで の 発 想 を180度 転 換 させ る よ

うな 努 力 が 必 要 で あ る。

と りわ け経 営 者 に は、21世 紀 の 高 度 情 報 化 社 会 の あ り方 を 見 据

え た 明 確 な 経 営 ビ ジ ョンの 提 示 が 求 め られ る。 同 時 に 、 自 由競 争 市

場 に お け る新 しい ビ ジネ ス の創 出 を 通 して 、 社 会 へ の 積 極 的 な 貢 献

に向 けた 一 層 の リー ダ ー シ ップ の 発 揮 が 期 待 され る。

(3)各 界 相 互 の連 携

企 業 は 、 今 日、 各 ス テ ー ク ホ ル ダ ー へ の 対 応 と連 携 強 化 が 一 層 求

め られ て い る。 例 え ば、 労 働 組 合 や 地 域 社 会 との 連 携 等 を 通 じて 、

持 て る リ ソー ス を最 大 限 に活 用 す る こ とに よ って 、 高 度 情 報 化 社 会

の 実 現 に 向 けて 積 極 的 な 役 割 を 担 う こ とが 大 切 で あ る。

各 界 の オ ピニ オ ン ・リー ダ ーが 、 高 度 情 報 化 社 会 の 実 現 に 向 け た

ビ ジ ョ ン とそ の 施 策 を具 体 的 に表 明 し、 社 会 全 体 と して の 大 き な推

進 の うね りの 中 で 、 中核 と して の 役 割 を 果 た す の は 自 らで あ る との

自覚 に立 って 、 国 民 と と もに行 動 して い く必 要 が あ る。
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第4章 高度情報化社会 の実現 に向 けての国の役割

(1)政 策 推 進 体 制 の確 立

高 度 情 報 化 社 会 の 実 現 に は、 明 確 な ビ ジ ョ ンを基 づ い た 世 界 と共

有 で き る グ ラ ン ドデ ザ イ ンの 構 築 と、 そ れ を 実 現 す るた め の 革 新 的

な 政 策 が 必 要 で あ る。 各 省 庁 が そ れ ぞ れ 独 自の プ ロ グ ラ ム を掲 げ て

推 進 す る の で は な く、 国 全 体 と して の一 本 化 さ れ た 実 現 ぺ の プ ロ グ

ラ ム を作 成 し、 推 進 す る こ とが 重 要 で あ る。

例 え ば、 行 政 シ ス テ ム の情 報 化 に 際 して は、 わ が 国 の 高 度 情 報 化

の あ るべ き姿 お よ び そ れ に至 る プ ロセ ス を 、 国 全 体 と して の コ ンセ

ンサ ス を 得 て 総 合 的 調 整 を 図 る。 そ の上 で 、 文 部 省 で は 学 校 教 育 現

場 の情 報 化 を 、 厚 生 省 で は医 療 ・福 祉 面 で の 情 報 化 を、 自治 省 で は

自治 体 行 政 の 情 報 化 を とい う よ うに、 そ れ ぞ れ の省 庁 が そ れ ぞ れ の

分 野 で 推 進 す る こ とが 必 要 で あ る。

政 策 の 優 先 順 位 、 国 際 的 協 調 関 係 な どは、 個 別 の 省 庁 の 問 題 で は

な く、 国 全 体 の 問 題 と して 捕 らえ 、 解 決 す る必 要 が あ る。 また 同 時

に 、 高 度 情 報 化 と は、 未 来 に 向 か って の わ が 国 の 産 業 構 造 お よ び国

民 一 人 一 人 の 生 活 を 大 き く変 化 させ る。 した が って 、 政 策 の 一 本 化

と国 を挙 げ て の取 り組 み が不 可 欠 で あ る。

内 閣 に 総 理 大 臣 を長 とす る 「高 度 情 報 通 信 社 会 推 進 本 部 」 が 設 置

さ れ た こ とに つ い て 、 わ れ わ れ は高 く評価 した い 。 この 推 進 本 部 が

総 理 大 臣 の 強 力 な リー ダ シ ップの 基 で 、 早 急 に、 わ が 国 の 高 度 情 報

化 に 向 け て の 施 策 を 確 立 し、 大 き な推 進 の 原 動 力 とな る こ とを期 待

す る。
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(2)新 しい社会資本の整備 と公共投資

高 度 情 報 通 信 網 の 整 備 は、 民 間 主 導 で 行 うの が 原 則 で あ る。

国 の 役 割 と して は、 公 共 情 報 の デ ー タベ ー ス 化 、 行 政 手 続 き の 電

子 化 、 大 学 ・研 究 機 関 、 医 療 ・福 祉 分 野 で の よ り一 層 の 高 度 情 報 化

を 率 先 して推 進 す る こ とで あ る。 この こ とが 、 民 間 の 活 力 を 刺 激 し、

支 援 す る こ と とな る。

そ の た め に は、 従 来 の 公 共 投 資 の 考 え 方 を 改 め 、 新 しい枠 組 み と

配 分 の 変 更 を 行 う こ とが 必 要 で あ る。 換 言 す れ ば 、 建 設 に 代 表 され

る これ まで の 公 共 投 資 の 概 念 を 、 新 しい社 会 資 本 の 整 備 と い う新 た

な概 念 に 基 づ い て 見 直 す 必 要 が あ る。 新 しい 社 会 資 本 の 整 備 とは、

効 率 的 に利 用 す る た め の ソ フ トウ ェア や端 末 の整 備 、 そ の た め の 人

材 の 確 保 と教 育 を含 む こ とは い う まで もな い 。

(3)高 度 情 報 化 に 向 け て の 法 ・制 度 の見 直 し

高 度 情 報 化 社 会 の 実 現 に際 して大 事 な こ とは 、 民 間 の 活 力 を最 大

限 に 引 き 出 す こ と と、 急 激 な 技 術 の 進 歩 に対 応 して 、 誰 もが 平 等 に

情 報 を 発 信 し、 受 信 で き る社 会 シ ス テ ム を構 築 す る こ とで あ る。

新 ビジネス産業の育成 については、公正 ・自由な市場原理、競争

原理 に基づ いて、民間の活力が最大限に発揮で きる体制作 りが必要

である。企業や個人が 自由な環境 で情報化を促進す るためには、料

金体系の見直 し、料金水準の引き下げを他国並に行い、企業 自体が

国内外 のネ ットワークを最大 限活用できる環境を作 ることが急務で

ある。

そ の た め に は、 受 益 者 の 立 場 に 立 った 「原 則 自 由 ・よ り少 な い 例

外 規 制 」 の 考 え 方 で規 制 の 見 直 しを行 うべ き で あ る。

第2章 で 述 べ た諸 課 題 の 解 決 の た め に も、 商 法 、 各 種 税 法 、 著 作

権 法 、 各 種 行 政 手 続 等 、 全 て の 法 ・制 度 の総 合 的 見 直 しを 、 早 急 に

行 うべ き 時 期 に来 て い る。

以 上
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委員会 の進 め方 につい て

1.委 員会 の進 め方 の方針

高度情 報化社 会 の姿 は各 人各様 であ り、 それぞれ の人 の数 だけイ メージが異 な
る こ とか ら、議論 の方法 としてあ らか じめ枠組 み を決 めて しまうので はな く、 自

由な発想 か らス ター トし、 アイデア と して出て きた事 項 か ら情 報化 のス トー リー
を組 み立 てた。

第1回5月10日
・委員 会趣 旨説明

・問題提起 「生活社 会面 における情 報化 の現状 と問題点 につ いて」 西委 員

・検 討項 目 と委 員会 の進 め方 につい て討議

第2回6月2日
・基 調講演 「日本 における情報通信 基盤 の整備 」斉藤委 員長

・討議

第3回6月28日
・委 員会 の方 向性 につ いて

・情報化 の現状

第4回7月19日
・情報化 についての討議

・叩 き台 をペース に して報告書 の まとめ方 について討議

第5回8月11日
・まとめの討議

そ の他 、必要 に応 じて委員長 と事務 方で打 ち合 わせ を数 回行 った。

2.議 論 の視点 として4つ のカテ ゴ リに一について

生活社会特別委員会 では、議論 の視点 と して次 の1か ら3の3つ の レベルで具

体 的なアイデ アを出 し合 い、 ブ レー ンス トー ミングを行 った。

カ テ ゴ リー1

カ テ ゴ リー2

カ テ ゴ リー3

情報化 の具体 的な プロジ ェク ト

情報化 のポイ ン トお よび コンセ プ ト(傾 向)

情報化 のポ リシー(政 策)

カテ ゴ リー1で は、例 えば、教 育、 医療 、福祉 、技術 開発、 エ ンターテイ ンメ

ン トな ど、生 活社 会全般 にわ たる領域 で、 こうい うこ とが あ った らいいので はな
いか とい うアイデアを、実現 の可能性 にかかわ らず列挙 した。

カテ ゴ リー2で は、情報化 の コンセ プ トとして、 どうい う考 え方が あるか を

NII、GIIの 考 え方 も含 めて検 討 の対象 に した。

カテ ゴ リー3で は、1、2で 出て きた こ とを実 現す るため にはど うい う施 策が

必 要か を議論 した。
カテ ゴ リー0で は、 この議 論 を踏 まえて報告書 を まとめ るに当 た り、それぞれ

の委 員が最 も重要 と考 える提言 をま とめ た。広 い分 野 か ら参加 頂 いたため、そ れ

ぞ れの専 門 を活 か したアクセ ン トあ る提 言 を意 図 した。

3.パ ソ コン通信 の利用
生活社会特別委員会 では、議論 だけでな く、実際 にパ ソコ ン通信 を使 って意見

の交換 を行 うこ とを決 め、PC-VANにCUGを 設 け た。

日本 電気株 式会社 水 野幸男 特別顧 問 の ご好意 によ り、委 員 はPC-VANに

ア クセスで きるこ とにな り、次 の委員会 の前 に議事録 を読 んだ り、意見 の提案 な

どを行 った。
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生活社会特別委員会報告

全体の総括

農業社会か ら工業社会への変化が蒸気機関、電気技術、石油化学、自動車制御等の一連の技術開発に

よって推進されたことは周知である。工業化が社会や生活 に与えたインパ クトは極めて大 きかった。国

家の形態が封建制から民主制に変化 したのも、工業化 と軌を一にしている。現在の国家形態は工業社会

が生み出 したものと言えよう。家族の形態も大家族から核家族に変化 した、義務教育の一般化、近代医

療体制 も工業化の産物 と言えよう。こうした動 きは工業生産力の発展 を原動力 として、あらゆる阻害要

因を排除 して進行 した。 この流れに乗れなかった組織はほぼ例外な く滅亡するか、無力な存在 となった。

現在多 くの予兆を見せている情報化社会が どのような社会 となるのかを考え、・工業社会の初期 に見 ら

れたような大衆の幸福 に反する派生的状況が生 じないように情報化 を円滑に進めてゆくにはどのように

すればよいのかを考えるのが、 この生活社会特別部会の役割である。

情報社会は技術の進歩によってあるいは政府の施策によって受動的に実現するものではない。情報社

会を健全に実現 してゆ くためには、生活社会の各場面における適切で、自己責任 に立脚 した行動 と努力

が求められる。生活社会特別委員会では、 「情報化による生活社会の変化」 と 「これを実現す るための

基本認識」についてまとめている。

委員会においては多面的な討論が活発に行われたが、特 に次の3点 を重点項目とした。

(1)創 造性の向上:情 報化社会における価値は情報の創造によって作 り出される。21世 紀の豊か

な日本を作 り、世界 に貢献 してゆ くためには、創造性の向上が重要である。このためには画一化 されな

い教育、社会における独 自性の尊重と共に、創造的仕事に対する適切な労働環境の確立が重要である。

(2)情 報に対す る自己責任の認識:情 報社会は情報の発信 ・受信 においても、サービスの実現につい

ても多様化の進む社会である。すべての人が容易に情報を発信できること、多様 な情報を選択する場合

に、これらの多様性を社会の中で受容するためには、関係者の自己責任が重要である。何 かの問題が生

じたとき他の所為 にすることは情報化の妨げになる。情報化の推進 も一義的にはそれぞれ個人にあり、

その遅れを政府の所為 にするような考え方は情報化 と相容れない。

(3)情 報弱者 に対する配慮:情 報化の過渡期 においては特に社会の変化 に適合 しない人々の発生 も考

えられる。情報メディアによってはハンディキャップを軽減する場合もあるが、ハンディキャップを拡

大する場合 もある。情報化 にあたってはこうした情報弱者の発生を防止すると共に、すべての人に平等

な情報受発信の機会を与えるよう配慮すべ きである。ノ

これを進めるために、各個人 も各組織 も情報 についての本質の理解に努め、それぞれの能力 と権限の

中で情報化を推進することが求められていると言えよう。個人のレベルでは創造性の開発に努力するこ

とが求められる。企業の レベルでは、それぞれの生産性の向上のためには、情報化に努力すべ きであろ

う。政府の各省庁 もそれぞれの役割の中でその機能を効率良く実現するに最大の努力を払 うべ きであろ

う。このために個人も企業 も政府 も情報支出の比率を適切な範囲で高めてゆくことが求められる。

本特別部会の報告 としては情報が社会に与える影響 としてのまず情報サービスの例を示 した、これは

情報社会において当面考え られるビジネスの例でもあり、組織がその生産性を向上するためにの手段の

例 にもなっている。次 にこれらを推進するうえでの配慮事項についてまとめてある。 これらの配慮事項

は特別委員会における自由討議の中から各自の発言のニュアンスを生かしてとりまとめている。多 くの

記述が口語体になっているのは、そのためである。 これらの とりまとめから情報社会における生活社会

についての意見の広が りについておくみとりいただきたい。
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生活 と社会における情報化の対応策
まとめ

1.情 報化の前提 1.1情 報化の原則 ●ネットワーク上の内容とその結果が大切

●人間の五感をマルチメディアで拡大する

●情報の産業化

●民間のアイデアによる情報産業

●情報に対する日本人の価値観

●新 しい情報チャンネルのニーズ
●情報に対する新しい価値観の確立

●情報エージェントの必要性

●情報成長の限界

●情報のありかたの変容

●情報化の価値観は一人一人違う

●情報によって社会が変わる

●情報の貧富の差を生まない配慮が必要

●情報弱者の救済

●福祉 ・教育分野が情報化の突破口

●情報ぶち壊し運動の可能性

1.2受 信から発信へ ●情報発信の容易化は

放送と通信の境界を無くすことにある

1.3世 界の文化への貢献 ●多言語化した文化発信(メ ディア変換)

2.NI・1の コ ン セ プ ト2.1 NIIと 情 報 ス ーパ ー ハ イ ウエ ー

の コ ンセ プ ト

● 日本のNIIは アメリカの技術に

依存 してはいけない

●目標 さえ示せばはコス トは低 くできる

●通信は無線 に、放送は有線に

●電波利用の見直 し

●危機管理 として無線システムが必要

●ネットワークのブラックボックス化

2.2ア メ リ カ と 日本 の違 い ● コミュニケーション能力の向上

●情報化 とは産業を興すこと

2.3情 報発信 ・受信のコス トを

低下させるインフラス トラクチャ

●新 しい基幹産業の育成

●ソフトの自国技術は絶対 に必要

●ソフトビジネスを促進することが国策

●公共事業のニュービジネスに優先的発注

を

●マルチメディア国債や情報国債の必要性

●一般家庭でのコス ト

●CATVの 料金体制

●情報コス トの方がインフラコス トよりも

はるかに大きい

●NIIの コス トとその回収のついて

●ネットワー ・クインフラにより他の業務

が節約できる

● まずネッ トワークのミニマム ・インフラ

を作っておいてあとはゆっくりやる

●ネットワーク ・インフラのコス ト

●ただになるべきである

●一般家庭で払えるコス トは少ない

●日本 にCATVが 普及 しない理由がある

● コス ト中心の考え方が必要
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3.プ ラ イバ シー と3.1

セ キ ュ リ テ ィ に関 す る

国民 の合 意 ・

データ流通への不信の除去 ●本人の了解を前提とした基本的ルールの

確立が必要

●保護とともに活用 にも道

●修正可能なデータ

3.2安 全性 ・信頼性の確保 ●安全性についての国民の理解

●システム事故のデータ公開の必要性

4.情 報 に よる不 平 等4.1

へ の 配慮

ユ ニバ ーサ ル ・サ ー ビス ●情報サービス ・情報アクセスの平等性の

確保

4.2従 来のハンディキャップの解消 ●情報システム全般に 「やさしさ」が必要

4.3情 報発信機会の公平性 ●情報表現の教育が必要

4.4新 しいハンディキャップ発生の防止●行政情報へのアクセスの改善が必要

4.5高 齢者対策のための情報化 ●高齢者対策のための情報システムの開発

5.コ ン テ ン ツ と メ デ イ5.1

アの 分 離

サービスとネットワークの分離 ● コンテンツとメディアの分離が必要

5.2新 聞社 と放送局の分割 ●新聞社は編集部門と印刷部門が分離され

る方向に

●放送局は制作部門と無線放送部門が分離

される方向に

●パーソナル通信と移動体通信の重要性

6.情 報創造力の向上6.1 新情報創造のための

既存情報のデジタル化
●基本的情報のオンライン

●情報の再利用が容易に可能になるような

法律的な問題の解決が必要

6.2創 造性教育の推進 ●高校のカリキュラムのリス トラが必要

6.3創 造的情報の保護 ●映像ソフ ト産業の育成

●99%ア メリカの発信 になることを憂うる

●ソフトをつ くれるものも日本 に必要

● コンテンツが産業になるような構造をつ

くるぺ きである

・ ●クリエーターとプログラマーとは違う

●オリジナルクリエーターを大切に

●情報の産業化

●コンテンツを作る人 にいい収入 と充実感

を

6.4新 しい知的財産権の考え方 ●情報に対する価値観の確立

●ノンパッケージソフ トの著作権

● コピーできるCDの 問題

● ロイヤリティを記録メディアにかける

●長期的な考え方をしたい

●著作権がな くていい とい う意見 もある

●ゲーム産業は特許によって守 られた

●法制度の整備は誰の責任

●社会制度 と連動 した法制度の整備

●法制度の整備 が必要

●背景にある法制度の整備
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6.5行 政情報へのアクセスの改善 ●各省のネッ トワーク化

●ネットワークの先駆ユーザーとしての行

政

7.情 報受発信の自己責任7.1情 報発信の自由は自己責任を伴 う ●通信 と放送の間の領域の議論の必要性

7.2情 報社会の倫理の重要性

7.3政 府のせいにする、

他人のせいにする思考からの脱却

●倫理観の確立 と刑法 による対応を進める
ことが必要

●経営者の学習意識向上

●政府の情報化の努力としての予算措置の

必要性

●情報化は政府の効率化につながる

8.電 子メールが

社会に与える

インパク ト

8.1電 子メールで可能となった組織

8.2情 報新民主主義の出現

●ほかの電子メディアとのインター

オペラビリティが必要

●高速バ ックボーンの整備が必要

●アクセスジャックの国際的な共通化

●国際的なディレク トリーサービス

●その他の通信、運輸、郵便メディアとの

リンク

●政府のいろいろな情報のディスクロー

ジャー とそれに基づ く国民的情報会議が

必要
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カ テ ゴ リ ー0

生活社会の17の 重要提言
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高度情報化 を失敗 しないための推進方法

文化は国家安全保障

「変わるビジネス」r変 えるビジネス」 を視点に

情報化推進の自己責任

使い勝手のいいメディア

わがままな利用者 を受け入れ よう

国民 と生活へのインターフェイスを!!

情報弱者への配慮

高度情報化社会におけるオフィスの可能性

高齢者の在宅ケア

すべての高校 に情報 に関する独立教科 を

子 どもとコンピュータ

来るべ きソフ トコンテンツを尊重する社会

コピーライ ト(著 作権)と コピーレフ ト(著 作無権)

身障者の真の社会参加のために

PR戦 略で世論喚起が必要

情報化推進のための国の支援
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提言1

「高度情報化 を失敗 しないための推進方法」

現在、我が国において情報化基盤の整備について多 くの議論が行 われているが、誠 に残念なこと

はそれ等の議論が基盤整備 だけに重点が置かれ過ぎている点である。

以下、21世 紀に向い真 に利用者に役 に立つ情報化の進め方について述べてみたい。

第一 に、我々は情報化 システムの利用目的を時間をかけ、 きめ細か く明確にしなければならない。

WHATの 重視である。そのためにはニーズの分析にもっと長 く多 くの時間をかけて多 くの人たちの

意見を聞きなが ら目的 を練 り上げる必要がある。例えば、生活社会関係の情報化では家庭 の主婦の意

見は最 も大切である。 ゴミの収集車が自分 の家の前を通 りすぎる前に知らせてもらえるような情報ニー

ズなどがその一例であろう。1年 でも2年 でも十分時間をかけて真 に有効 な利用目的を練 り上げる必

要がある。

第二は、情報化は地域 ごとに密着 して考えられなければならない。大都市地域 と過疎地域では当然

のことながらそのニーズは異なっている。例えば、県、市、町、村 をベースにそのニーズを分析する

必要がある。ある地域 には工業の活性化のための高度情報化が重要であろうし、農村地域では農業情

報システムの実用化が重要であろう。地域の特性に根差 さない情報化 は必ず失敗する。

第三は、主要目的を公共サービス分野に重点化することである。高度情報化によるサー ビスは、需

要 とのバ ランスにより個別企業によって自然発生的に推進されるであろう。 しかし、公共サービス関

係の情報化は政府 ・公共機関の積極的な参加が必要であろう。特に、医療、福祉、教育、公共的研究

開発の分野では大切である。その際、従来の第三セクター方式のような天下 り構造を助長するような

形態は避けなければならない。また、新 しいサービス機構を実現するにあたって規制緩和 も十分考慮

する必要がある。

第四は推進組織であるが、地方自治体の長を中心に、地域住民を中心としたボランタリー方式が望

ましい。民主主義の原点に立 って、情報化 を地域 開発の発展、及び自分 たちの生活向上 に役立つよう

にしようという草の根的な推進組織が必要である。メンバーとして、その地域に住 む大学の先生、企

業の管理者、一般の主婦等の参加が望ましい。

ノ
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提言2

「文化は国家安全保障」

世界に向けて情報の発信=文 化の発信ができない限 り、日本 は世界 に尊敬 される国にはなれず、

リーダーシップを取 ることもできないだろう。では、その手段 とは何か?言 語による理解 を必要 とし

ない映像である。

たとえば米国映画は ドイツで90%、 フランスで65%、 日本で も55%以 上のシェアを誇ってお

り、こういったソフ トの輸出によって米 国は、米国的な価値観をよしとする 「文化的帝国主義』を全

世界 にもたらしている。アメリカが現在のように、世界の覇権を握ることを可能にした原因の一端は、

ここにあると言っても過言ではない。先般行 われたGATTの 話し合いの中で、AV問 題が重要な争

点 となった裏には、 こういった文化帝国主義を自国から排除 したいというヨーロッパ諸国のいらだち

が隠されていたのである。

米国での雇用者数を見ると、サービス産業従事者が全体の約80%と なっている。 日本で も同様に、

農林水産業 ・製造業従事者 は減少 し、第三次産業の伸びが著 しい。社会の高度情報化が生み出 した情

報 ・通信関連産業の市場規模は、現在23兆 円であるが、2000年 には120兆 円にまで拡大 し、

将来 日本経済の基幹産業となるものと予測 されている。 このサービス産業のあげる利益、すなわち表

に出ない貿易外収支では、アメリカは大 きな貿易黒字 をあげている。ちなみに1990年 の例を見て

も、2400億 ドル以上(こ れは同年の 日本のモノの輸出額2347億 ドルに匹敵)支 払いを してい

るが、受け取 りとの収支では500億 ドル以上の黒字になっている。黒字の大部分 は旅行収支、技術

収支であるが、モノ以外の形の無い もののや りとりによって、アメリカは世界のアメリカた りえてい

るのだ。 もはやモノづ くりに頼る時代 は終わ り、今 までの腹の足 しにならないと思われていた 「娯楽」

や 「情報」や 「アイデア」や 「権利」が、莫大なカネを生む時代が訪れたのである。米国を良き先例

として、 日本 はそれ以上にこの分野に力を注がねばならない。戦後 日本は常 に、アメリカの後追いを

してきた という歴史が厳然たる事実 としてあるのだ。アメリカがハー ド大国か らソフ ト大国へ と転換

を果たした今、 日本はそれ以上のソフト大 国を目指さなければならない。

「ものをいうのは、やは りス トーリーやメロディだ。ソニーが電話会社 になっても、メ リッ トは何

もない」 とは、 ソニー ・ピクチャーズエンタテインメントのピーター ・グーバー会長の意見 である

(ニューズウイーク1993年6月3日 号)。 全国に光ケーブルを張 りめ ぐらしても、ハイビジョン

技術がいかに進んでも、それに流すソフ トがなければまったく無意味だ。

入れ物(ハ ー ド)の 開発 にばか り力を注いで、肝心の中身(ソ フ ト)の 開発 をないが しろに してい

る日本 には、このままでは未来はないと言 っていい。アメリカのような主体性 を伴 った文化の発信 に

力 を入れることは、 日本に新たな超強力基幹産業を根付かせることであり、文化 による国家安全保障

にもつながる。 日本が生 き残る道はもはやこれしかない。 日本が湾岸戦争 に130億 ドルもの資金を

提供 したことを知 らない99%の アメリカ人に、 日本はこれだけのことを世界 のためにやったのだ、

日本は真の文化大国なのだと知 らしめることが、これからの日本の存続 にかかわる大変重要なことな

のである。
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提言3

「『変 わ る ビジ ネス 』 『変 え る ビジ ネ ス』 を視 点 に」

"マ ルチメデ ィア"に 対 す る期待 と可 能性は
、かつての"ニ ューメ ディア"に 対 す るそれ とは違 う。

しか し、光 フ ァイバ ー を引い た、多機 能端末 がで きた、だけで は、"ニ ューメデ ィア"の 時 と同様 、

受 け入 れ られる ことにはな らないだ ろう。つ ま り、新 しい情報化 によ り、何 がで きる ようにな るのか

が大切 で、 それ によ り、人 々の暮 ら しと仕 事が少 しつ つ、あ るい は急激 に変 わ ってい くことになる。

い わゆる コンテ ンツ と、そ れ にまつ わるサー ビスが決め手 にな るが、映像 お よび双方 向性 サー ビス を

結 び付 けるこ とによ り、 「変 わる ビジネス」 「変 える ビジネス」 の視 点 が重 要で ある。

「変 わる ビジ ネス」 ・一一 住 宅の リフォームビジネスが繁盛 している。新 ・改築 どちらも、住 む人

の参加型 の空 間設計 が流行 で、シ ミュレー シ ョン映像 で も見 せ ない と商談 しに くい らしい。 ところが、

その中で住む 人が使 う家具や 電化 製品 は全 く没個 性的な ままであ る。今 まで大 量生産 ・消費 の枠 の中

で行 き渡 ってい た工 業製品 だか らやむ を得 なか ったが、 これか ら、E・MAILを 使 って個人 と企 業が結

ばれる と、自分 だけの製品 を設計 し、注 文す ることもで きる。 無論 、素人 には一 か ら設計 とい うわけ

にはいかないので、サ ポー トす る仕 掛け は要 るだ ろうが、企 業側 もCIMやFAが 導入 され ている こと

を考 えれば、 さほどの コス トアップに もならず、個 別対応 が可能 か もしれない。POSを もう一歩進 め

た、PoD(PointofDesign)と で もい うような ものだ。

情報 が ダイ レク トに逆流 してい くこ とにな り、 お客様 は とて もわが ままな こ とを改め て知 るこ とに

な る。 か くして ビジネスが変 わってい く。

「変 え るビジネス」一一一 環境問題 は、企業 に とって大問題 であ る。環境計 測の ネ ッ トワー クは少

しつつ進 んでい るが、一番肝 腎 なゴ ミその ものについての情報 が欠落 してい る。 ゴ ミ情報 のネ ッ トワー

ク化 によ り、企業 の廃棄物 が どこで どの くらい発 生 し、 どうい うふ うに処 理 されてい るかを知 る こと

が大切だ。個 別企業 の ミクロ情報 を積 み上 げ、分析 し、 地域全体 や国全体 の マ クロ情報 と して、で き

るだ けづアル タイム に捉 え たい ものである。 そ う して初 めて ゴミの削 減、 リサイ クル な どが施 策 とし

て有効 に活 きて くる。 日本全 体が地球 にや さ しいネ ッ トワークにな る。

か くして、 ビジネスのや り方 を変 える ビジネスが誕生 する。 それ を可能 にす るのが マルチメデ ィア

で ある。
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提言4

「情報化推進の自己責任」

我が国の近代は工業化 と製造技術の成功の歴史であった。高度 な製造技術 は、多数の労働者が規

格 に従った労働 をし、全体 として改善に取 り組むことによって達成 された。 こうした努力は国民全体

によって行なわれた。特 に戦後の経営者の工業生産 に対する適切な理解 と判断が成功の基であった。

情報化 においては、今の所 このような取 り組みは遅れている。情報化は企業の中でも特殊な専門家

グループの仕事 とされ、他のグループとは隔離された仕事となっていることも少 くない。全員が情報

を利用 した生産性向上に取 り組んでいるのは一部の企業に留っている。

情報社会における富は情報の創造によるが、創造性を持つ人々は往々にして変わ り者 と見 られて、

社会でも排除されがちである。企業 も創造性を標榜 しながらも、採用 に当っては創造性 より協調性を

重視する態度 を変えないのが普通である。

工業社会 における成功が企業の自己責任 にもとつ く生産性の向上にあったのと同様に、情報社会に

おける成功 もそれぞれの自己責任 にある。すべての企業人が情報を自己の問題 として主体的に取 り組

み、自ら創造性 を高め、創造性の高い仕事 に投資 してゆ くことが重要である。こうした努力が先行 し

なければ、国の情報政策も成功 しない。

すべての人が情報化 を自己責任 として理解することが、情報社会を豊かなものにし、情報化 を通 し

て世界に貢献す る道である。
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提言5

「使 い勝 手 の い い メデ ィ ア」

よく分厚い料理の本で困るのは、 「肉」で分類 されているはずが 「なす」の分野に入っていて見

つけられない ことである。 「マーボなす」は、本来両方から引けなくてはならない。

あるいは漠然 と 「辛い味」の ものをと思っても、調味料別 にはなっていない。あまり検索項 目を増

やすと、それだけで本が分厚 くなってしまい、編集作業が大変なので、ある程度の検索 レベルで止め

られている。

情報は必ずある角度でエディションされていて、四方八方から検索が効 くようにはなっていない。

こういう生活 レベルの情報 は、出版でいう実用書の分野で過去から延々と情報が蓄積 されて、それ

な りに情報の質 も保たれ、編集も効いているが、マルチメディアで集約される場合 には、もう一段 き

めの細かい作業がなされて初めて勝手はよくなる。

さらに映像映像が加味 されれば、一段 と使いやす くなる。ただ し、テレビやコンピュータの前にい

ないと情報が取れない というのでは不便である。少なくとも、文字情報は台所 にもっていって、見 な

が ら活用できるメリットがある。

キッチンの見やすい場所 に、情報の取れるハー ドがあれば、非常 に便利 である。

さらに、音声 だけで情報が取れるというのも便利である。 「マーボなす」を選択すれば、料理の手

順が音声で流れて、それを聞 きながら手は自由に動かせるからである。

情報は、こういうレベルまで細か く編集が効かなければ、利用価値がないのではないだろうか。た

だ大量に情報が流れればいい というものではないはずで、いかに利用者のニーズに深 く食い込 んでい

けるかが、ポイン トになってくる。

これはほかの分野でもいえることで、在宅医療でも、家族間コミュニケーションでも、 ビジネス情

報の検索でも、使 う側の立場に徹底 してソフトを組んでいかなければ、結局 は利用 されずに終わるの

ではないだろうか。

そうい う意味では、ハー ドばか りでなく、きめ細かいエディションのできる人材の育成が必要であ

ろう。
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提言6

「わが ままな利 用者 を受 け入 れ よう」

マルチメディア社会は情報伝達の効率が飛躍的に向上する新 しい社会である。そこでは高度 に発達

した情報通信インフラによってこれまで不可能 と思っていた欲求が実現できる。それが不可能だった

時代 には、そうした欲求はわがままなものとして無視 されてきたため、常識ある人はこの欲求を抑圧

し、そういう欲求があることさえ忘れている。これを呼びさまそう。マルチメディアはそうした欲求

のい くつかに、十分 に応えうるシステムを提供 してくれるだろう。

この欲求は新 しい需要を生み、産業を刺激する。マルチメディア社会はモノを作 る生産性を飛躍的

に高めるために、このままでは大量の失業者を生み出すが、マルチメディアによって新 たに生まれる

製品やサービス市場 はこうした失業者を吸収する受け皿になるだろう。また、受け皿にしなければな

らない。今、わがままな欲求を発言することは、決 して反社会的なことではない。次の社会が必要と

する新 しい産業を生み出 し、新 しい雇用 を生み出すことにつながる。互いにわがままな欲求を言い出

せる社会にし、次の時代の扉を開こうではないか。
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提言7

「国 民 と生 活 へ の イ ン ター フ ェ イ ス を!!」

情報新世紀 とか マルチメデ ィア時代 といった言葉が氾濫 してい るが、素人 にはなかなか うま くイ

メー ジが描け ない。

しか し、情報 ・通信技術 の飛 躍的 な進歩、世界 各国の情報 ハ イウェー構想 やISDN・ パ ソコ ンネ ッ

トワー ク指向 な どが、 いわゆ るマ ルチメデ ィア時代 に否応 な く日本 を取 り込 んでい くに違 いない。

人類 に とって、 日本 国民 に とって、情報新世紀やマルチメ デ ィア時代 とは何 を もたらす もの なのか。

マルチ メデ ィアは、何 よ りも生活 オ リエ ンテッ ドで なければ な らない。 システムやハ ー ドの ための

多額 の設備投 資 を想定 した産 業政策論的発想の我田引水 も理解 しないわけではないが、 普通の国民 の

生活 との関わ り合い を大切 に した アプローチが結局 はマルチメ ディア時代へ の近道 だ と思 う。

マルチメデ ィアを第一義 的 に把 えるコン ピュー タ、 と りわけパ ソコ ンの ネ ッ トワーク化 を進 め る こ

とが要諦であ ろ う。 イ ンテルのCEOア ン ドリューS.グ ローープは、教育分野の マルチメデ ィア推進

がパ ソコンの ネ ッ トワーク化 を促 す キー だと言 っているが、 まさに同感で ある。

生涯学習時代 とい われ、 中 ・高等教育の改革が求め られてい る今 、教育 とマル チメデ ィアの接 点 を

追及 してい くこ とは時宜 に通 った アプローチの一つである。

マルチメデ ィアは、 シス テ ムも分 野 も多元 ・多様 、その中で国民 と生活 にいか にイ ンター フェイス

していけ るのかが ポイ ン トであ る。
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提言8

「情報弱者への配慮」

新 しい時代が確実に近づいているようです。高齢社会が相当長期間にわたって続 く中で、この報

告書でも沢山のアイデアが示 しているように、大変便利 な世の中になることが期待 されています。経

済、産業そして技術が、究極は 「人間の幸せのためにある」 ことを考えれば、素晴らしいことだと思

います。 しかし、いくつかの心配な点が予測されるの も事実ではないで しょうか。取 り越 し苦労なら

ばよいのですが、私個人 としては、微かな不安を禁 じ得 ません。そこで、その代表的ものを申 し上げ、

情報新世紀をつ くり上げる中で、是非留意 していただければ、 と考えている次第です。

その第一点は、雇用問題です。現在、日本経済は全般的に雇用不安の状態にあることは誰 しもが認

めるところです。 しかし、今後については人手不足の時代になる、 という見解 と、否、大量失業の時

代 の到来必至だという予測 とに大別 されています。いずれにしても、 日本経済や産業構造の大転換は

避けて通れないことは明白であ ります し、その場合、今 日まで 日本経済 を牽引 してきた第二次産業、

製造業の雇用吸収が相対的に低下することは否めません。雇用不安は、社会不安を惹起 し、人間を不

幸 に追い込みます。情報新世紀の構築に当たっては、これらの雇用を吸収で きるような産業をつ くり

出 していくというマクロの政策が必要不可欠だと思います。

第二の点は、人間性の重視 とい うことです。機械に弱いせいか、情報化社会 という言葉を耳にする

と、 どうしてもグレー 仮 色)の 社会が頭の中で点滅 してしまいます。情報化が進むと東京と地方の

差がなくなると言われましたが、逆に東京一極集中は進む一方で した。いろいろな理由があることは

承知 していますが、フェイス ・トゥ ・フェイスの情報がより重要になって きたことも大 きな一因だと

思います。この ことは二つの問題提起 をしているのではないで しょうか。つまり、情報のあり方、そ

の通信の方法をもっと人間味が溢れるものにしてい く必要あることと、そ して、情報新世紀が、人間

性 を重視 した、換言すれば人間臭さをもったものにしていかなければならないことを示唆 していると

考 えます。
・第三の点は、言わず もがなですが、・高齢社会の中で、とくに高齢者 に優 しい情報化社会にしていく

必要がある、 ということです。情報機器 に精通 した世代が、高齢層 に入 った時点ではその必要はなく

なるか も知れませんが、情報新世紀の入口の最も大切な段階では、特 にこのことに留意することが重

要だ と思います。

一48一



提言9

「高度情 報化社 会 にお けるオ フ ィスの可 能性」

今後の動向として、以下の三点があげられる。

(1)労働市場の変化

今 日の 日本では、出産率の低下及び定年の年齢延長などによって、労働市場での高齢化が進行 して

いる。

(2)情報通信技術の進展

低価格で小型のパソコン、ネットワークでの通信などによって、企業のオフィス と同等の機器環境

を家庭で装備するすることは、さほど難 しくな くなっている。

(3)製造業の海外への生産 シフ ト移行

海外へ生産 を移行 させる企業の続出に伴い、国内での製造業従事者の減少が生 じることは必至であ

る。

以上の背景 によって、従来の単純作業の効率化が進み、より創造的で、専門的な作業が要求 される

であろう。専門的な経験や技術を必要とする職種の人材を新規 に雇用するコス トを考えると、企業に

とっても、経験豊かな高齢者の働 く環境を整えることは、長期的にはコス トを抑える方向 となる。

既に現時点では、様々な形態のオフィスが実現 している。

ホテリング:ホ テルのように一定期間予約 して、オフィスで働 く必要があるときだけ個室を占有する

スタイル。

サテライ トオフィス:居 住地近 くにある小規模オフィスに通勤するスタイル。

ムービングオフィス:列 車、自動車、航空機などを使って移動 中に、仕事ができる設備 を設置 したス

タイル。

そのほか、ノン ・テリ トリアル ・オフィス、テレコミューティングなど、新 しいオフィスの在 り方

についての用語 は枚挙 にい とまがない。

上記 にあげた新 しいオフィスの 目的 ・効果は次のとおりである。

(1)オフィスの生産性向上

通勤時間の短縮、勤務体系 の柔軟化など、肉体的負荷の軽減 に伴い、労働 意欲を向上させる。

(2)環境問題への対応

食住接近 ・オフィススペースの削減によって、交通や光熱用の燃料使用量を減 らした り、新たな環

境破壊の防止が可能になる。

(3)経費節減

都市部への集中を避けることで、オフィススペースの有効活用、ワーカーの交通費削減 などが可能

となる。

新 しいオフィスの在 り方を考えるとき、通信革命、マルチメディアの充実が必須条件である。その

ためオフィス空間自体が、高度情報化社会に対応できる設備 ・機器を持つことが要求される。言い換

えれば、高度情報化社会実現 によって、オフィスの可能性は今後更に拡大 してい くことになろう。今

後のオフィスは幅広い層のワーカーを前提 とした、ハー ド(空 間 ・設備など)と ソフ ト(組 織 ・管理

方法など)両 面からの トータルな拡充が必要なのである。
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提言10

「高齢者の在宅ケア」

地方公共団体 によって導入 ・開発が行われている情報通信システムのなかで件数が多いのは、防

災関係 と医療 ・保険 ・福祉関係だという。

このことは、これか らの分野に対する国民の高度情報化への期待が大 きいことを意味すると考えられ

るので、情報通信システムの導入を提言 したい。

広島県宮島町では、高齢者の住む家に緊急通報用電話を設置 し、 「非常ボタン」 と 「相談ボタン」

を付けているという。高齢者が 「相談ボタン」 を押す と、町の社会福祉協議会 につなが り、そこのコ

ンピューターにあらか じめ入れてあるその高齢者のデータが自動的にリス トアップされる。協議会の

職員は、そのデータを見なが ら相談 に応 じ、ホームヘルパーを派遣するなど必要な措置を取っている

(平成6年 通信白書より)。

これは、比較的単純な情報化の例かもしれないが、光ファイバー網 を敷設すれば、よ り高度 なサー

ビスが可能になるだろう。

電話の声だけでなく、顔を見ながら、健康状態 を判断することが出来るようになり、在宅医療のサー

ビスも受けられるようになるだろう。 さらに、この高度情報網を利用 して、CATVの 放送が出来れ

ば高齢者の心をなぐさめることも可能となる。問題はこれらのサービスのコス トをどれだけ安 くする

することが出来るかであるが、さきに電気通信審議会がまとめた21世 紀の情報通信基盤整備の答申

によれば、民間企業でビジネスとしてこうした介護を考えているところも出てきているという。つま

り、患者(要 介護の高齢者)か らの連絡 に対 し、24時 間即応 できるシステムと、看護婦の定期的訪

問の組み合わせによって、在宅介護の商用化試験 をしている企業があるというのである。

要介護の高齢者は93年 で100万 人、2010年 には200万 人 に達すると見 られてお り、在宅

高齢者のケアは緊急 を要する課題 となっている。それだけに、高度の情報通信 システムの開発 に当たっ

ては、この分野を最優先プロジェク トの一つとして取 り上げるよう提言 したい。

具体的には、民間企業も参入可能 となる条件整備をどう進めるかついて、国と自治体 の積極的な取

り組みが望まれる。高度情報通信網の整備 によって、高齢者介護の費用 を削減することができるかも

しれないのである。
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提言1■

「すべての高校 に情報に関する独立教科 を」

情報の生産ができる国になるためには、 日本のあらゆる構造を再構築する必要がある。教育 も例外

ではな く、独創的な発想やソフ ト思考ができる人材の育成が重要である。なかで も情報化社会を生 き

抜 き、創造で きる資質を系統的に学ばせるための独立の教科 ・科目を、すべての高校のカリキュラム

中に位置付 ける必要があることを提言 したい。

現行の学習指導要領における情報教育には、教科でのコンピュータ[活 用]教 育(す なわちコン

ピュータ)[で]教 える教育)と 、コンピュータ[内 容]教 育(す なわちコンピュータ[を]教 える

教育)が ある。

しかしコンピュータ[内 容]教 育は、職業高校 は別 として、普通科高校 ではあまり実践されていな

い。 しかも、進学校 ほどこの傾向が強い。それは情報が独立の教科 ・科目として位置付けられていな

いからである。

現行の指導要領でも、数学A、 数学B、 数学C、 物理IAな どに、情報に関する内容面が、いわゆ

る教科書の 「章」に盛 り込 まれてお り、普通高校で も教えることがで きる。 しか し独立教科でないた

めに、 「時間的な余裕がな くカリキュラムに盛 り込めない」 とか、 「受験に関係 ない」 とか、 「教え

る教師がいない」などの理由で、情報の内容面が教えられているのは少数の学校である。この ように

現行の指導要領 は、情報に関する項目が独立の教科 ・科 目ではな く、既存の教科である数学や物理の

学習内容の1項 目として埋め込まれたカリキュラムである。

ところが現在 でも、職業高校では職業教育の観点からプログラミングなどに力点をおいた教育が行

われているが、これは情報処理教育である。

将来、情報 に関する独立の教科 ・科 目が位置付けられたならば、その教育内容 として、情報科学の

基礎及 び情報手段の特徴の理解、基本的な操作能力の習得だけでな く、情報の判断、選択、整理、処

理能力及び新たな情報の創造、伝達能力、情報化社会の特質、情報化の社会や人間に対する影響の理

解、情報の重要性の認識、情報 に対する責任感などが含 まれることを望みたい。

このように情報処理学習 としてのコンピュータだけではな く、それ らを包括 した広い範囲の情報学

を、理系 ・文系、進学 ・就職 に関係 なく全 ての高校生に学ばせる必要がある。そのためには情報に関

する教科 ・科 目が、すべての高校で実践で きるよう、次の指導要領の改定で正式の独立教科 ・科 目と

して位置付けられることを切 に望みたい。
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提言12

「子 ど も とコ ン ピ ュ ー タ」

人類の歴史の技術の進歩というのは、ある側面で見 ると人間の各機能の強化 をするためのものとい

えます。すなわち自動車は足 であり、洗濯機や家庭の電化製品は手であり、電話は口や耳であ り、TV

やビデオは目と耳をそれぞれ強化する技術だと考えられます。この観点からみるとコンピュータは頭

を強化する技術 にな ります。頭のなかで頭蓋骨にあたるのがハー ドウェアの外枠、脳細胞 がCPU、

脳細胞 にある知恵や知識がソフ トウェアにな ります。人間のそれぞれの機能は、医学の進歩によって

心臓 までも人工のものになってい くで しょう。 しか し脳細胞だけは、人工のものはでいないで しょう

し、取 り替えて しまえば、自分でなくなって しまいます。ですか ら脳細胞は、人間にとってもっとも

大事なもの、本質的なもの といえます。ですから、その脳細胞 を最大に強化 ・活用するコンピュータ

をOA化 の道具などと狭 く考えずに、日常生活 を楽 しく有効につかうパー トナーだと考えたいもので

す。

いま自動車の運転 は実社会でたいへん役 に立つものですが、これが ビジネスで しか役 に立たないと

したら何 とつまらないことになるで しょう。自動車で家族と旅行に行った り、彼や彼女 とデー トに行

こうとおもうから、強制されなくても免許をとろうとするのです。そ していろいろと楽 しみながら運

転するからこそ、運転技術 も向上 し、自動車といい関係が築けるわけです。

同 じようにこれからの子 どもにとって、コンピュータは仕事 も遊びも含んだパー トナーになってい

くものですから、是非楽 しくつきあえる環境をつくってや りたい ものです。今 こどもたちはファミコ

ンでゲームに熱中 しすぎて、これによる弊害もあるわけですが、コンピュータの概念 を学ぶためには、

非常 に有用です。数十年まえであれば、大学や会社で机 にすわって教えてもらい、それで も理解する

のは難 しかったわけです。 ところが5歳 の子どもでもファミコンをつ うじてどれがハー ドウェアでど

れがソフ トウェアで、どうインプットするとどうアウトプッ トされるというようなことがわかってい

るわけです。 これによってその後コンピュータと慣れ親 しんでい くのが簡単 になるわけです。

そこでさらに、学校の入学試験の科 目にもコンピュータをどんどんとりいれることにより、子 ども

たちが自然のうちにコンピュータとうまくつきあっていける社会環境づ くりに取 り組 んで行 きたいも

のです。
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提言13

「来 るべ き ソ フ トコ ンテ ンツを 尊 重 す る社 会 」

21世 紀の100年 間は科学技術がさらに進歩 し、ス ピーディーで便利 で人々が頭の中でイメージ

出来ることのほとんどほとん どが実現出来る時代 となると予測されます。そ して、そのこと自体 は大

変素晴 らしいことであると考 えます。情報化社会の実現はまさにこのことの象徴であるといっても過

言ではないで しょう。

しかしなが ら21世 紀が科学技術のさらなる飛躍の100年 間であればあるほど、一方で21世 紀

は人間復興的な側面を有す る100年 間であるとも考えられます。

'94年8月16日
、泉谷 しげる、小田和正、吉田拓郎等々の日本 ビッグアーティス トの呼びかけ

による 「日本 を救え'94～ 奥尻 島、島原 ・深江地区救済コンサー ト～」において、泉谷 しげるは

「音楽 という心の物資をみ なさまに送 ります」 と宣言 しました。 この言葉は非常 に示唆的です。豊か

な人間社会の実現のためにはハー ドの整備 だけでは不十分であ り、 このハー ドで伝達するソフ トを創

り続けることが重要であると考えます。

そしてソフ トの中でもオ リジナリティーあるソフト、無から有への付加価値 を創造するソフ ト即ち

「コンテンツ」 を創 り出す クリエーター、企業、団体を育成することが出来る国家ごいいかえると文

化国家を実現することが求められるのではないで しょうか。その為 には税制の整備、金融的な支援、

研究開発 に対する援助等広範な検討を行わなければならないと考えられます。

又情報化社会 において、コンテンツの育成を計ろうとする時、マルチメディア時代に対応する新た

な著作権制度の確立が急務 であると考えます。マルチメディア社会 においては、文字や画像、音声な

どの情報がネ ットワークを通 じてや りとりされ、利用者がこれを自由に複製、編集、加工出来る仕組

みとな ります。そうすると本やレコー ドなど、古典的な著作物を前提とした現行制度では十分 に対応

が出来ず、著作権者、著作 隣接者を大 きく害する危険性があるからです。

既 に音楽のジャンルでは現在市販 されているCDを 何等その音質を劣化 させることな く、まったく

そのままコピー出来 るCD-Rが 登場 しようとしてお り、市販商品とまった く同一のクロー ンコピー

が可能ということで大 きな問題 となってお ります。

これらの問題をコンテンツの保護の立場から解決 してい くことが、真 に人間社会 に寄与する情報化

社会を実現する第一歩ではないかと考えます。
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提言14

「コピー ライ ト 〈著作 権)と コピー レフ ト(著 作 無権)」

著作権を保護することによって、創造的な活動で生産されるコンテンツソフ トウェアが産業とし

て成立することが21世 紀の日本 にとって不可欠であることは自明のことである。 しか し、人間の知

的活動の結果である知恵の集積 と共有によって、人類の文明 ・文化 は栄えてきた。 この知恵を共有す

ることに対 して、閉鎖的な姿勢を取るならば、先人が行った発明や発見 を未来の人々は何度 も繰 り返

さなくてはならない。そうなれば、社会の進化のスピー ドというものは相対的に上がらない。

米国 のイ ンターネ ッ トは、大学や研 究機 関の データベ ースを一元的 にネ ッ トワー ク上 に接続す るこ

とに よって、デー タベース同士がお互い に有機的 な関係 を持 ちなが ら、雪 だるま式 に自己増殖 を始め

ている。 これ らが英 語圏の18、19、20世 紀 の繁栄 を21世 紀 にまでつ な ぐ大 きな力 で ある。

ソフ トウェアの生産に対 して正当な価値 を認め、産業 として成立させ有能なソフ トウェア制作者を

輩出させることの可否は、産業 としての利益構造が確立するかどうかにかかっているが、同時に産業

を取 り巻 く社会システムも、 ソフ トウェアの中心である人間そのものに創造性ややる気 を出させ、自

由経済の枠組み としてそういう制度が保証されなければならない。そういう経済制度 とともに、著作

権や著作権 に隣接する多 くの権利諸制度が必要 となるが、あまりに行 きす ぎた保護が人類の知恵の共

有 に対 して歯止めをかけるものであってはいけない。何が保護 され、何が公共財 として開かれてなけ

ればならないというガイ ドラインの設定 と運用が国に求められているリーダーシップであろう。

著作無権(コ ピー レフ ト)と いうのは、著作権を認めることを基本的に最小 にするという考え方で

ある。 コンピュータのソフ トは無料 になる。実際 にネッ トワーク上で流通 しているフリーウェアは、

無料 にもかかわらず付加価値サービスやメンテナンスによって米国では事業的に成立 している。同時

にネットワークを介 して多 くの使用者か らの意見や希望が伝えられ、ソフトウェアの品質は急激 に改

良されるという。世界最大のソフ トウェア会社 に挑戦できるのは唯一 このネットワークを使った草の

根 フリーソフ トウェアであると言われている。

ソフ トウェアにしても人間の知恵 にしても、た くさんの人が時間をかけて改良 し、洗練 してきたも

のが文化 として残ってい くだろう。その意味で、ネッ トワークを通 じて衆知 を集め、再利用 になるべ

く負担がかか らなく、改良 した結果 は共有する社会システムが必要 とされている。同時 にその中で一

人一人の個人が、創造行為 に対 してモチベーシ ョンを感 じ続ける仕組の構築 も大切である。
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提言15

「身障者 の真 の社 会参加 のため に」

情報メディアの変化 に伴 って、障害者 には不可能とされていたことのい くつかが可能 となってきま

した。例えば、ワープロの普及 によって、ペンを握ることのできない人がスティックを くわえること

でキーボー ドを打った り、視覚のない人が音声合成装置を使ってものを書いたり、電子化 された情報

を音や点字で読んだ りすることができるようになってきました。これらの変化は障害者 にとってある

ことができるようになったというだけでなく、職業を含 めた社会参加 に大きな希望をひらくものです。

しか し、最近のテクノロジーの発達を見 ると、これらのこともあまりバラ色であるとは思えません。

第一に、技術的な面から見 ると、マンマシンインターフェイスを目指す一方、現実 にはコス トダウ

ン ・故障率の低下などが優先 されています。(銀 行のキャッシュディスペンサーなどタッチパネルの

ものは視覚障害者は全 く使 うことができません。)

第二に設計者 ・開発者の中に障害者のためのインターフェイスの知識が乏 しく、多 くが思いつ きと

独 自の調査で進んでいくため、ノウハウが蓄積 されず、時によっては障害者の立場から見 ると、かけ

離れたものがで きあが った りします。(首 都圏のある駅では、障害者 に優 しい駅 として設計されまし

たが、券売機 にすべてタッチパネルを使 ったため、視覚障害者 は一人で切符 を買 うことさえで きませ

ん。)

第三は法律 と制度の問題です。せっか く電子化 された情報が多 くな り視覚障害者にもこれ らを利用

する手段があるにもかかわらず、著作権の問題やコス トがかか りすぎることなどでこれらを入手する

ことが難 しいのが現状です。(一 日分の新聞を電子化 されたデータで全 て読む と1万 円以上かか りま

す。)

ヨーロッパではこれらの問題 を解決するために、EUレ ベルでの委員会をいくつかもうけ、検討 し、

解決 しています。 日本 においても、

(1)障害者を含めたインターフェイスの基礎研究 を推進 し、それらをまとめる機関を充実すること。

(2)基礎研究が設計者 ・開発者の発想の中に活かせる手段を提供すること。

(3)技術 の進歩 に伴い、法律 ・制度の検討 をすることなどが重要であると思われます。

高齢化が進む社会においてこれらのことは、障害者対策のみならず、近い将来の社会問題解決のため

の糸口となるものであ り、 こうした視点で問題 をとらえ取 り組むことが、障害者が取 り残 されてきた

現在の反省ではないかと思います。
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提言16

「PR戦 略で世論喚起が必要」

「技術」 を中心 と した議論 はほほ出揃 った現在、今後 、 よ り早 く、 よ り深 く推進 を図 るため には、

ユーザー と等 身大 な形で、推進の ための世論喚起 を してい く必 要が あると思 う。

マルチメデ ィアを使 って技術的、機能的 に 「何 がで きるか」 とい う議論 の先 に、ユーザー に向 かっ

て 「何 を して欲 しい か」 とい った問 いか けの議論 がな され るケ ースが多い よ うだが、現 段階 では詳細

を識 らないユーザー に とってマルチメデ ィアは、 リアリティー のない話 で、問 いか けられ て も答 え よ

うが ない とい うのが 、正直 の ところではないだ ろうか。

そ こで この先 は、 ユーザ ーの理解 を深 め させ、 リア リテ ィー を持 って待望 され る ことを主眼 と した

PR戦 略(PUBLICRELATION戦 略)を 作成 し、世論 喚起 から需要喚起 にまで誘導 すべ きであろ う。

それがいず れ巻 き起 こるであ ろうコス ト負担の場面 で も有効 だ と思 う。

早い段 階で、今 あ る工学系 の有識者 と役人の合 同プ ロジ ェク トチー ムに加 えて、文系 の有識者、

ジャーナ リス ト等 か らなる生活関連の プロジェク トチー ムをも編成 し、個 人の ライ フス タイル と直結

した 「マルチメデ ィアを使 う と 「世の中 は』、 「人生 は」、 「生活 は』 こうなる」 とい った具体 的な

イ メー ジを創 造 してい くべ きだと思 う。
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提言17

「情報化推進のための国の支援」

情報化社会の到来は政治 ・経済 ・社会全てを構造的に変化 させ、過去我々人類が体験 したことの

ない新 しい時代 を作 ろうとしている。 もちろん、言うまでもなく生活者 として個人はその変化の渦中

での主役である。

しか し、その大きな変化がすでに始まろうとしでいるにもかかわrず 、その認識はいまだ浅薄なま

ま戦後 日本の工業化 を基盤 とした経済復興を支援 してきた社会システムが堅持されている。そのこと

こそが我々が問題にすべ き最大のテーマである。

今、政府がなすべ きことは、工業社会支援から情報化社会支援への政策転換である。国家予算の編

成、公共投資、税制、労働法制、ete.全てがその対象である。

高度情報化社会の実現へ向けては、統合国家プロジェクトによる推進が必要と考 え、特 に次の三点

を提案する。

(1)情 報行政のマルチメデ ィア対応化を促進する

各省庁 ・自治体内の情報データベース化 をはじめ。それら相互のネッ トワーク化 を し、多様 なアク

セスに応 えられるように進めることは行革促進にもつながる。

また、それら行政情報が、自在に国民からのアクセスに応えられるようになることは、開かれた行

政、あるいは行政への民意の反映にもつなが り、21世 紀へ向けた国民生活に大 きく寄与することに

なる。

しかもこのことは、

(1)民業を圧迫 しない領域からのソフ トインフラの整備であ り、

(2)思い切った公共投資をすることにより、マルチメディア社会 をソフ ト側 から牽引する有効
な戦術 となる。

さらに、この提言の意味するところは、我が国の経済構造をハー ド型か らソフ ト型へのシフ トを国

策 として推進するための有効な手段だということだ。ソフト産業はまだ歴史が浅いこともあり、その

大多数 は創業間もないベンチ ャー型の企業である。従って財務体質も脆弱であり、充分 に産業化でき

ないでいるのが現状である。 まさにソフト産業の育成 ・支援を し、21世 紀へ向けた我が国の経済構

造転換への好機 と言える。

(2)情 報国債を発行する

情報化時代 には工業時代 とは違った意味でのインフラが必要である。光ファイバーのネットワーク

というようなハー ドのインフラはもちろんであるが、ソフトのインフラが今、最 も重要である。

そのためには、従来の建設国債に代わる情報国債の発行を提案する。現実には、マルチメディアの

振興 についた予算が建設国債で、建物 ・ハー ド機器には使えるが、肝心のソフ トには使 えないという

不合理を生んでいる。 データベースを中心 としたソフ トインフラには情報国債の発行が情報化時代の

支援策としては必須だ。

(3)通 信回線使用料の国民負担を引き下げる

我が国のパソコン通信の発展を阻害 している要因のひとつに、国内の通信 回線使用料が高いことが

あげられる。ハー ド機器 ・ソフ トウェアともに、価格は国際競争原理が働 き、世界的に安価になった。

残 るは通信回線の使用料である。ここでの競争原理はまだ働いているとは言い難い。 コメを国民 に安

定供給する政府の役割 は終 わった。次は情報が安全に安価 に流通できるための回線使用料 の国民負担

率引き下げの方策を講ずることだ。加えて学生割引や高齢者の割引の適用 等 も検討する。

21世 紀へ向けて、活力ある日本 を実現 ・維持するためには、新 しいモノを生み出す力 をどう持て

るか、特に若者達によるソフ トカがカギである。マルチメディア時代への大 きな流 れを、そのための

絶好のチャンス として捉えるべ きと考える。
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カ テ ゴ リー1

情報 化 の200の フ廿 ジ ェ ク ト

身近な生活に即 した具体的アイデア



生活編
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食
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遊

学
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ネ ッ トワー ク
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音楽出版
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桁
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ホームショッピング
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麺
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法制度
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テレビ

臨

インテリジェントネットワーク
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生活編

(衣 ・食 ・住 ・遊 ・学 ・買 ・金 ・医)

衣

○服装 自動選択システム

所有するすべ ての洋服 ・着物 をあらかじめ登録 し、必要な条件、例 えば、外 出目的、天気

などで自動的に選択する。 さらに、クロゼッ トと連動 させることにより着る物が自動的に

出て くる。

○電子ブティック

世界中のデザイナーのブティックを画像で見て、注文する と客のサイズに合わせた型紙が

自動的に作 られ、布が裁断 されて、最寄 りの工房で仕立てられて、その日のうちに洋服が

できてくる。

○バ ーチャル ・コーデ ィネイ ト・シス テム

等 身大 のイメージ を登録 す るこ とで、家 にいなが ら、 イメージ上 で服 装、 ネ クタイ

等 を着せ替 える。買 う際 に、試着 す るこ とな く自分 の好 みの注文 がで きるシステ ム

の実現。

食
'○ 外食情報システム

レス トラン、喫茶店などの外食店の、食事 の種類、価格、人数、場所 などの条件から最適

の店 を探す。情報 には店近辺の地図、店 の外観 店内の様子なども含 める。

○ レス トラン、パブ等お店情報 ・予約サー ビス

希望の時間、場所、料理、人数、雰囲気等 を入力 し、合 ったお店 をリコメン ド。お店 の状

況が動画等で検索出来、予約、店 までの地図 ・順路サー ビスを行 う。JCB等 カー ド情報

を事前に入力 しておけば、電子決済が容易 になるサービスも有効。店側 からは空 き情報を

入れてお く。好みに合った店 を選べ、店側 は予約 によりお客情報 を確認出来る。

○バーチャル ・リアル ・グルメ

レジャー としての 「食」は単に食品を物理的に食べることが目的ではない。料理 を作 るた

め、・あるいは食べ に行 くためのガイ ドとして、視覚 ・聴覚 に味覚 ・臭覚 を取 り込んだバー

チャル ・リアル ・グルメ情報提供サー ビスが登場する。

○料理用 シ ョッピング ・デー タベース ・サ ー ビス

料理番組、 レタス クラブ、 オ レンジペ ージ等 の料理情報 の レシピを様 々な組合 せで

検索 で きる。 また、特殊 な素材 、調 味料 の購 入 がで きる店 の情報 も検 索 で きる。
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○ 自動 カ ロリー計算機

食 卓 に盛 られた食事 を瞬時 にカ ロリー計算 す る機器 が作 られ る。

住

○ ホームキーピング

侵入/来 客をテレモニタリングする。火事/ガ ス漏れをリモー トセンシングする。 また、

はが き ・手紙 の宛名書 きを省 くために、Faxで 送られてきた住所や電話番号 を自動管理

して、Fax時 にそのまま利用する。

○ホームシステム

家庭内のすべての機器 を電話線 でコン トロールする。例えば、職場から家 をモニターし、

宅配便屋が押 した家のベルに応答 し、自動 ロッカーを開き、配達物を入れる とレシー トが

出て受領印の代 わ りをする。

○家電ネッ トワーク化 計画

家電に発信装置を装備 して、家内の家電同士が伝えあい、各部屋の環境 を総合的にコント

ロールする。例 えば、エアコンの温湿センサー情報により、その時に最 も相応 しい音楽を

コンポから自動的に流す。

○インテリジェン ト操作 ガイダンス

ディスプレイ装置 と音声出力装置の組合せで、家電や電話機の複雑な操作 をユーザ の操作

状況 を監視 しなが ら熟知の程度に応 じた指示のや りとりを通 じて説明 した り、時には自動

的に操作の代行 をする。

○ トイ レッ トペーパ ーのモニ タ リング

トイ レに入 ってか らあわてるのでな く、 どこか らで も トイ レッ トペ ーパ ーの量 を知 るこ と

が で きる システ ム作 り。

○住宅 リフォーム情報サービス

住宅の修理 ・改造 をする際、実際 に行 った人からの事例、業者側か らの情報提供 を合わせ

てサービス。 自分でやる際の情報(何 処で部品が手 に入るかなど)も 合 わせてサービス。

価格見積が出来るサー ビスも必要。安 く、不安無 く取 り掛かれる。

○ バ ーチ ャル ・イ ンテ リア ・システ ム

個 人が家 か ら、部屋 の模様 替 え をバ ーチ ャルに体験 し、買物 をす る際 に役立 つ シス

テ ム を確立す る。

○ 引越一括サ ー ビス

個 人が家 か ら、引越 に関連 す るあ らゆる情報が得 られ るシステ ムの確 立。

○不動産情報の一元化

個人が家か ら、全国の不動産情報をアクセスすることがで きる。

○メール専用機
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パ ソコン通信の中の、 メールだけに限った専用機でコス トを下げることにより家庭への普

及 を図る。画像や音声 も組み込む。

○情 報セ ンターの設置

全 国いた る所 に、情報 セ ンターを設置 して、電子 メール、FAX等 、 自分 宛 の情報

を取 り出す こ とがで きる。 また、発 信 もで きる。

○バーチャルファミリ・心はひとつ

単身赴任先の父親や離れて住んでいる高齢 者と、毎朝通信することで、大画面 に向かい 合っ

て雑談 しなが ら食事 をとった りで きる。 また、携帯電話機 を持 って外 出すれば、居場所が

わか り、同時 に居ながらにして適切な支援ができる。

○バーチャル ・リアル ・ペッ ト

コンピュータの中を動 く電気信号化 したデータがその実体 である仮想建 物は障害物 ・餌 な

どの外的な要因 と、精神状態 ・空腹などの内的要因とで状況 に応 じて自立的に行動 しなが

ら、人の働 き掛けに本物のペ ットのように対応する。

遊

新聞

○新聞の音声サービス

新聞記事の音声サー ビス。朝刊 の内容 をその日の通勤中に、 しか も知 りたい トピックスを

選択 して聞 く。

○新聞 ニ ュースの分 野別配信

PCネ ッ トに よ り、毎 日の新 聞記 事 を分 野 を選択 して配信 して もらう。

○新聞紙面に乗らない記事の電子新聞化

紙面の都合上割愛された記事、地方新聞の地域情報記事を電子新聞化 しリクエス トに応 じ

FAX、PC通 信等でサービス。特定個人にとっては有効な情報が得られる機会が増える。

○チラシ広告の電子化

毎 日の新聞に折 り込 まれるチラシや広告 を、ジャンル別に情報化 を図 り、いつで もアクセ

スできるようにする。紙資源の節約のためにもなる。

○図書、雑誌出版情報サー ビス

どんな本、出版物が出ているか、書名、記事名、著者名、ジャンル、出版社、主人公等で

検索。価格、概要、評論、入手出来 る書店或いは図書館、発行元の問い合 わせ部署、電話、

FAX等 を情報サービス。読んだ人か らの有用情報 を付加出来るようにしてお くと情報に

付加価値が付 く。本 をさがす楽 しみが増 え、情報を当たる事がスピー ドアップ。

○地図の自動販売機

目的地の近 くで迷った場合、目的地のビル名、住所蝿 話番号等をいれると三次元で今の位

置からの順路が出力 される。判 り易い地図情報サービス。
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○美術館所蔵品目録のマルチメディア化

美術館の所蔵品を電子登録 し、名前だけでなく写真や立体的蜘 象で探す。貸出状況 も把握

できる。また、企画展のカタログやパンフレットをオンラインで検索で きる。

○本屋立ち読みシステム

単 に本のタイ トルや内容の概要だけでな く、本の装丁や書店の様子などを、動画面 を通 し

て見 ることにより、本 を選 び注文する。本 を実際に手 にとって読む感触 を提供する。

○個 人 アルバ ム(CD-ROM版)

スチー ル写真 、 ビデオ、録 音 テープ、CGな どを編i繁したCD-ROM版 個 人 アル

バ ム

音楽出版

○音楽情報分配システム

家庭から音楽会社に特定の音楽(音)の みを発注できる。

○ ライ トワンスCD自 動販売サービス

音楽、映画等のデータを、ライ トワンスCDに リクエス トにより書 き込みサービスする 自

動販売機。センター とは回線接続による。音楽、映像データは容量が大 きくFDで は容量

不足。欲 しいデータだけを取 り出せる。PC通 信等 による場合 もメモリーあるいはHDD

容量 に左右 される。

映像出版
●

○映像ファイ リング

写真 やビデオを画像メモ リに蓄積する。(こ の時、日付 けや音声 ・音響認識結果がコー ド

化 される)特 定 のシーンを検索 した り、キーとなるシー ンだけを抽出 して早送 りで観 た り、

蓄積 した映像類 を整理 ・保管する。

○ レンタル ビデオ貸出 し状況チェック

自宅でレンタルビデオ貸出 し状況チェックし、同時に予約 もで きる。

情報サービス

○マイナースポーツ ・イベ ン ト情報サー ビス

商業放送、新聞等で取 り上げないスポーツ、イベ ント情報 を事前、結果を含め提供する。

個人からの情報提供を取 り上げられるようなシステムとする。視聴者参加型で、 ミニコミ

的な運用でマイナーを支援。

○イベン ト情報サービス

行事、イベン ト、通信販売等通常の手段では目に出来ない情報 を主催者側か ら提供 しても

らい、情報アクセス度合いをフィー ドバ ックする。地域或いは特定ジャンルの細かな情報
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にまで接することが出来る。情報提供側は関心度或いはイベントへの参加想定人員が測定

出来る。

'()遊 び情報システム
、

アウ トドアの遊びや行楽地に関する総合的かつ具体 的な情報をリアルタイムにアクセスす

る。 佼 通手段、渋滞状況。 また、例 えば、波乗 りしたい人には波の高 さの情報、スキー
なら積雪量やスキー場情報など。)

○釣 り場情報システム

家にいなが ら釣 り場のリアルタイムな情報を手 に入れる。

○ タウンページTV版

CATV、PC通 信等でこんな時 どうするに対 しての情報提供。地域の企業か ら情報提供。

スポッ ト的情報を入れ替えれば電子化チラシにな り、紙洪水 を減 らせる。

○ 「おばあちゃんの知恵」情報サー ビス(ハ ローダイヤルTV版)

「こうしたら問題解決出来た」 といった個人の知恵情報 をジャンル別 に貯めて提 供。家庭

の医学的情報 も重要なジャンル。思 わぬ知恵に巡 り会える。困った ときの重宝 な字引。

○ 自己紹介データベース

公開できる範囲で自己紹介 をデータベース化する。更に、自分 を売 り込みたい事柄 だけで

も登録する。

○人生予測 ・テ レ占いサービス

手相 ・人相だけでな く、お絵描 き鑑定占いなど、対話 をしなが ら様 々な占いを行 う。その

ため、誕生か ら死 までの多種多様 なデータなどの蓄積が必要 とされる。

○ ボラ ンティア活動 紹介 サー ビス

地域 のあ らゆ るボ ランテ ィア活動 を一・覧 し、 その募集状況 、参加 条件 等 を知 るこ と

がで きるシステ ム と社 会体 制の確 立。

○バ ーチャルお見合 い システ ム

個 人情報 をデー タベース に登録 し、情報+動 画+CGで 相性 をチ ェ ックで きる。

○特定施設紹介 サー ビス

日頃 はあま り必 要 としないが、冠 婚葬祭 な どに際 して緊急 に知 りたいお寺、協 会、

斉場 などの施設 が どこか らで もアクセスで きるシス テムの確立。

桁

○旅行総合情報ネッ トワークの構築

世界 中の旅行に関係する機関、例 えば航空、鉄道、 ホテル、地域の観光団体 などをインター

ネッ トで結ぶことで、交通手段や宿泊施設などをリアルタイムに知ることがで きる。

○地図、交通、耐 「「情報サービス

当該 目的地に始めてい く場合、希望到達時刻、交通手段、途中での観光の有無等 を入力、
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出発時刻、 目的地 までの交通手段別 地図(徒 歩を含む)、 沿線の楽 しみ方、渋滞 の回避手

段等必要情報 を一括サー ビス。知 りたい情報、知 りたくない情報 に区分出来るようにする。

交通手段 によっては予約、チケ ット購入可 とする。情報データベースによる旅行代理サー

ビス。24時 間サービス可。

○観光地 プラスワン情報サービス

旅行代理店では得 られない観光地情報、ペ ンション、 ミニイベン ト等 を入力 して貰 い、予

約等が出来 る情報サービスを提供する。利用者か らの情報 も付加する。情報提 供側には業

機会 を拡大出来る。利用者はより極 めの細 かい情報が得 られる。

O観 光情報サービス(電 子化旅行代理店)

国内、海外を問わず、場所、時期、行 きたい所、見たい物、 したい事、人数等を入力 し交

通、経路、宿泊等 を含 め全行程のリコメン ド、パ ック旅行の有無等に加え、現地の情報が

動画で検索出来るシステム。予約 も可能 とする。何時でも、何処でも旅行の計画 を楽 しく

立てられる。

○旅館等の利用 に関する個人情報の提供。

旅館を利用する際 どの部屋が良かった、 どの部屋は避けた方が良い等その他、飛行機、列

車、劇場、コンサー ト会場 を利用する際の既に利用 した経験か らのア ドバイス情報。質の

高いサー ビス を得 られると同時に、サービスプロバイダー側 も品質向上になる。

○バ ーチ ャル景観 シ ミュ レーシ ョン個 人が家 か ら、好 きな避 暑地 や旅行 したい所 を

スク リー ン(ワ イ ド ・スク リー ン)に 音響 を含 めて、疑似体 験 で きる。

○仮想旅行

従来の旅行ガイ ドでは得 られなかった生の情報、例えば、温度や湿度なども五感で仮想体

験でき、臨場感溢れる仮想旅行体験を実現する。旅行者のニーズを事前に把握したり、旅

行に行けない病人や障害を持っている人の夢を叶えられる。

○疑似体験旅行

VR(バ ーチ ャルリアリティ)を 使って、世界各地 を旅行する。

テレプレゼ ンス

○バーチャル ・リアル ・風俗

仮想現実度が高い性的疑似体験捌 半うアダルト映像情報提供を行 う風俗産業の登場。

○バーチャル ・リアル ・美術館

絵 その他の収蔵品の画像 データベースか ら汎用タイプのソフ トを装備 することで、美術品

を一切収蔵 しない美術館が現れたり、他 の美術館 と映像 を光ディスクで交換する、国際的

なハイビジ ョン美術館が出現する。

○バーチャル ・リアル ・カラオケ

歌詞の色変化以外 は、歌 とは無関係 な映像が流 されているに過 ぎないカラオケを、あたか

も大観衆の前で歌い、かすかなせ き払いから大 きな拍手、また熱気を再現するような、 自

己陶酔 を最大限に発揮するカラオケが実現する。
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○遠隔アンサンブルの実現

音 と視覚的情報の伝送、再現 させて、異なる場所 に居 る者同士がカラオケ、楽器演奏、合

唱などを可能 にする。情報の組合 せ伝送 により、あたか も同 じ場所でアンサンブルをして
いるような状況 を作 り出す。

○遠隔パーティー

パーティー会場の壁 に掛かったウトルディスプレイ と会場 とは離れた所にある 「見 えない

壁1と によって仮想的空間を共有する。 ウt'一ルディスプレイか らの位置によって映像や話

声 も調整 され、臨場感をもってコミュニケー トが図れる。

○バーチャル ・リアル ・スポーツ

ゴルフなどのレッスンをはじめ、 ヨッ トやスキーなどの緊迫感の伴 うスポーツを、スピー

ド感、旋回運動感覚に加 え、臨場感溢れる景観 を刻々 と提供する三次元CG、 波切者 ・風

切音 を再現するなど仮想現 実度の高い疑似スポーツ体験ができる。

○仮iス タジオ ・仮想俳優

高い質感 を保ちなが ら、制作 コス トを安 くするために、CGで セッ トを作 り俳優の実写画

像 と合成する。 また、ある俳優が演 じたデジタルビデオ動画を種 にして、作者のイメージ

に合 う 「架空の」俳優にしたてて、仮想スタジオと組み合わせる。

○テーマ ・パーク

特定のテーマに基づ く非 日常的な異空間の疑似体験を提供する。将来は、五感ディスプレ

イと広帯域ISDNを 用いて、家庭 に居 なが ら、好 きな時に好 きな異空間を仮想体験でき

るサービスが受け られる。

学

○遠隔教育の充実

必要な設備の導入、教員研修 におけるマルチメディアの利用等を通 じて、マルチメディア

通信 を利用 した遠隔教育の充実を図ってい くことが望 まれる。

○遠隔受講 システム

放送大学は特定科目を受講するシステムだが、特定講師、教授の講義が聞きたいニーズに

対応出来るように大学等 と契約、視聴者 には講義をVODで サービス。特定の人の講演、

講義 に接することが出来る。

○テレレッスンサービス

外国語、 ピアノ、料理、冠婚葬祭の礼儀、ゴルフなどのレッスンを、 リアリティのある状

況で、繰 り返 し疑似体験 しなが ら習得で きる。

○外 国映画脚 本 デー タベ ース ・サー ビス活 きた語学教材 として、外 国映画 の脚本、

映像 、翻訳 シナ リオ を配信 するサー ビス。

○ バ ーチ ャル ・リアル教 育
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マルチメディアを用い、知識 を ドラマチ ックに楽 しく疑似体験 しなが ら知識 を習得する教

育が可能になる。

O視 聴覚教育

年齢、好みや能力に応 じた個別教育、能動的な学習、印象深い記銘的な学習また時間や場

所 に拘束 されない学習を可能にするのが 「教育の情報化」である。その代表として、予備

校でのテレビによる視聴覚教育が進んでいる。

〇一般 には体験あるいは目視不可能な現象 を再現 した資料 の情報サー ビス

化学反応、核分裂、核融合、細胞分裂 、深海底、宇宙の様子人体内部等 の状況、現象 を映

像化。何時でも検索キーにより任意の現象 を見ることが出来る。各々の専門家から、公表

して も良いデータを提 供してもらいデータベース化する。教育教材 として極 めて有効。研

究成果の副産物 をデータベース化すれば研究者の社会貢献 となる。

○個性 に応 じた教育

情報 を受信する学習者 と送信する側 とのリアルタイムの双方向のコミュニケーションをで

きる、しか も個々の生徒の能力に応 じて、先生がマ ン・ッー ・マ ンで教る、テ レビを用い

た教育方法が実現する。

○高 まる生涯学習ニーズ

ボケ防止のためだけではな く、実 りある人生を生 き抜 くための、文化活動や学習を行 う時

に、 自分の好み合 ったメニューを選ぶのに、時間 と距離 を克服するニューメディアを提供

する情報提供産業が登場する。

○情報に関する独立の教科 ・科目を次の指導要領に盛 り込む

買

ホームシ ョッピング

○電子シ ョッピング

家庭 から、欲 しい商品 をTVの 中で、双方向性をもつ動画 として観 なが らシッビングする。

○ ホームシ ョッピングにおける消費者保護の確保

今後、ホームショッピング等の普及に伴 い、消費者保護制度 を充実 させてい くことが望 ま

れる。

○商品別商店情報

特定商品、例 えばサ ッカースパイクの、値段表はもとより、アフターケア、サー ビス、地

理的情報等々、複数の店の比較情報が得 られる。

○商品情報サー ビス

欲 しい商品の情報 リクエス トに対 して、譲っても良い人、該当商品 を売 っている人からの

入手情報、使 って見 た人からの情報をサービスする。購入 に際 しての最新情報が何時 でも

入手 出来る。
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○商店別商品情報'

実際 にコンビニやスーパーに買物 にでかける前 に、すべ ての商品の有無が予め分かる。

OVRオ 一時ダーメー ド通信販売

注文前の現物確認のために、五感に訴え、 よりプレゼンテーシ ョンの仮想現実度 を高めた

VRカ タログが登場する。更 には、例 えば洋服なら身に付 けた時、最 もフィ トする状況を

ドラマ体験 させ、納得 して注文するできる。

○電子デパー ト

あらゆる商品情報 を、PC或 いはCATV端 末か ら検索 出来る。実際 に売っている店から

の情報提供、メーカーからの情報提供 を受け、ジャンル別情報、価格情報、新製品の事前

情報等CM的 運用 も可能。関心度等マーケティング情報 フィー ドバ ックにも有効。消費者

は商品情報 を何時で も楽 しめる。

○ オープンなバザールネ ット

街角 で気軽に端末機 をたたいて、買いたい もの、売 りたい もの、サークルメンバーを募 り

たい、 といったあ らゆる情報のや り取 りができる。

○ リサイクルネット

リサイクル商品提 供情報ネッ トを構築。 リサイクル情報の仲 介サ ービスを行 う。ルールの

確立が必要なので、会員制 も必要か。環境保護、無駄の排除。

○チケット自動予約

消費者自らが、映画、飛行機、新幹線等のチケ ットを予約できる。

金

ホ ー ムバ ンキ ング

○ ホームバンキングの普及

今後、ホームショッピングとの連動等 を踏まえて、24時 間化が望 まれる。

○ ホームバンキングの拡大

ホームバンキング ・システムのサービス領域を店頭 と同一 レベルまで拡大。24時 間対応

も行 う。

医

願

○お医者 さん情報サービス
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こんな病気 の時、地域などの条件を考慮 した上で、どのお医者 さん、 どの病院がお勧めか

を体験者の情報 をベースに専門家が提供。(有 料 になるか?)兎 も角専門家以外 には良 く

分 からないのがお医者 さん情報6

○在宅看護情報サービス

在宅看護が必要になった場 合の必要設備、ノウハ ウ、サポー ト医療機関情報 を、公共機関、

経験者等か ら情報提供しサービス。高齢化社会 に向けてニーズは急上昇。

○食事療法支援サービス

食事制限のある人ヘ カロリー計算を初め、食べ物の取合せ経験者からの注意、工夫情報

等を病名や食事制限目的別にサービス。病院の説明だけではとても分からないし不安。

○遠隔医療

五感情報の電気信号化と再生技術が確立し、またリアルタイム ・双方向で情報伝達できる

通信網が整備されれば、遠隔診療を促進する基盤が整う。

○ 医療機 関 自動予約 シス テム

医療機 関 での検査 や治療 を受 ける際 に、家 にいなが ら状 況 をチ ェ ック し、予約 で き

る。

○ホーム ドクター

患者の音声 を遠隔で聞いて、患者の健康状態を自動診断する。高齢者 に対 し家族 や知人の

様子 を表示 した り、話相手がいない場 合はシステムが適切なあいつちを打った りする。ま

た、定期的な呼び掛けサー ビスをし、応答 の様子で健康診断する。

○ エイズ等難 病へ のカ ウンセ リング ・システ ム

人 にあ ま り知 られた くない難 病、性 病等 の初期 カウンセ リング を、 自宅 のテ レビ電

話複合 システ ムで、直接病 院 にア ドバイス を受 ける ことが で きる。

○個人病歴管理/カ ルテ情報の電子化 システム

個人の病歴を、どんな医療機関、医療科目で治療しても管理し、常に全てのカルテを提供

出来るシステム。病歴の上では最良の情報環境で治療が受けられる

○ レセ プ ト情報一元化 シス テム

診療 情報 を1セ ンター に集中 して、各医療機 関 は患者 の過 去 の診療履歴 を参照 し、

無駄 な検査 ・投薬 を抑 制で きる。

○マイクロ手術

マイクロマシンとバーチャル ・リアリティが結合 して、人間の手 の及 ばない部位の手術が

可能 になる。

福祉

○老人フレン ド電話

老人の孤独感 を解消 させ、悩みごとの聞 き役 として対応する。電話の相手 は自動機械。脳

細胞 の活性化 を図る。痴呆症対策にもなる。



○脳波でダイヤル ・運動機能の補助

手足が不自由な高齢者や障害者のために、交通や通信の利用 ・操作 を支援する。例えば、

電話 をかける時の究極のダイアル手段 としての脳波 ダイアル。 また、考 えるだけで意 のま

まに操縦できる自動車、等々。

○バーチャルコミュニティ

既存のパソコン通信の更なるマルチメディア化。 リアルタイムで しゃべ りなが ら、同時に

ビデオを観る。 また、ビデオ付 のPC通 信(ビ デオメール)も できる。高齢者、障害を持

つ人にやさしい通信 を実現で きる。

○手話で通信 ・聴覚機能の補助

人間の声 を、手話に変換 してディスプレイ。 また逆 に、手話を認識 して音声 に変 えること

で、発話障害者を支援。究極の聴覚 ・発話機能補助 として、脳 の発話 を司 る部分か ら脳波

を読み取 り音声 に変換、また逆 もやる。

○高齢者の機能補完

老化現象を補 う様々な機能補完器具が登場する。例 えば、ハイパー入れ歯 というべ き人に

代わって食べ物 を咀噛するロボット、手 の震えを支えて箸 を持 った り字を書 くインテ リジェ

ン ト・ハ ン ド、脚力 を補完するオー トマチック ・シューズ等。

○ 「盲導犬」システム

視覚障害者のために、盲導犬 の代 わる機器をヘルメッ トやイヤホンの ような形で作 り、道

路の諸情報 を感知 して、音声 などでガイ ドする。

○ボケを防止するサービス

脳 を刺激 し、ボケを防止 を図るコンピュータ相手のゲーム。また、話相手 になるコン

ピュータ。 ここでは、趣味やバ ックグラウン ドを予め認識 させてお く。更に最近 の話題 を、

文字 ・音声 ・画像 を交 えて議論相手 となるコンピュータの実現。

○耳で立ち読み ・視覚の補助

超小型テレビカメラを内蔵 した特殊眼鏡や外界の認識結果 を合成音声でヘ ッドフォンを通

じて知ることができる。本 を読む とき、文字認識 と音声合成の技術で、ヘ ッドホンか らの

心地良い声 で朗読 される。速読もやって くれる。

○長寿社会の雇用と消費

高齢労働者の体力を補完する操作性の良い機器の実現。機械を使っていることを意識させ

ず、まるで人間と会話する感覚で、操作できる仮想現実性の高いニューメディアが登場す

る。

○声を変える

声 に個性 を加 えた り、声 の個性 を変換 した り、聞き易 くする。ハ ンディキャップの克服や、

商品の販売、頼みごとに使 う。 さらに、口述筆記で、正 しい記録 と共 に、検索により容易

に修正を行 う。

○シルバー人材バ ンク

定年後、個人の特殊技能 を登録 し、データベース化 することにより活用 の場 を広げる。特
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殊技能は出来る限 り詳細 な情報で登録。(単 に英語ではな くジャンル別等)個 人 にとって

はθ肋 活用、企業ないし利用者は人材活用。

○個人ボランティア育肋 情報サー ビス

こんなこと出来 ます とい う個人の情報を登録。検索 し活用 して頂 く。高齢化社会で埋 もれ

がちな個人倉肋 を引 き出す。

O在 宅老人用ホームヘルパーシステム

在宅の老人に対 して定期的 にテ レビ電話でホームヘルパーが見舞 う。

○在宅老人緊急支援システム

老人の心電図、血圧等 を簡易な装置でモニタし、緊急時 にはただちに支援 を行 う。

○俳徊老人探査システム

老人のつえ等に発信機 を付 け、ボケ老人が外出した ときにただちに保護できる。
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社会編

(会社 ・公 共 ・ネ ッ トワー ク)

会社

○テレコミューティング(通 信通勤)の 実現

今後、テレビ会議や映像 シミュレーション技術を利用 したテレコミューティングが普及す

るのに伴 い、就業形態の多様 化に対応 した法制度や慣習の見直 しが望 まれる。

○バーチャルオフィス

サテライ トオフィスの究極 のコンセプ ト。分散 したオフィスに居 なが ら、上司 ・社員のそ

れぞれのオフィスが見え、一体感が保たれなが ら、一元管理 された ドキュメン トを利用 し、

伝票 もすべて電子化 されたバーチャルオフィスを実現する。

○移動オフィス ・街頭オフィス ・オフィス列車

携帯電話、PC、 イメージ リーダをアタッシュケースにまとめた移動 オフィス。列車に持

ち込んでオフィス列車。TV電 話、PC、Faxが 使 える公衆電話ボ ックス型街頭オフィ

ス。 コーヒーを飲みなが ら長電話 を楽 しむ携帯電話BOX喫 茶店。

○テレビ会議の活用等

今後、取締役会等への参加についても、テレビ会議等情報通信を活用 した参加形態を積極

的に認めていくことが望まれる。

○講演要約サービス

会議や講演の記録を、圧縮の程度を指定 して要約する。複数話者の識別も行う。逆に、講

演したい内容を予め指示することで、講演原稿を作成 もする。その際、子供向け、学生向

け、主婦向けというように文章の特徴や言葉を調整できる。

○テレセクレタリ

人間味のあるヒューマンインタフェースに富んだテレセクレタリの実現。例 えば、インテ

リジェン トな追っかけ電話。スケジュール管理。情報検索代行。出張時の切符手配 ・精算

処理。本人 に代わって連絡文書の作成 ・配布。

○ オフィス業務支援

Faxや 電子メールの着信情報 を、仕事 の関連性に応 じたレベルを設定 しておき、その情

報 め重要性 を1次 評価 して くれる情報 ファイリングシステムの実現。関心のあるアイテム

について、情報の要約 を自動抽出することもできる。

○ オフィス業務支援 一 一
一定の原データか ら

、相互関係 の状況 に最適化する(ト ップ向けばカラーで大 きな字、社

員連絡用には白黒で図表や文字 も小 さく内容 も詳細 にする等)プ レゼ ンテーシ ョン作成支
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援。

○企業内情報通信システムの積極活用の実現

今後、文書類の企業内情報通信システムへの統合化を進めていくことで、企業活動の効率

化を促進することが望まれる。

○学生 リクルー ト情報サー ビス(求 人 ・求職情報サービス)

企業は会社案内、PR情 報、採用計画を動画を含む情報で提供。学生からは実際 に受験 し、

見学 した情報 を提供。企業 は情報を効率良 く提供。大学 ・学生は有用情報 に早 くアクセス

出来る。

○労働の流動性に対応 した求人 ・転職情報サービス

企業は情報の高度化 に伴 う新 しい業務に対応する労働者の確保、新 しい職場環境提供のた

めの、データバ ンクを整 備し、ネットワーク化 を図る。

取引 ・流通

○電子取引(EDI)の 普及

今後、EDIの 普及 に伴 い、情報化に対応するための関連諸法制の整備、見直 しが望 まれ

る。

○商取引における電子化 されたデータの送付 エ レクトロニック ・コマース

情報通信の発展 に合 わせた法令の見直 し等が望 まれる。

○進む電子決済

国際的な決済ネットワーク化の拡大が進む。同時に、金融業におけるボーダレス化が進む。

金融の業務に色々な産業からの参入があり、また金融業からの異業種への参入が進むこれ

は情報による新 しい企業秩序(情 報閥)の 形成を促す。

○名刺 読み取 り電子手 帳名刺 上 の情報 をバ ー コー ド化 す るこ とで、事後 的 にPC等

に取 り込 み、 その まま客先 情報 デー タベ ース として活用 で きるシステ ムの実現。

○手続 きの電子化、 ネッ トワーク化

今後、情報通信 の電子化、ネットワーク化 を推進 してい くことが望 まれる。

OVANで 貨物追跡

モノの物理的な運搬 をその本質 とする輸送分野の、より効率化 を図るための情報化 として、

道路に埋設 した漏洩ケーブルから流れる電波 を利用 した自動運転 システムを実現する。 こ

れは、省力化、交通量の平準化 も促進する。

○ 貨 幣 の進 化 と普 及 す る カ ー ド(デ ジ タル ・コイ ン)

ICカ ー ドを用 い た りア ル タイ ム決 済 カ ー ドが キ ャ ッシ ュ レス化 の進 展す る と と も に普及

す る 。

creditcard=electronicmoney

prepaidcard=electroniccoin
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樋

○鉄道情報 システム

鉄道を利用する とき、どの鉄道 を使えば、最 も安 く、早 くいけるか、また、乗換地などが

判 る。

○最短経路情報サービス

住所或いは場所、到着時刻、現在地 をインプッ ト。出発時刻、経路、交通手段、料金等 を

表示サービスするシステム。乗換え、地下鉄等の出口、道路地図等 を合わせて出力サービ

スする。行 ったことが無い場所への不安低減、時間の節約になる。

○ ドライバー交通情報ネッ ト

ドライバーの運転中の交通情報 を収集 し、 これを交通情報(渋 滞、混雑等)と して まとめ

放送 し、あるいは無線電話 リクエス ト、特定道路情報等個別 リクエス トに応 え られるシス

テム。道路情報の最新情報が常 に得 られ、最新情報をサービス出来る。

○バス運行管理システム

バスを利用する際 に、その遅れ具合が、停留所以外 の所 でもモニターできる。

○裏道情報システム

従来の道路情報を越えて、さらにより混雑の少ない道路、特に裏道情報を提供する。

○ナビゲーションシステム

新 しいナビゲーションシステム として、ヘッ ドアップディスプレイを採用する。目で見て

いる景色に同期 して自分 の車の位置 を指定 して、交 差点で方向を指示する方式 をとること

で、安全運転が確 保される。

O交 通量自動制御信号機

車両交通量を広範囲にセンサーで とらえ、信号間の連携を図 りつつ、青や赤 の時間を自動

制御 する。車の流れをスムーズにし、同時にガソリンの節約、廃棄ガスの抑制 を推進する。

○移動体通信 を利用 した位置確 認 システ ム

PHS(PersonalHandy-phonesystem)と ナ ビゲーシ ョンを組合 せ、 自分 と通信 相手 の位 置

確認 が出来 る ようにする。登 山、ス キー場 な ど、 グルー プ行動 の際 どこにいるかが分か る。

○所在検索システム

ある一定 の範囲内(例 えば、キャンパス内)で 、学生などの所在が分かるシステム。ある

いは、スケジューリング ・システムの構築。

公共

行政サービス

○政府、自治体公報の電子化サービス

官報、公報等を何時でもアクセス出来るようにサービス。競争入札等誰でも参加出来る条
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件が必要 になってきている。国民の知 り得る権利を満た し、情報の公平なアクセスを可能

にする。

O各 省庁 で持 っている膨大なデータベースをサーバーに入れて、国内、国際的に一般 か ら

アクセスできるようにする。

○地域の公共機関情報サービス

公共機関、自治体(図 書館、保健所等)の 情報をサービス。自治体情報、新聞紙 丘での情

報を電子化し、何時でもアクセス可能。紙を減らし環境保護。情報が常に最新。

○地域情報ネッ トサービス

地域の情報(ボ ランティア、カルチャーセンタ、公開講座 、スポーツ ・イベン ト、趣味の

クラブ、PTA、 リサイクル、医療施設、緊急時 情報等)サ ー ビス。地域での生活に密着

した情報 を最新で入手出来る。

○在宅公共サービス

住民票発行、保険証申請、年金 申請など公共サービスが在宅のまま行える。夜間サービス

も、グローバル ・ネットワーク業務遂行組織 を作 って対応する。

○生活法律相談 サー ビス

個 人が家 にいなが ら、相続、改名 、離婚 な ど、生活者 が遭遇 する法律 問題、手 続 き

上 のア ドバ イスな どが得 られる システ ムの確立。

○行政分野の各種手続き面での情報化

今後、情報通信の発展と合わせて、利用できるシステムの充実が望まれる。

○選挙の自宅投票 システム

個人が家 に居なが ら、選挙投票がおこなえる。

○車両免許証 自動更新 システム

個人が家 に居なが ら、車両免許証更新手続 きができるシステムの実現。

○パ スポー ト自動発行 ・更新 シス テム

個 人が家 に居 なが ら、パ スポー トの発行 ・更新手続 きがで きるシステムの実 現。

○民事訴訟手続への情報通信の導入

今後、遠隔地に限らず、証人喚問一般でテレビ会議システムを利用する等、導入を促進し

ていくことが望まれる。

○特許等申請の電子的受付

特許などタッチの差 を争う申請について、迅速性と公平性の確保のためにも初期受付は電

子的受付を併用する。

○特許情報 サー ビス

自宅 のPCか ら、個 人 で も特 許情 報 の索引、登録 が可 能 にな るようにす る。

○喪 家通信による本人確認、対面説明等の代替
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今後、商取引や官庁への申請において本人確認や対面説明を要するものについては、映像

通信 の活用 により代替で きるよう法制度等 を見直 してい くことが望 まれる。

○ 緊急 サ ー ビス

火事 だ、泥棒、赤ち ゃんが、苦 しい、 とい った短い言葉(音 声)の み をキ ャ ッチ し

て、瞬時 に発話者 を特 定 し、応答 ・出動 サー ビス を行 う体 制 を確 立す る。

○通勤 ・通学用 自転車共用 システム
一定 の地域で住民が通信機を装備 した自転車を共有することにより

、使いたい人が 自由に

乗 る。自分の自転車をどうしても確保 しておきたい ときは、あらか じめ予約 を入れるよう

なシステムを確立する。

O不 在 配達引取 りボ ックス ・サ ー ビス

地域 毎 に郵便物 引取 りボ ックス を設置 する こ とで、不在 で宅配 されなか った場合 、

個人 が任 意 に引 き取 れ るようにす る。 その際、IDの チ ェ ックをメデ ィア を通 して

実施 す る。

○宅配 ・郵便の受領可否連絡システム

長期の不在 を予め登録 し、郵便局や配送業者 による配送の無駄 をふせ ぐ。

○職 業紹介 サー ビス

特 に中高 年者向けの求人、求職情報 のデー タベース を作 り、職種、賃金、就労場所 、

その他 の条件 を索 引で きる とともに、登録 で きる ようにす る。

法制度

OCGデ ータベースサービス(CG画 像著作権協会)

個人が作 ったCGア ニメーシ ョンデータを登録 して貰いデータベース化。利用は有料で可

能とする。3次 元CGを 原則 とし、データ利用のガイ ドも行 う。音楽 と違いCGは 著作権

協会が無 く、オープンな利用の道力無 い。

〇二次利用や流通の円滑化

今後、映像等の二次利用や流通の円滑化を可能とする権利処理体制の確立が望まれる。

○マルチメディアソフト時代の著作 権制度の在 り方

著作 権法に従って保護 されるデータベースの対象 の見直 し(創 作性がないが多大なコス ト

がかかっているデータベースの権利保護)等 が望まれる。

○電子確定 申告

確定 申告の書式等を電子的に取 り出 し、これに必要事項 を記入 してネッ トワークを通 して

申告する。証明書類 もIDを 付すだけで、発行先 から直接アクセスで きるので、滴 寸の必

要はない。
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産業構造

○デジタル化 された映像情報、音楽等が配布 される時にそれを自由に利用する とともに、

原著作者の著作 を保護で きるシステムが確 立する。

ネ ッ トワ ー ク

テレビ

○対話テ レビ

多 チャンネルで流 されている複数の場面を、視聴者の好みで選ぶ。TV画 面 を分割 して同

時に観 ることもできる。 また、推理番組 では、視聴者の推理で話の流れを選択できる。

○個人化テ レビ

いちいち番組欄 を見ないで、予め番組提 供者に登録 した番組のみを流 してもらう。視聴者
はVTRや 光 ディスクに蓄積 し、好 きな時 に観る。 また、過去の番組 を観たい時に、デー
タベースを検索 して流 してもらう。

○人気 ビデオのサーチ

オリコン(人 気 ビデオ ・ランキング)上 位のものの、プロモーシ ョンビデオがいつで もTV

で観れる。

OTV番 組の加工

特定 のニュースを集めた り、特定 の出演者がでている番組 をすべて選択 できる。 また、集

めた番組 を力肛二、編集できる。

OTV番 組情報 システム

TV番 組 を詳細 に検索でき、かつ番組予約ができる。

○電子TVガ イ ド

TVガ イ ド専用 チャネルを設け、動画 を含む予告編が見 られる。又、予約 をクリックすれ

ばGコ ー ド入力 なしに予約が可能(自 動的にGコ ー ド入力)に する。予告編 により内容、
出演者、特集等 をチェックで きる。放送側は番組のPR、 及 びマーケティングに利用出来

る。

臨

Oイ ンテ リジェン トキャッチホン

特定の人以外 には割 り込 ませないキャッチホン。 さらに、通話の時間や会話の状況を察知、

つ まり楽 しそ うでない会話や無言の時間が多い時は構わず割 り込んで しまうといったよう

に、割 り込みの可否を判断するキャッチホン。

○映像付電話

フォログラフィーなどで立体化 し、かつ動画像を写 し出 しなが ら電話で きる。
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○昔の知 り合 いに電話 をかけるサービス

番号史データベース(過 去 と現在の住所 ・電話番号、使用期間、家族名等 を網羅)を 使 っ

て前の番号か ら通話 が可能 となる。改姓 ・改名、外国移住、死亡等 の対応 も行 う。

○追いかけ電話サービス

急 ぎの用事がある ときは、相手 の移動先 まで追いかける。

○ インテ リジェント・パーティーライン

予 めメンバーを特定せず に、話題の展開に応 じて呼出 し参加 してもらう電話会議。話を深

め発展させ るために、ふ さわ しい通信相手 を瞬時 に探すことができるように、参加者は色 々

な属性や背景をセンターなどに登録 してお く。

○ いたずら撃退電話

電話の主の声 を自動登録 し、次 に同 じ相手か ら電話があったときは自動的に切 って しまう。

また、電話の主が発信者番号 を送 らない ときはその電話 を受けないような電話機 を作 る。

○番号表示電話
いたず ら電話監視(防 止)の ため、使用 している電話番号が表示 される。

Oハ イパーサウン ド

意図的に音声やサウン ドを変形 した り、別の情報を組合 せた りして声質を変える。二 日酔

いの声を普段の声で聞かす。電話でデー トのとき、状況に応 じたBGMを 作 り出す。なま

り声 を滑 らかに聞かせるようにする、等々。

○マルチメディア電報

視覚 ・聴覚 ・触覚 ・嗅覚 ・味覚などを伝 える トータルマルチメディア電報の実現。例えば、

ホログラムや音声の技術 を利用 したオルゴール電報、小型ディスプレイや映像 を格納する

ICメ モ リ付 のビデオ電報、音声技術を利用 した音声電報など。

○賢いボイスメール

部屋の明るさ、周囲の音などの状況をキャッチして自律的に、電話からFaxに 切 り替わる

ファジィ留守番電話機。特定 の発信者のみを選んで聞けるインテリジェン ト・ボイスメー

ル。 自動的にメッセージを伝 え、 また返事をくれるボイスメール。

○発信IDを 利用 した賢いサービス

通常のアナログ電話ではやっていない、発IDを 着信者の端末まで送信することでサービ

スを拡大。例えば、着信側での料金負担が可能、電話商品受注で即座に発注者名 ・住所が

確定でき通話時間を短縮、また迷惑電話対策などに応用する。

OISDNネ ッ トワークでの音楽サービス

楽譜 をデジタル化 し、 プッシュホン回線で楽曲のリクエス トすることにより聴 きたい曲を

聴 きたい時に聴 く。

○ポケッ ト端末

コンパク トで多機能なポケッ ト電話の実現。例えば、携帯型カラーテ レビ電話は勿論、混

線 ・盗聴対策、端末識別可能、混雑 した所で使える非迷惑型、位置検出可能、特定電話の

み通話可能、などの諸機能 を具備 している。
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イ ンテリジ ェ ン ト ネッ トワーク

○ イ ンテ リジェ ン ト ・マ ルチモー ド入力

通信 システ ムの入 カイ ンタフエースに色 々な手段 を使 うサ ー ビス。例 えば、デザ イ ン ・オー

ダー ・シス テムでは、客 の頭 の中 にあるイメージ を、音声 ・キーボー ド ・スケ ッチ ・手振

りな どで色 や形 、大 きさな どの指示 を出 しなが ら確 定 してい く。

○インテ リジェン ト・マルチモー ド出力

通信 システムから同時に様 々な出力手段(音 声 ・文章 ・画像 ・アニメーションなど)を 使

うサービス。例えば、発言記録つきTV会 議システム、電子メール読み上げシステム、聴

覚障害者発話訓練など。

○ネットワークによる出力メディア変i換

発信の側でISDNで の多彩 な出力メディアの種類 を識別 し、メディア変換 して相互 を繋

ぐ。例 えば、FAXを 持 たない人への着信 を、電話に変換。逆に、電話からFAX・ 音声

タイプライタへ。 また、地図からテキス トへの変換など。

○通信の質を選ぶ

使用目的に応 じたビットレー トを選択 して映像 ・音 を得 る。例 えば、確認だけの通信 には

帯域圧縮 した音声、込み入った話では語尾 や数字を聞 き違えないように帯域の広い音声あ

る時はサウン ドを送れるビッ トレー トを選択する。

○柔 らかいネッ トワーク

PHS(バ ーソナルハンディホンシステム)利 用 のためのインテリジェン ト機能。他人へ

の気遣いと本人の状況に合 わせた、メッセージ預か り機能、メディア変換機能、受信者の

状況通知機能などを、利用者個人の好みで 「柔 らか く」設定できる。

○ リアル映像通信サー ビス

遠隔地の映像情報 を視覚的臨場感で実現する。通信相手や背景像 に、 自らの分身を同一画

面に写 し出 して対話する。 また、絵や写真 を飾るように、映像化 した風景やCGに よる映

像 を壁画面 に写 して、生活に潤いを加える。

○あらゆるものにコンピュータを繋 ぐ

人間、セ ンサー、車 船、飛行機など、何 にでもコンピュータを繋げる。例 えば、駐車場

の空 き具合が事前 にわかる。人の'じ臓 についているペースメーカーで医者が状況をチェッ

クできる。

○空席掲示板

大学のクラスや映画館の座席確保のために館外から空席の位置が確認できる。

一79一



カ テ ゴ リー2

カ テ ゴ リー3

生活社会の情報化の傾向と政策



1.情 報化の前提

2.NIIの コ ンセ プ ト

3.プ ラ イバ シ ー と

生活社会の情報化の傾向と政策

セキュリティに関する国民の合意

4.情 報による不平等への配慮

5.コ ンテンツとメディアの分離

6.情 報創造力の向上

7.情 報受発信の自己責任

8.電 子メールが社会に与えるイ ンパク ト

1

2

3

・

1

2

3

1

2

1

2

3

4

5

1

2

1

2

3

4

5

1

2

3

1

2

1

1

1

2

2

2

3

3

4

4

4

4

4

5

5

6

6

6

6

6

7

7

7

8

8

目次

情報化の原則82

受信から発信へ85

世界の文化への貢献86

NIIと 情報 スーパーハイウエーのコンセプ ト87

アメリカと日本の違い90

情報発信 ・受信のコス トを低下 させるインフラス トラクチャ…91

データ流通への不信の除去95

安全性 ・信頼性の確保96

ユニバーサル ・サービス97

従来のハ ンディキャップの解消98

{青幸艮Mfiwaa)¢Wt生 ・・・・・…⇔・…■■・⇔・⇔・■■・"・"・⇔・・◆・・・・・・・…■■・・…99

新 しいハ ンディキャップ発生の防止100

高齢者対策 のための情報化101

コンテ ンツ とメデ ィアの分 離102

新 茸狩土と』文選局の分書‖103

新情報創造のための既存情報をデジタル化105

創造性教育の推進106

創造的情報の保護107

新 しい知的財産権 の考え方111

行政情報へのアクセスの改善114

情報発信の自由は自己責任を伴う

情報社会の倫理の重要性

政府のせいにする、他人のせいにする思考からの脱却

電子メールで可能となった組織

情報新民主主義の出現

一81一

115

116

117

118

120



1.情 報化 の前提

1.1情 報化 の原 則

● ネ ッ トワーク上 の内容 とその結 果が大切

光 フ ァイバ ーなんてある意味 では どうで もいい問題 であ って、光 フ ァイバ ーだ ろ う

と衛 星 だろ うとつ なが って情報 が流 れていれ ばいい。 で も、何 を流 す のか、流 した

結 果何 が起 こるの とい うところ に対 す る展 望が必要 である。

● 人間 の五感 をマ ルチメデ ィアで拡大す る

情 報化 時代 とい うのは、文 明の発 達 を考 えてい くと、 まず時 間的 な短縮 をす るため

に乗 り物 のス ピー ド化 が されて きて いる。そ のス ピー ド化 があ る程 度 まで限界 に き

た ところで、今度 は人 間が動 くこ とをやめたんで はないか と思 う。 そのかわ り物 が

や って くる。 ただ、物 質的 にや って くるこ とはで きないので、情報 と して こち らが

動 かな くて もそ うい うもの を得 るこ とに よって時 間の短縮 を してい こう と。マ ルチ

メデ ィアなので、今 まで は人間の五感 として使 える もの は、 自分 が動 かな くて使 え

る ものは電話 ぐらい しかなか ったが、 その電話 が今度 はほか の五感 を使 って情 報が

向 こ うか らや って くる。そ こで、人 間が改 めて これか らつ くってい く社 会 とい う も

の をみてい くと、あのサ ンプ リングの中か ら全体像 がみ えて くるんで はないか な と

い う気 がす る。

●情 報の産業化

コミュニケー シ ョン とか コミュニケー シ ョン ・ロス を回復 する とか、 コミュニケ ー

シ ョン欲 求 を満 たす とか、 ただ楽 しい とか、そ うい った ような新 しい情報 の流 通が

生 まれてい る可能性 があ る。 この問題 をきちん と産業 に結 びつけ る ような こ とをや っ

てみる とお もしろい。 これ はある種 の産業 の情 報化 であって情 報 の産業化 だが、基

本 的原 理 としては情 報 は有限で あ る とい う稀少財 とい う考 え を捨 ててみる。

●民 間の アイデ アに よる情報産業

日本経 済新 聞 の 「よみが えれ製造業」 の中で、伝 統 的な技術 を もってい る地域 には

名 門 はない とい う話が ある。職人 とか専 門職 の人 たちが、知 識 として、技法 と して

地域 に もっている。ち ょっと気 の きいたやつが それ を集 めて は商売 に して いる。成

功 すれ ば50万 円 の元手 で30億 円 ぐらい もうか る、失敗 すれ ば消 えてい く。つ ま り、

能力 に応 じて産業 を興 している。 そ の前 に、手元 には技術 と専 門 とか職 人 とかが いっ

ぱいいて、 その伝統 自身は長 く続 いている。 そ うい う ものは、 これか らの情報 ネ ッ

トワーク社会 においては機 能す る大事 な要素 であ る。

政府 の電気通信審議会 の ような答 申 を受 けて、民 間サ イ ドで、 あ るい は需要 サ イ ド

で もっ とこうい うこ とが大事 なんで はないか とい う ような こ とを きち っ と指摘 す る

必要 があ る。

●情報 に対 す る日本 人 の価値 観

日本人 は情 報 に対 して お金 を払 わな い とい うの は、 だれかが どこかでつ くった間違 っ

た 日本 人観 で はないか。仕事 をして いて情報 に金 を払 ってい る。 出版 業 とい う、 日

本人 ほど本 を読 む民族 はいない。 日本 人 は本 をた くさん読 んで いるので はないか。

●新 しい情報 チャ ンネルのニーズ
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産 業 とか社 会 とい う中 で 新 しい コ ミュ ニケ ー シ ョ ン ・チ ャ ンネ ル と して の ニ ー ズ と

い うの は相 当強 い 。 ペ イ ・パ ー ・ビュ ー とか ビデ オ ・オ ン ・デ ィマ ン ドに は金 を払

わ な い か も しれ な い が 、 新 しい情 報 チ ャ ンネ ル と して お金 を払 う人 は か な り出 て く

る し、 そ の ニ ー ズ も明 確 に あ る。

●情報 に対 する新 しい価値観 の確立

ネ ッ トワーカーの人 たちの間で は、著作権 とい うのは もう存在 しな くていい とい う

発想 の人たちがふ えてい る。 コピー ライ トに対 して 「コ ピー レフ ト」 と言 ってい る。

●情報エージ ェン トの必 要性

情 報弱者 とい う立場 をみてみ る と、現在旅行 したい として旅行 のバ ック に参加 す る

人が多 い。そ うい うサ ー ビス の提供者がい る。だか ら、情報 に対 して もそ うい う産

業 、 これは出す だけでは ないです けれ ど も、個 人か ら引 き上 げる ような、 そ うい う

産業 が出て きて も全 く不思議 ではない。

● 情報成 長の限界

「情 報弱者」 とか、そ うい うバ リアの問題 がある。成 長 の限界 とい うのは今 のパ ラ

ダイ ムでは絶対起 こって くる。イ ンターネ ッ トで もTCP/IPと い うア ドレス の

限界 は来 る とみ んな叫 んでい て、で も本 当 に来 るか どうか とい う怖 さはある。情 報

が どこでパ ンクす るのか。今 のインフラの レベルの技術 テクノロジ ーで い った らば、

パ ンクす るの は発 想 か ら置 きか えていかない といけない とい うク リテ ィカルな場 面

も来 よう としている。今 まで は別 に不平等感 なんか感 じな くて、 あんな もの は好 き

者の遊 びだ といっていた のが、 どうして アクセスで きないんだ と変 わ りつつあ る。

そ うい う情報成長 の限界 み たいなこ とが今 も来 よう としている。 で も、 それ は 「成

長の限界」(メ ドースの著書)が 示す ように発想 を変 えて しまえば どうって こ とな

い わけで、行 政情報 なんか それ を考 えるいいテーマで、 その ような局面 とい うのが

要 る と思 う。

●情報 のあ りか たの変容

どんなコ ンテクス トで わか りやす く情報化 とい うのを とらえてい くのか。今 、情報

化 、 もっ といえばデジ タル、 アナ ログ も含 めて必 ず しも適用 しやす い タイ プの人 た

ち ばか りで な く、適応 しに くい人 たちが、今 ある意味 で 自分 の今 までや って きた生

活 な り生 き方 に対 して ある種 のアイデ ンティティーエ ロージ ョン(浸 食)を 起 こ し

かか っている ような部分 が ある。 だか ら、情報化 の受益者、 あるいは コス トの負担

者 とい うこ とで、 それ は どんな問題 で もステ ップ ・バ イ ・ステ ップで しょうし、余

り極 論 をい うわけで はないが、 その辺 のこ とをまとめ られる ときに入 れ ていただ き

なが ら、つ いては こん な道 を我 々は歩 いていった らどうなの とい う組 み立 てに して

いただ くと何 とな くほっ とす る人が いるんではないか とい う感 じが す る。

●情報化 の価値観 は一人一人違 う

社 会 とか生活 とい うの は一 つの価値観 だけが あってそれで動 いてい る ものではな く

て、1億 人以上 の人が いて1億 通 りの考 え方が ある。

●情報によって社会が変わる

昔の農業社会か ら工業社会 にいった ときに、多分 その中間で随分いろいろな問題が

起 こったと思 うので、生活 という立場からすれば、昔 は大家族だったのが核家族 に
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な ったわけで、大家族 の長老 だったお じい さんたちは、 きっ と一時 は不満 である時

代 であ る。そ うい う時代 が現在 の ようにな った とい うこ とで、家族形態 が情報化 で

変 わるか変 わ らないか とい うの はわか らないが、そ うい う意味 で は中 ・長期 的 には

そ うい ういろい ろな こ とが起 こる。生活 の価値観 とい うもの も変 わ ってい くのは当

然 だ と思 う。 それは過渡期 には昔 の価値観 をもっている人 に とっては不幸 な時代 が

あるか も しれないが、50年 とか、 その くらいのオーダーでその ように落 ちつけば、

そ の ときの人が一番幸せ な状況 になる。

●情報 の貧富 の差 を生 まない ような配慮 が必要

情 報化 で きる もの とで きない もの との価 値 とい うのは、情報化 が進 めば進 むほ ど大

きな乖離 を生 み出す とい うこ とを意識す る必要が ある。 つ ま り、高度情報化社会 に

なる と、 どこで もアクセスで きるか ら、東京、大阪、 そ うい うよ うな地域 間 に関係

な く、分 権化が進む とい う議論 が されたが、実態 はそ うではな くて、行政情報 を中

心 に しなが ら、東京 で フェイス ・トゥ ・フェイスの情報 を得 なけれ ば商売 がで きな

い とい う話 にな って、却 って情報化 で きない もののバ リューが高 まる ことによって

隠匿 を し、 隠匿 をする ことによって行政が力 を得 てい くとい う状 況が起 こって る。

そ うい う状況 になる と、 いわば今 までは富 の分配 の不平等 によって権力 とい うもの

が構築 され、経 済的な活動 が規定 されていたのが、情報 を多 く持 つ か持 たないか と

い う情報 の貧富 の差 が、極 めて大 きな影響 を持 って くる。

●情報弱者 の救済

情報化へ の過渡期 で適用 で きなか った人が一時不幸 になる とい う話 をどう助 けて ゆ

くのか とい うこ とを考 えなければ いけない。

●福祉 ・教育分野が情報化 の突破 口

福祉 の面 に、 こうい う需要が あ りそ うだ とい うのは よ くわか って きたが、 そ こまで

もってい くポテ ンシ ャルが本当 にあ るか どうか、そ のポテ ンシャル をどの ように刺

激 してい くか とい うことを考 えるべ きで ある。

●情報ぶ ち壊 し運動 の可能性

ラ ッダイ ド運動、ぶ ち壊 し運動、情 報 におけるぶち壊 し運動 だ とい うような形 でイ

ンフ ォメーシ ョン社 会、 あるいはハイ ウエ ーが出 たそ の後、 あ るいは現状 とい う形

で アメ リカで ち らち ら出始 めてい る。
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1.2情 報 の受信 か ら発 信へ

● 情報 を受 け取 る側 か ら発信者へ

発信 す る とか消 費す る とかい う意味 が ものす ごい勢 いで変 わって きて しまってい る。

産業構 造 もそれ で大 き く変 わ って きてい る。 それが盛 り込 めない限 り、 いつ までた っ

て も福祉 国家 の枠 組 みの中での要 求 にな って しまう。発信 す る意思 とか発 信 す るチ ャ

ンネル とい う ものを もつ こ とで逆 に情 報の入手 も楽 になって くる、全 く違 った社 会

文化 構造が 出 て くる とい うこ とに気 がつ くべ きだ。

●テ レビの発信 も個 人が可 能 に

例 えばテ レ ビ放送 で も受 け手 だけで終 わって しまっている。 それが逆 に自分 が放送

局 になって、個 人 の レベルで も情報が発信 で きるような仕組 みが、情報 の ネ ッ トワー

クで可能 になって くるので はな いか。

●パ ソ コンか ら発信

自分 のパ ソ コンの ところにテ レビカメラがついていて、 それ をデジ タル映像 で相手

に送 った りとか、 自分 で何 か著作 物 をつ くって、それが もって いける とか とい うこ

とで、今後 、情報化 とい うのが受 け手側 か らさ らに発信側 に、 しか もそれが個 人 レ

ベ ルで行 われ る。

●地域情報 の発信 は 自主 的 に

地域情報 は、発信 と受信 が同時 に行 われ ていない。 つ ま り、地域 の もの を中央 集権

的 にそろ え よう と思 って も無数 にあるか らだめで、 地域 がそれ ぞれ発信 さえ して く

れれ ば地域 情報 は簡単 に手 に入 る。 自分 も地域情報 を発信 者 の一人 として発 信 しな

けれ ばいけ ない。

●発 信者 としての心構 え

人間が相 当変 わる必要 があ る。そ の ように人間が、 果た してみ んな積極 的 なア クテ ィ

ブな人 間 に変 わ り得 るか どうか。一番 うる さく発言 してい る年寄 り方 が、 そんない

ち いち発信 す るほ ど面倒 くさい こ とはで きない と言 う。

●発 信者 になるため には世代交代 が必要

子供 たち は受 け手 ではな くて、我 々 は電話 をかけるの はい まだ に怖 いけれ ども、 も

うち ょっ と若 い人 たち は電話 をか けるのは全然何 の抵抗 もない し、1時 間 で も2時

間で も しゃべ っている。その よ うに して、環境 によって基本 的 な姿勢 とい うのは全

く変 わって くる。小 さい時代 か らの訓練 が知 らず知 らず にで き上が って くるか ら。

そ の点 で は、古 い人 たちが受信 者 に終 わって、 この人 たち は割切 る以外 にないか も

しれ ない。

ポ リシ ー

●情報発信の容易化 は放送 と通信の境界 を無 くすことにある

これに対応 した社会問題の発生 を阻止する考え方の確立が重要である。特 に名誉棄

損の発生の阻止、青少年 に対する政治的な不正の発生などについての考え方の合意

が必要である。
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1.3世 界 の文化 への貢献

●文化 のナシ ョナ リズ ム

情 報通信 の発達 によって政治経 済 にお いては国際化 が進展 するが、文化 におい て

は逆 にそれぞれの国の特 質が顕 著 になる。 これ を文化 のナシ ョナ リズ ム として とら

える ことが で きる。文化 は日々の繰 り返 しの中で生 まれた、生活社会 の様 式美 の集

大成 である。 そ こに人間の知 恵の結晶が あ り、 それ を見 る異文化 圏の人 たち に新 し

い感動 を与 える。

ポ リシー

●多言語化 した文化発信(メ デ ィア変換)

国の持 つ文化資産 は も ともとローカル な性格 を持 っている ものであ るので、 これ

を言語 的に も国際 的に通用 す る言語 に翻訳 を して、異 文化 圏へ発信 す る必 要 があ る。

それが世界 の文化へ の貢献であ ろ う。つ ま り、 オ ンライ ンの美術館 、 オ ンライ ンの

博物館、 オ ンライ ンの図書館 であ る。現在 ある文化施 設 の活動 内容 のデ ジ タル化 ・

オ ンライ ン化 に よるネ ッ トワー クを通 じた発信 と、 ネ ッ トワー クを通 じた連携 と参

加 を生 み出す ような新 しい創 造的 な演出 を振興 す るこ とが必 要であ る。
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2.NIIの コ ン セ プ ト

2.1NIIと 情 報 ス ーパ ーハ イ ウエ ー の コ ンセ プ ト

●NIIの コンセ プ トは情報輸 出

パ ックスアメ リカーナが基本 的 には ドルに空母 を くっつ けて一緒 に世界 中に出 した。

そ の前 はイギ リスの ポ ン ドと くっつけて出 した大英帝 国 のパ ックス ブ リタニカで あっ

たが、構 図は崩 れ ていった。 アメ リカは鉄 を作 り、車 を作 り、 コン ピュー タを作 っ

て、今 ち ょっ と下 り坂 にな りそ うなので、次 の100年 間 は、情 報 を作 って輸出 してい

こ うとしてい る。株券 や ドルの紙 幣 を刷 った ら金が入 る とい うの は もうごまか しだ

とい う感 じがあ る。実体 を伴 う必要 があるので、 アメ リカは世界 中が買 って くれる

情報 を輸 出す るこ とで次 の時代 を引 っ張 ってい こう としてい る。 ゴア副大統領 の下

のス タッフ と本 音 の話 をしてい る と非常 に強 く感 じる。そ この中で どうい う産業が

起 こって くるのか。果 た して 日本 はそれ に同意す るのか しないのか。

●情報ス ーパ ーハイ ウェイを問題解決 の手段 に

情 報 とい うのが これか らの世界 の諸問題 の解決 のキー にな るのでは ないか とい う認

識 が情報ス ーパ ーハイ ウェイの基本 的な認識 にある。 その ため には光 フ ァイバ ーは

もち ろん重要 だが、それ を使 った、例 えば医療で も教 育で も、情報 を使 った新 しい

効 果的 な教 育 の仕方 、製造業 の生産性 を向上す るため にど うや って情 報 を使 うのか

とい うこ とが世界 の基本 的 な問題 である とい うのが情報 ス ーパ ーハイ ウェイの認識

で ある。

●光 フ ァイバ ーへの シナ リオは フルサー ビス を許す こ と

今 はアメ リカで も日本 で も、昔 はケーブルテ レビと電話 を別 の事業 としてや らせ て、

1つ の事業 としてや ってはいけない と言 って分 けていた。 それ をや めて両方 やって

い いこ とにな った ら、電気 通信事業者 で もケーブル事業 者 で も、黙 っていて も光 フ ァ

イバ ーにす る。 これ はフルサ ー ビスである。通信事業体 、 ケーブル会社 はフルサ ー

ビス を していい ように規 制 を変 える ことに よって、事業 者 の合理 的 な判断が行 われ

れ ば黙 っていて も通信 回線 は光 ファイバ ーになる とい う状 況 にな っている。

●双 方向 の光 フ ァイバ ーで老人福 祉

入 院患 者が入 院 してい る と、寂 しい と思 う人 はやた らにナース コー ル ・ボタンを押

す。そ うす る とナース は、か わいそ うだか ら飛 んでい ってあげ る と、1時 間 ご とに

呼 ばれ る。 だけ どそ こで テ レビをつけて、 ナース室 をいつ も映 して いる ようにす る

と、人 に よるが、1時 間 ご とに呼 ぶ ような人 は10分 の1く らい に減 る とい う実験 が

厚 生省 の実験 であ る。例 えば老人福祉 でそれ をやれば、用 もないの に呼 ばれ る とい

うこ とが減 る。 それで も要介護老人が いる ところ等 には双 方 向の光 フ ァイバー を引

きま しょう。 向 こうか らもこち らが見 える、 こち らか ら も向 こうが見 えるようにな

らなければいけ ませ ん。それ は、今 のパ ッシブ ・ダブルス ターで は多分 だめなので、

ち ゃん と1本 ずつ引か なけれ ばいけない。 それは、1万 円 か2万 円 のプラスでで き

る。

●双 方向 の光 フ ァイバ ーでマ ルチメデ ィア電子新 聞

マ ルチメデ ィア電子新 聞 を見 て、俺 は1面 が見 たい。写真 が 出てい た らこの絵 を動

か して くれ と言 った ら動 くとか、 その次 は3面 だ と言 った ら自動 的 に3面 が出 て く
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る とか、ち ょっ と読 むのが面倒 臭 いか ら声 を出 して読 んでほ しい と言 った ら読 んで

くれ るとか、 テ レビニ ュース と違 って、 自分 の読 みたい順序 で読め る。 それで動 か

したいときは動 くし、声 を出 したい ときは声 が出て くる。そ うい う新 聞 をつ くって

ほ しい。

●双 方向の光 ファイバーで ビデオ ウォール

広 島 にい るお父 さん と東 京 にいる子供が、毎 日一緒 に食事 を した い とす る とどう し

た らいいか とい う と、お父 さんの1人 の食卓 の前 を大 きな壁 に しておいて、 そ こに

同 じ大 きさで奥 さんの家 を映 してお く。 そ こで子供 が食 事 をす る。お料理 は同 じも

のを出す こ とはで きないか もしれないが、 とにか く一緒 に食事がで きる ようになる。

そ れは年中つ なが ってい る。今 の電話料金 みたい に3分 か ける と幾 らだ とか、何 か

帯域が1メ ガビ ッ トだ と幾 らだ とか、 そんなけちな こ とは言 わないで、年 中それで

つ なが っていて も構 わない ようにする。 そ うい うこ とを2010年 にはで きるよ うにす

るには、変 な レギュ レーシ ョンさえなければ、技術 的 には十分 で きる。 それ を どう

やってやっていこうか とい うのが今度 の計画 。光 フ ァイバ ーネ ッ トワー クの構 築 で

可能 になる。

ポ リシ ー

[目標 を示す必要性]

● 日本 のNIIは アメ リカの技術 に依存 して はいけない

日本 のNIIは アメ リカの技術 に依存 して はいけない とい う方針 は、 政府 としては

言 えない と思 う。 で も誰 かがやは り勇気 を出 して言 うべ きである。各 国が 自国の技

術 で ブラ ック ・ボ ックス をつ くって、それ を外 交的 に合意 して コネ クシ ョンす る と

い うポジシ ョンでGIIは や っていかなけれ ばいけない。

● 目標 さえ示せ ばは コス トは低 くで きる

コス トの話が随分 出たので、通信 の コス トとか端末 の コス トとかい うこ とも含 めて、

どれ ぐらいの レベルでやるべ きであ る とい う要求が ある。 それは時間 の問題 だ と思

うが、目標 さえ示せ ば現在 の技術 はついて くる。そ うい う目標 を示 す こ とに よって

コス トも低 くで きる。

[無線システムの重要性]

●通信 は無線 に、放送 は有線 に

結局 電波 とい うのは移動体 に、テ レビ放 送 は電波 か ら飛 び出 して、有 線通信網 、つ

ま り光 ファイバ ーに放送 を引 っ越 しさせ る必要が ある。

●電波利用の見直し

通信 も放送 も技術が出始めた未熟時代の技術 をもとに今のサー ビス コンセプ トが固

まって、それ以来本質的変化 していない。電波の利用の仕方 も古 い時代の考 え方か

ら変化できないでいる。携帯電話の普及、ケーブル放送の多チャンネル化のような

こ とを考えれば、 どのような利用形態求められているのかを考 え直す必要がある。

電波が希少価値があることは今後 とも変わらない。放送で も通信で も移動中に利用
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しなけれ ばな らない もの は電波 を使 う必要 があるが、 それ以外 の利用 で は有線 にす

るのが貴重 な電波 を利 用 す る原則 にな る。昔 か ら使 って いたか ら今後 とも使 う権利

が ある と考 えるの は、貴重 な資源 の無駄使 い になる。電波 の経 済的 な評価 とい う意

味で は、従 来 か ら使用 されてい る帯域 も含 めて アメ リカ式 のオー クシ ョンを導入す

るこ とも有効 で はな いか。

●危機管 理 と して無線 システ ムが必 要

東京 を対 象 にい ろい ろや るのだ った ら、絶対光 ファイバ ーだけで はな くて無線 が い

る。で も無線 をや らなければいけない とい うこ とは誰 も言 ってい ない。

● ネ ッ トワー クの ブラ ックボ ックス化

ネ ッ トワー クを建 設 してい く過程 において、他 国間 にお ける技術 の共有 につ いては、

企 業間 の利 害 関係 のみな らず、国家の技術政策 の問題 に関 わる事 項が増 え るこ とが

考 え られ る。 そ うい う問題 を回避 し、ス ムーズ なネ ッ トワークの接続性 を保 証 する

ために、一 つ はイ ンター ネ ッ トの ように全世界 的 にオープ ンにネ ッ トワー クを構築

してい く姿勢 と、二つ は、それぞれの ナシ ョナルネ ッ トワークにつ いては ブラ ック

ボ ックス と扱 い、 ネ ッ トワー クの相互接続条件 を定義 し、相互 運用 性 を確保 す る方

法 も考 え られ る。現 在 はイ ンター ネ ッ トが主流 にな って、 オー プ ンな方 向性 が主流

になっているが、 ネ ッ トワー クの伝送 ス ピー ドの高速化 につれ、 ネ ッ トワー クその

ものは閉鎖 的な方 向 に移行 してゆ くと考 えられる。
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2.2ア メ リカ と 日本 の違 い

⑱非 常識人 を日本 は どう奮 い立 たせ るか

アメ リカは どうや ら自発 的 に多少 の、 ある分野 で非常 識な人 が たまた ま非 常識なエ

ネル ギー を投入 して何 らかの仕組 み をつ くって、それが常識 で一般人 に広 が って い

くとい うや り方 で進 んで きた と。 果 た して 日本 にそ うい う新 しい もの を作 り出す非

常 識人が どれだけい るか。非常 識人 を動機 づけ るようなイ ンセ ンテ ィブ とい うのは
一体何 なんだろ うか。 その ような状況 が、 ポテ ンシャルが本 当 に 日本 の中 にあるの

か どうか。 これは重 要な問題 で はないのか。

[日本における発信の諸問題]

● 日本人は受け身ではないか?

情報化社会の中で日本人のほとんどが情報を受け取 る側で、発 する立場の者がいな

いということに問題がある。

●情 報発信 者 の コス トの削減

日本 の場 合、個 人が発信 する とコス トが かな り高 い。 だか ら、で きない。放 送局 を

持 つ に して も、本 を1冊 出す に して もコス トがかかる。だか ら結局 の ところ受信 し

て しまう、 とい うのは発信 す るほうが高 いか ら。

ポ リシ ー

● コミュニケー シ ョン能力 の向上

デー タの世界 は結構荒 っぽい世界 で、発信量 に応 じてつ なが った り、デ ー タのや り

取 りをしてい るか ら、 ここもまた後 れてい る。何 とな くコミュニケー シ ョンに関す

る能力 が(日 本 は)す ご く低 い のではないか。それ を高 める方法 を考 える こ とがす

ご く大事 だ と思 う。

●情報化 とは産業 を興す こ と

情報化 は人間 の生活 を根 本 的に変化 させ る可能性が あるか。 これ は初期 の オー トメー

シ ョン化 で労働 者 の人 間性が問題 にな ったの と似 ているのでは ないか。情 報化 は さ

らに個 人 の生活 に入 っているので、その影響 は深刻 である。 この こ とを考 えれ ば、

あ ま りコ ミュニケーシ ョンの能力 の こ とは考 えず に、情報化 をむ しろ新 しい産業 を

興 す とか、何 か仕事 や、生活 を始 め る とい う局面 でみるほ うが わか りやす い。
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2。3情 報発信 ・受信 の コス トを低下 させ るイ ンフラス トラクチ ャ

⑭ ネ ッ トワークへ の投資 は コス トミニマ ムが一番

これか ら投資 する に して も、政府 が投資 すべ きで も何 に して も、 これ は また国民 の

負担 にな るわけだ し、そ この ところが本 当 にただ ファッシ ョン的 な感 じで、 ある部

分 ゴアの や ってい るこ とは間違 ってい る とい う人 もいる。今 ち ょっ と注意深 くみ て

いる状 況 の中で これ を推 し進 め る となる と、一般 的な人 たちの理解 を押 さえておか

ない といけない。それ には本 当 にコス トが一番 だ と思 う。 これ は100円 でで きるの

か10円 で で きるのか。 コス トがそれ ほ どかか らないのであれ ば、 もっ とい ろいろな

こ とをや りたい とい う、広 が りも出 て くる。民間 と政府 両方 の立場 か らの コス ト削

減 をど うす るのか とい うのが必 要 なのではないか。

●情報化 はコス ト対 リター ンで みるべ き

コス トは リター ンと合 わせ ての コス トである。情報化 とい うもの を企 業 の中 に取 り

込 んで うま くいった目 を見張 る ような例が ある。予備校 はCSで ばん ばんや ってい

る。北海道 のBUGの ビジ ネス の仕方 はお もしろい し。そ の ような情報化 とい うの

を合 取 り込 んで うま くい って いる ところが いろいろな分 野 であ る。 それ は単 な る先

行 事例 に過 ぎないが、 それ を うま く引 き出 して きてコス ト対 リター ンでみ るべ きだ。

つ ま り、単価 が100万 円かか ろう とリターンが あれ ば出す。例 えば、5,㎜ 円 で も何

もなか った ら駄 目だ とな る。だか ら、 その コス トベ ネフィ ッ トとい う面 で、情 報化

とい うの は産業問題 であ る。

●情報化 におけるボ ランテ ィアの重 要性

イ ンター ネ ッ トの場合 は基本 的 にはボ ランテ ィアの世界。 ボ ラ ンタ リーア クテ ィビ

テ ィー とい うのは、 日本 では非常 に貧 弱。情報 以前 に、 そ うい う知識 みた いな、 自

分 の役 に立 たない こ とをや らない。それ には もう一 つた くらみ として、 日本 の普通

の人 が忙 し過 ぎる。

●代替手 段が存在 している こ とを認識

情報 ネ ッ トワー クには代 替手段 としてのほかの ネ ッ トワー クが存 在 してい る とい う

こ とを認識 して、競 争原理 の必然性 、技術 の進歩、変化 と調和 、文化 と歴 史、 そ う

い う角度 か らの議論 の必要 があ る。

●通信 よ りもパ ッケ ージメデ ィアの普及 が先

情 報ス ーパ ーハイ ウェイ よ りも先 にパ ソ コンが広 まって、CD-ROMの マ ルチメ

デ ィア とい うのが先 にや って来 るのではないか。

● 通信 と放 送 の融 合 した ネ ッ トワー ク

ラジオ、 テ レビが賢 くな る。 自分 の欲 しい もの を入手す ればいいわ けで、 そ うす る

ど うなるか といった ら、1つ の放送 チ ャンネルにいろいろな会社 が放 送 を乗 せ て、

自分 の欲 しい もの を取 れ ばいい。 つ ま り、今 までの周 波数 の免 許 とい う概念 がそ こ

で全 くな くなって しま う。 だか ら未来 としては、放送 と通信 と、そ れか ら利用 す る

ネ ッ トワークが 同 じになる。

●通信 と放 送 の融合 は送受信 機 で も

放送 とか通信 とか、 そ ういった部分 の差 がな くな って、光 フ ァイバ ー とか アンテナ
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につ なが った箱 が放 送 の受信機 であ って、通信 の送受信機 で もある とい う、 そ うい

う状 況が生 まれて くる。

ポ リシー

[情報産業のための技術 の育成]

●新 しい基幹 産業 の育成

日本 の産業構 造 は本 当 に変 わるだ ろ う。それが多分 自動 車、車 はやは り数十年先 に

は日本 でつ くるこ とが非常 に難 しくなるだろ う。物 をつ くる こ とをやめる とは思 わ

ないが、それが基幹 にはな らないので はないか心配 で ある。

● ソフ トの自国技術 は絶対 に必 要

世界 に誇 れる ようなOSと か、そ うい うもの をつ くれ る人材 の育成 は絶対必 要。

● ソ フ トビジネス を促進 す るこ とが 国策

もっ とソ フ トビジネス を促 進す るため に、公共 投資 も含 め て、社 会 コス トと考 えて、

どん どんお金 を使 って、む しろ若 い ソフ ト ・ビジネス をや っている会社 な り、 あ る

いはそ うい うこ とをや って いるク リエイ ターたち をもっ ともっ と活躍 させ る こ とを

積極 的に国策 としてや るべ きなのではないか。 そ うでない と、今 です らもう既 にア

メ リカにソ フ トの部分 で随分水 をあけ られてい る とい う議論 が た くさんあるか ら、

それ をます ます助長 す るこ とに しかな らないので はないか。だか ら高度 情報化社会

とい うのはある意味 でのいい きっかけだ とい うふ うに考 えて、 これ をひ とつ の転換

点 にする。 やは り国策 として ソフ ト重視 とい うふ うに持 って い くきっか けづ くりを

ここでつ くれないだろ うか。

●公 共事業 のニ ュー ビジネスに優先 的発注 を

公 共事業 の発注先 とい うの も、 ソ フ ト ・ビジネス振興 とい う観 点 を強 く出すべ きで

はないか。企 業の体 も整 っていない ような、若 い人 中心 のニュー ビジネス をや って

い るソフ ト型の会社 はた くさんあ る。 こ うい うところに対 して も、 もっ ともっ と発

注 を優先 的 に考 えてやる こともあ っていいのではないか。

●マルチメデ ィア国債 や情報 国債 の必要性

情報化 の問題で は、誰が投資 をす るか とい う問題 が また大変重 要 にな って くる。建

設国債 の ように、マルチ メデ ィア国債 とか情報 国債 み たいな もの を出 して、 これ を

5%く らい にされた ら、今 は貯金 になっている もの は皆 そっちへ流 れてい く。 そ う

した ら国 としてのそ うい う資金 もで きて くる し、何 かそ うい うような こ とをやって、

国が公 共的 な ところで、民営 を圧 迫 しない領 域 はた くさんある。

[通信 ネ ッ トワークの負担]

●一般家庭 での コス ト

1万 円か ら5㎜ 円 くらいの間でケ ーブルテ レビ も見 られる ようになる。普 通 のケー

ブル テ レビ、 テ レビ電話 に関 しては、普通 のお客 さんは月5000円 払 うようになる。
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1人1人 電話機 を持 って いて、そ れは、 セルラーみたい に誰 が どこにい る というの

を追 いかけ なければいけ ないんです。それ に対 してはただで はない。 これ は電話 の

伝 送料 で はな くて追 いかけ料 で、月1000円 くらい払 うのがい いのではないか。 そう

す る と一・家4人 で、家庭 のテ レビ電話 は5000円 。普通 に置 い てある電話 はただ。1

人ず つ持 って いる電話 は1人1000円 くらい払 う。合 わせ て1万 円 くらい払 うか もし

れないが、そ うす る と、家計 の支払 いは今 の大体2倍 にな る。 だけ ど携 帯電話 はい

らない とい う人 は今 と同 じ。そ うす る と、2010年 に、123兆 とい う数字 の うち通信 事

業者 の取 り分 は12兆 。

●CATVの 料 金体 制

全 部衛星 か らどこかのCATVの 局 へ降 りて きて、そ して選択 をして、多分 放送 も

全 てが有料 になるだろ う。ただで放 送 をつ くるこ とが もう経 済 的 に無理 なのではな

いか。 そ うす る と、選択 を して金 を払 うとい う形 を とる と、ケ ーブルテ レビジ ョン

しか や りようが ないので はないか。 こういう、CMが 入 って なおかつ金 も取 る とい

う、 ダブル に金 を取 ってい くとい う形 が、多分将来 的 に起 こるのではな いか。

[NIIの コス ト]

●情報 コス トの方 が イ ンフラ コス トよ りもはるかに大 きい

誰 がつ くれるか、誰が金 を払 うべ きか とい うこ とが あるが、設備 の コス トなんか大

した こ とはな くて、 その上 で動 く情報 の コス トが あって、情報 の コス トの総額 が一

番 大 きい とい うこ とを初 めか ら認識 して事業 を展 開すべ きであ る。

●NIIの コス トとその回収 について

情報 の価 値、付 加価値 をつ ける仕事 は、 国 には不得意 でで きな い。民 間で やる。基

本料金 は、会員権 とか加入権 みたいな感 じで払 って もらい、使用料 金 はその価値観

に依存 した変動性 も考 えてやってい くべ きであ って、一・定料 金 をチ ャージす るべ き

ではない。

[ア プ リケ ー シ ョン と情 報 の コス ト]

● ネ ッ トワーク ・イ ンフラによ り他 の業務が節約で きる

光 フ ァイバ ーのネ ッ トワー ク ・イ ンフラを政府 がや る必 要 はない。政府 が本来 やる

べ きこ とにつ いては、 うん とこれ に金 を出 さなければいけ ない。 これ は政府 が余計

に金 を出すので はない。老 人介護 のためには ものす ごい金 が いる。今仮 に10兆 円使 っ

ている とす る と、2000年 にも10兆 円 いるか もしれない。今 まで どお りや った らもの

す ごい天文 学的 な金 がかかるけれ ど も、 ネ ッ トワー ク ・イ ンフラ を使 ってやればそ

れ よ りず っ と安 い金 でで きる こ とがあ る。国がやは り本来 の業務 と して公 共投資 と

呼ぶ のか どうか知 らないが、新 しい投資 の枠組 み をつ くって真剣 にや らなけれ ばい

けな い。

● まず ネ ッ トワー クの ミニマ ム ・イ ンフラを作 っておいてあ とはゆっ くりや る

ライ フス タイルの変化 、価値観 の変化 には時 間がかか る。そ のため には一番 最低 の

イ ンフラをつ くってお いて、そ の上 でいろいろなこ とをや って、 医療 です か ら、 国

が先進 的ユ ーザ ー にな ってそ うい うこ とを国民 に知 らしめ るのは どうか。
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⑱ ネ ッ トワー ク ・イ ンフラのコス ト

どんな画像 を送 って も今 の料金 と同 じ料金 で送 れる と思 ってい ろいろなサー ビス を

考 えて、 それが どうい う風 に必 要 なのか。 その大部分 には、公 的 な負担 が必 要 な も

のが ある。 これは新 しい公 的 な負 担 ではな くて、本 来の国の負担。 それ をや らない

の に比べ て、 国の負担 は減 る。 だけ どきちん と予算 をつけなけれ ばいけない。 アイ

デア をいろいろ練 って、予算書 をつ くって政府 に持 ち込 んで、 こ うい う予算 をつ け

てほ しい と言 わなけれ ばいけない。 それは個 々の省庁 が考 えるこ と。

[家庭 での コス ト]

● ただになるべ きであ る

家 にある普通 の電話 とラジオ とテ レビのイメージ。テ レビにはNHKだ け は受信料

を払 うが、基本 的 にラジオ もテ レビもただ。 だか ら電話 は日本 全 国 どこにか けて も、

何 時 間かけ ようとただ になるべ きである。

●一般家庭 で払 えるコス トは少 ない

1万 円か ら5000円 くらいの間でケーブルテ レビも見 られ る ようにな る。普通 のケー

ブルテ レビ、テ レビ電話 に関 しては、普通 のお客 さんは月5㎜ 円払 うよ うになる。

1人1人 電 話機 を持 っていて、 それは、セル ラーみ たいに誰が どこにい る とい うの

を追 いかけなければ いけない。 それに対 して はただで はない。 これ は電話 の伝送料

で はな くて追いかけ料 で、月1000円 くらい払 うのが いいのではないか。そ うする と
一家4人 で

、家庭 のテ レビ電話 は5㎜ 円。普 通 に置 いてある電話 はた だ。1人 ずつ

持 っている電話 は1人1000円 くらい払 う。合 わせ て1万 円 くらい払 うか もしれない

が、そ うす る と、家計 の支払 いは今 の大体2倍 になる。 だけ ど携帯 電話 はい らない

とい う人 は今 と同 じ。 そ うする と、2010年 に、123兆 とい う数字 の うち通信 事業 者の

取 り分 は12兆 で ある。

[CATVの 普及 の さまたげの理 由]

● 日本 にCATVが 普及 しない理 由があ る

日本 がCATVを 引 けない最大 の理 由 は、古 いマ ンシ ョンは全戸 がOKし ない と、

所有 してい て も廊 下が引 けない。 それ は公 共 だか ら、共有部分 が使 えない。1戸 で

ももらえな い と取 れ ない。

● コス ト中心 の考 え方が必要

情報 の急 速 な発展 を考 えれば、発展 して低 コス トにな った もの を豊富 に利用 で きる

ようにす るのが よい。 このため には利 用料 金 は コス ト中心 に考 えるべ きであ り、 こ

れ以外 の料 金制度 の考 えで はよほ ど注意 を払 わない と社会 にひず み を残 す こ とにな

る。
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3.プ ライバ シー とセキ ュ リテ ィに関す る国民の合意

3.1デ ー タ流通 へ の不信 の除去

●個 人 デー タの プライバ シーの保 障

情 報社 会 の利 便性 向上 には、個 人 に関す るデー タが多様 に関連 する。個人 の病歴 デー

タに リモ ー トア クセス で きれば、病院 を変 えて も検査 のや り直 しを必要 と しない し、

旅先 の病気 の ときに も適切 な処 置が で きるか もしれない。遠隔 医療 で専 門の医師の

診 断 を して もらうに もデー タの リモー トアクセスが伴 う。 この ときに、 そのデー タ

に関 してプライバ シー の侵害 が生 じないこ とを保 障す る必 要が あ る。

● シス テムの付 帯情 報 もプライバ シーに属 している

セル ラーシステ ムやPHSの 位 置 データを利用 すれ ば、会社 の車が どこを走 ってい

るか、電話機 をもって いる人が どこにいるか を知 るこ とが で きる。 トラック運送会

社 は積荷 を積 んだ トラ ックが どこにいるか を知 りたいが、 このため に特別 の シス テ

ムを作 る必要 はない し、老人 ホー ムで も患 者が外 出 して も危険 がない ように保 護す

る こ ともで きる。 しか しこの場合 に も所在 を知 られた くない車 や個人 まで追跡 す る

こ とが ある とプライバ シー問題 を生ず るか もしれない。

● プライバ シー問題 で新 サ ー ビス をつぶ して はな らない

利用 したいサ ー ビスが提案 され るたびに、 プライバ シー問題が生 じて、善意 の アイ

デ アが、 おそろ しい管 理社会 を作 る もの として反対 され るこ とにな りかねない。

ポ リシ ー

●本 人 の了解 を前提 とした基本 的 ルールの確立 が必 要

デー タ流通へ の不安 を除 くため には、個 人 デー タに関 して、本 人が意 図 した利用 以

外 の利用 には本人 の了解 を前提 とす る基本 的 ルールの制度 的確立 が必 要であ る。 こ

れ はプライバ シー基本 法 の形 を とる ことになろ う。

●保 護 とともに活用 に も道

このル ールは個 人 の プライバ シーが侵 されない こ とを保 障す る と共 に、 デー タの有

効 な活用 を促 す もので ある必要 が ある。

●修 正可能 なデー タ

誤 ったデー タが生 じた場合 に も、 これをすみ やか に修 正す る こ とがで きる ようにす

るシス テム作 りが不可 欠 であ る。
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3.2安 全性 ・信頼性 の確 保

●安全性 と利便性 のかねあ い

情報 システムの活用 が広 がれ ば、 それが故 障 した ときの影響 が大 き くなる こ とは当

然 である。 これは徒歩 で旅 行 していた ときに比べ て、鉄道 がで きて便利 にな ったが、

鉄道 が止 まる と社会 が混 乱す る ようになったの と似 ている。鉄 道が止 まる と社会 が

混乱 するか ら鉄道 には反対 で ある とい う意見 は今 で は存在 しない と思 うが、情 報 シ

ステムに関 しては往 々 に して類似 の意見 が出 て来 るのは奇妙 な こ とである。

●故障データの収集、分析、公表が必要

情報システムの安全性 ・信頼性に関 して も、その性質 を良 く理解 した定量的な議論

が必要である。故障は絶対 に生 じない という言い方は非科学的であるが、技術 にう

とい人はそれを求める傾向がある。故障や事故 についてのデータを客観的に収集 し

て分析するのが安全性向上についての基本である。事故 についてのデータを公表 し

ない会社は信頼できない と思った方が良い。

●安全性、信頼性の考 え方は時代、技術 とともに変化する

情報システムの安全性 ・信頼性についての考え方は技術 とともに変化する。昔停電

が多かった時代 には電話の電力 を電話会社が供給 したが、今では電話機側で電力 を

持つことが多 くなった。 どうして も停電 して困るなら、端末側 で電池でバ ックアッ

プすればよいので、信頼性確保のために局給電 を残せ という議論は今後は しな くて

もよい。

ポ リシ ー

●安全性 についての国民 の理解

システムの故 障 に対 す る考 え方 につ いて、利便 性 と故障 による不 便、危険 につ いて

のバ ランスの とれた考 え方 につ いての国民 の合 意が必要 であ る。

●システム事故についてのデータ公開の必要性

システムの信頼性向上のための技術的な進歩のためには、故障データの広い収集が

不可欠である。これは故障や事故 についての個人の責任 を追及する以上 に重要なこ

とである。事故 についての刑事罰の追及 はこれに反 しない範囲に留 まるべ きである。
一般 にも故障や事故についてのデータを公開する企業が信頼で きる企業であるとい

う社会的合意 を作る必要がある。

一96一



4.情 報 に よる不平 等へ の配慮

4.1ユ ニ バ ー サ ル ・サ ー ビ ス

●ユ ニバ ーサル ・サ ー ビス とは何 か

アメ リカの ワシン トンで開かれた消費者大会 で 「ユ ニバ ーサル ・サー ビス」 とい う

こ とが非常 に大 きな議 題 にな っている。 それはアメ リカの電話 の発達 の中でユ ニバ ー

サ ル ・サ ー ビス とい う言葉 の もつ意味 とい うのが特別 にある。 や っぱ り、 だれ もが

どこで も安 く利用 で きる ようにす る とい う当た り前 の こ とで、 そ うい うこ とが1か

らきちっ と議論 され ていない と、先 のほ うに行 って間違 いが起 こるので はないか。

●ユ ニバ ーサル ・イ ンフォメー シ ョン

出版 で い う と、図書館 とい うのは、ユニバ ーサル ・イ ンフォメーシ ョンのための一

つの イ ンフラであ る。本屋 にはいつ も新 しい情報 しかないか ら、古 い情報 まで含 め

て図書館 に行 けばそれが わかる。 それ もいろいろなハ イァーキーが あ って、最後 は

国会 図書館 まであ る。 だか ら、ユ ニバ ーサ ル ・サ ー ビス の定義 は、通信 で は よ く考

え られて いるが 、その情報版 が あって もいいので はないか。ユ ニバ ーサル ・サ ー ビ

ス とい うのは、今 、電話 の ところ しか定 義 していない。

● ユ ニ バ ー サ ル ・ネ ッ トワ ー ク

ユ ニバ ー サ ル ・サ ー ビス とい う言 葉 は拡 大解 釈 を して 、 ユ ニバ ーサ ル イ ン フ ォメ ー

シ ョン に ア ク セ ス で き る よう なユ ニバ ーサ ル ネ ッ トワ ー ク と定 義 づ け る必 要 が あ る。

ポ リ シー

●情報 サー ビス ・情報 アクセス の平等性 の確保

情報 が社会 の富 を決 め るようになって くる ときには、公 的 に公 開 される情報 につい

ては国民 がそれ に平等 にアクセスで きる権利 を確保 しなければ な らない。
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4.2従 来 のハ ンデ ィキャ ップの解消

●盲 人用 電子新 聞

電波 あ るい は有線 を使 って、障害者 の ところに受信機 を置 いて、夜 中の間 に送 って、

朝 にな る ともうそれ は コンピュー タを通 して読む こ とが で きる。場合 によっては朝

刊 の配達 よ りも早 く読 める可能性が ある。 そ ういうシステムが ヨー ロッパ にはある。

日本 の立場 で見 る と、そ こにセキ ュリテ ィ という問題が 出て くる。 それで、向 こ う

の新 聞社 の方 と実際 に話 を してみる と、 や は りセキュ リティはまだ まだ問題が ある。

しか し、 もっ と問題 なのは、視覚障害者 が新 聞 を読 める状態 にあ りなが ら読 めない

とい うこ とが社 会的問題で ある。

● マルチメデ ィアに よるハ ンデ ィキ ャップの軽減

従来 の情 報メ ディアは視覚 とか聴覚 とか ひ とつ の感覚 にた よる ものが多 か ったわけ

で、視 覚障害、聴覚障害 を持 つ人 にはハ ンディキャ ップが あったが 、マ ルチメデ ィ

ア化 はそ の情報伝 達 の手段 を多様化 す るこ とで従来 のハ ンデ ィキ ャ ップの解消 にむ

す び付 く可能性が ある。

ポ リシ ー

●情報 システ ム全般 に 「や さしさ」が必要

ハ ンデ ィキ ャップのあ る人 のためのや さしい御作 りの考 え方 は一般化 してい るが、

これか らは情報通信 シス テム、新 聞、放送 な どについ て もそれ を積 極 的 に進 める必

要が ある。
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一 一
4.3情 報発信機会 の公平性

●表現 の 自由の保障

ユニバーサ ル ・サー ビス とい うのはかな り大事 な概念 だ と思 うが、表 現 の 自由 とい

う問題が ある。 テ キス トとい うのが出て きた ときに表現 の 自由の概念 が 出て きて、

アメ リカ合衆 国 とい うのは新 しい国だ と思 われてい るけれ ども、近代 国家 とい う意

味で は一番 古 い国 なわけです。その中の基本 的人間 の権利 の中 に表 現 の 自由 とい う

のが ある。 出版 の自由 を含 む表現 の 自由が定着 している。

●社 会 の質 とネ ッ トワー クの発展

情報 アクセス の格差 とい うときに、情報 の発信 とい うこ とがす ぐ思 い浮 かぶ けれ ど、

マ ルチメデ ィア化 では、情報発信 の公 平 さが よ り重要 な問題 になって くる。 しか し

この問題 は複 雑 で、地 域性、民族性 の強 い問題 だ と考 え られ る。例 えば携帯電話 が

香港 に入 ってい った段 階 で香 港 は人 的なネ ッ トワークがす ご くて、 そ こに携帯 電話

が入 るこ とに よってそれが加速 して きた。機 械化 とかシステム化 と関係 のない とこ

ろ に携帯 電話 の普及 の原 因が あ った。

ポ リシー

●情報表現の教育が必要

表現の自由を確保するために、新 しい情報手段へのアクセスの自由 と共 に、新 らし

い手段 を使 った情報表現方法 の教育の一般化 も必要である。
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4.4新 らしいハ ンデ ィキャップ発 生 の防止

●情報 の貧 富 の差 をな くす

情報化 で きる もの とで きない もの との価値 とい うのは、情 報化 が進 めば進む ほ ど大

きな乖離 を生 み出す とい うことを意 識す る必要が ある。 つ ま り、高度 情報化社会 に
なる と、 どこで もアクセス で きるか ら、東 京、大阪、 そ うい うような地域間 に関係

な く、分権化 が進む とい う議 論が されたが、実態 はそ うではな くて、行 政情報 を中
心 に しなが ら、東京で フェイス ・トウ ・フェイスの情報 を得 なければ商売がで きな

い とい う話 になって、却 って情報化 で きない もののバ リューが高 まる こ とに よって

秘匿 を し、秘 匿 をす るこ とに よって行政 が力 を得 てい くとい う状況 が起 こっている。

そ うい う状況 になる と、 いわば今 まで は富 の 分 配の不平 等 に よって権力 とい うもの

が構築 され、経 済的 な活動 が規定 されてい たのが、情報 を多 く持 つか持 たないか に

よって、極 めて影響 を持 って くる。

ポ リシ ー

●行 政情報へ のア クセスの改善 が必要

情報 の重要性 の高 ま りに対応 して、公 開 され るべ き行 政情報 はネ ッ トワー クを通 し

て広 く公 開 される ようにす る必 要が ある。
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4.5高 齢者対策 のた めの情報化

●高齢者 のための情報化 サー ビス とコミュニケ ーシ ョンサ ー ビスが必要

これか ら高齢化社会 に向けて、高齢者 に対 す る介護 サ ー ビス、 医療 サー ビスの負 担

はます ます大 き くなる。 これ に対 す る対 策 としては従 来 の人手 に よる対 策 だけで は

不充分 で あ り、遠隔介護 ・遠 隔医療 を含 めた情報化 サ ー ビスが不 可欠 になる。

●外 出が不 自由な人へ の配慮

外 出が不 自由な人 に対 して も社 会性 を確保す るためにはテ レビ会議、 テ レビ電 話等

で、旧友 や家族 といつ も話 がで きる ように してお くこ とが望 ま しい。

ポ リシ ー

● 高齢 者対 策 のための情 報 シス テムの開発

高齢 者 に対 する福祉 サ ー ビスの質 を上 げ、 コス トを低 下 させ る方法 として、情 報 シ

ステ ムの開発 に努力 す る必 要があ る。
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5.コ ン テ ン ツ とメ デ ィア の分 離 (情報媒体 と情報内容 の分離)

今 までは伝 送媒体 を維持運営 す る事業 と情報提供事業 は表裏 で一体 であ った。例 え

ば、新 聞社 においては、新 聞の収集 ・編集の仕事 と新 聞紙へ の印刷、配送 、販 売 の

仕 事 が一体 である。 また例 えば、 ラジオ ・テ レビにお いては、電波 の周波数利用 認

可 と情報提供事業 が一体 で ある。

5.1サ ー ビス とネ ッ トワ ー ク の分 離

● 出版界 はすで に分離

出版界 においては、大小 さまざまな出版社が存在 し、印刷、流通 は独立 して大手 が

数社 ずつ存在 して、 コ ンテ ンツ とメデイァの分離が起 こってい る。

● デジ タル情報 による電子化新聞

デ ィジ タル による電子新聞 とい うのが出て くる。 する と、い わゆる内容 とい うの と

印刷 とか配達の ようなネ ッ トワー クメデ ィア とい うの は別 にな らなければいけ ない

ので はないか。す なわち、複数 の新 聞社 で共通 した情 報伝 達媒体 を利 用 し、新 聞社

がマ ス コミュニケーシ ョン として の情報内容 産業 と情報伝 達 に関わる媒体産 業 に分

離 される必要が ある。

● ラジオ ・テ レビの受信機 の選局機能 のイ ンテ リジ ェン ト化

利用者 は放送局 の認可 され ている周波数 を意識す る必要 はないのであ って、番組 の

タイ トル(の 番号)に よる選局が可 能 にな り、放送事業者毎 に特定 の周 波数 を固定

的 に割 り付 ける必要 はない。 また、 同一 の周 波数(チ ャネル)を 複 数 の放送事業 者

が共用 し、 ある放送事 業者が時 に応 じて異 なる周波数(チ ャネル)を 使 い分 け るこ

とが で きるようにな るで あろ う。

ポ リシー

● コンテ ンツ とメデ ィアの分離 が必 要

将来 のイメージ としては、内容 をつ くる会社 と、それ を届 ける会社 が別 にな らなけ

れ ばいけない。つ ま り、TBSがTBS番 組 制作 とTBS放 送会社 に分 か れる。朝

日新 聞は朝 日新 聞編集会社 に、 日経 も日経編 集局が 日経新 聞 にな って、印刷 とかそ

うい うの を持 ってい るのは 日経印刷 とかで、朝 日印刷 と一緒 になって大合 併 した ら

い いo
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5.2新 聞社 と放送局 の分割

● デジ タル新 聞社、 デジ タル放 送局 は コンテ ンツ とネ ッ トワー クを分割 して運用

デジ タル化 したネ ッ トワー クで は、 ス ピー ドが高速化 した1つ か2つ の ネ ッ トワー

クをコンテ ンツ提供者 が共用 す るこ とが望 ましい。す なわち、 この一つ のネ ッ トワー

クに対 して多 数 の コンテ ンツ提 供者が情報 を供給す る数千、数万 の プログラムが1

チ ャンネル上 にある とい うイメージである。

●放送事 業 と通信事業 が利用 す るネ ッ トワーク媒体 は同一

情報 スーパ ーハ イ ウェイのネ ッ トワークは、パ ケ ッ トのネ ッ トワークであるので、

1対1の 通信 のア プ リケ ーシ ョンサ ー ビスは もとよ り、1対 マス の放 送 のサー ビス

も同 じ基 盤 で実現 が可 能 である。 同時 にネ ッ トワークのス ピー ドは150Mピ ッ ト

/秒 や、600Mビ ッ ト/秒 の高速 にな り、現在要求 されてい るネ ッ トワー クのサ ー

ビス品質 を大 き く上 回る ことが予想 される。 このネ ッ トワー クサ ー ビス に対抗 して、

通信 や放 送が独 自にネ ッ トワー クを構築 する こ とはほぼ不可 能で ある。 ゆ えに、 こ

の情報 イ ンフラの上 に通信事業 と放送事業 が共生す る とい うこ とが必然 の結 果 とし

て考 え られる。

●異 なる部分 は利用 者端末機 のプ ロ トコル制御機能 の差 のみ

高速 デジ タルパ ケ ッ ト網上 に放送 サー ビス と通信サ ー ビスが混在 して存 在 す るとき

に、通信 サ ー ビスの プ ロ トコルは従来 か らの通信サ ー ビスの進化 の歴 史 を汲 む もの

にな ってお り、放 送サ ー ビスにおいて も現在提唱 されてい るISDB等 を取 り入 れ

た方式 の発展形 が考 え られている。 またネ ッ トワー クにつなが る機 器 は、 マルチメ

デ ィア型 の機器 で あ り、音声 や映像 、文字 や プログラム等 の再生機 能 を備 えた もの

になるが、 これ らの情報 コンテ ンツの上位 レイヤーは共通 で あって も、通信 と放 送

はそ れぞれ異 な った下位 レイヤー及 び圧縮方式 を持 つ と考 え られる。結 果 として、

物理 的なネ ッ トワーク と、物理 的な端末機器 と、上位 レイ ヤーの コンテ ンツそ の も

のは通信 と放送 を問 わず同一であ って も、通信 と放送 の下位 レイヤーの違 いは、端

末機 のそれ に対応 す る プロ トコル ソフ トで対応 する こ とで解 決 で きる。

ポ リシ ー

●新 聞社 は編集部門 と印刷部門が分離 される方向に

言論の自由は憲法によって保証 されているため、新聞社 の経営及び事業 のあ りよう

については、何 ら外部か ら影響を受けるものではないが、新聞の編集 は印刷媒体だ

けではな く、ネッ トワーク上のデータベース等に情報の提供 を行 うことが当然の事

業の展開になってこよう。このため、編集以外 の部門は新聞の印刷インフラとして

重複投資 を避 け、なん らかの形で業界内で共用 してゆ く方向性が望 ましい。

●放送局 は制作 部 門 と無線放 送部 門が分 離 される方向 に

電波 の使用 に対 して放 送局 の免許 は与 え らてお り、放 送 内容 につい ては、新 聞 と同

じように憲法 で保証 されている反面、放送法 に よって公 序 良俗 を乱 さない もの とい

う制 限が加 え られて いる。放送が通信 と融合す るこ とに よ り、従来 の放 送局 の番組

は移動体 等 に対 して電波 で放 送 される場合以外 は、通信 ネ ッ トワー ク上 を放送 とい

う形 で伝 送 される。 しか し、通信 ネ ッ トワー ク上 の情報伝送 につい ては、 すべ ての

加入 者が容易 に情 報 を発 信す る ことが可能 であ り、技術 的 にも法律 的 に も何 ら制限

す る ものはない。 このため、放送局免許 の本質 的なあ りかたが見 直 されなければな

らない。放送局 の アイデ ンテ ィテ ィは番 組編成 によって決定 され るべ きものであ り、

無線放 送部 門は情 報ス ーパ ーハ イ ウェイが完成 したあかつ きには、そ の存在 意義 を
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ほ とん ど失 う。新 しい放 送局 の定 義 とは、 ネ ッ トワー クに対 す るデジ タル情 報発信

体 である。

●パーソナル通信 と移動体通信の重要性

電波媒体は無線通信用 に重用 し、パーソナル通信 と移動体通信用が主 となる。

多 くの放送事業者は有線通信網 を用 いるようになる。地上波や衛星の電波 による1

対多の同時通信 または同報機能は、従来の放送的情報伝達サー ビスには重要である

が、放送受信機 と通信端末機 は一体化 し、利用者は伝達媒体の違 いをほ とんど意識

する必要はな くなる。移動体 に対する放送、個人 に対するパーソナルな放送等 につ
いては今後 も需要は引続 き存在すると考えられる。
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6.情 報創 造力 の向上

6.1新 情報創造 のための既存情報 をデジ タル化

●情 報 のデジ タル化 の推進

すで に印刷 、出版 され た書籍 や雑誌 のデジ タル化 を行 い、 ネ ッ トワー ク を通 じてこ

れ を共有 す る。 これが もとにな って、新 しい情報が作 りやす くな る。知 恵 ・知 識 の

の ネ ッ トワーク を通 じた共有 によ り、創 造が加 速 される。

● コピー レフ ト

私 的な情報 の共有 は本 の貸 し借 りや コピーな ど、著作権 的 にみて問題 にな る行 為が

日常 的 に行 われ てい る。 これ をネ ッ トワークの上 で全面 的 に禁止 し、課 金 す るこ と

に よって、大 きな問題 が起 こる。 イ ンターネ ッ トな どは基本 的 にすぺ ての アクセス

が無料 である。 こ うい う考 え方 を延長 してい くと、著作無権(コ ピー レフ ト)と い

う概念 にた ど り着 く。著作権 の保 護 とい うこ とが叫 ばれて久 しいが、逆 の考 え方 も

必要 ではないか。

ポ リシ ー

●基本 的情報 の オ ンライ ン

文化 や科学技術 の基 盤 となる書籍 、雑誌、 その他情 報 をデジ タル化 して、 オ ンライ

ンで提供す る こ とが必要。

●情報の再利用の促進

情報の再利用が容易 に可能 になるような法律的な問題 の解決が必要。
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6.2創 造性教 育の推進

●エ デュテイ ンメ ン ト

今 まで遊 び と教 育は全 く別 の ものだ、相反 す る ものだ とい うような考 えを もってい

る人が多 か った。 ところが、最 近エ デ ュケ ーシ ョン とエ ンターテイ ンメ ン トを複合

した 「エ デ ュテイ ンメ ン ト」 とい う言葉 が出 てきて、教 育 の中で遊 びなが ら学 んで

い こ うとな った。

一つ の例 が、 「シムシテ ィ」 とか 「シムアース」 とい うゲー ムソフ ト。環境 問題

とか いろい ろな地域 の問題 とか、 そ うい うものをゲ ーム をや りなが ら学 んでい こ う

とい うような こ とで、新 しいゲームの一つ ではないか。

● ネ ッ トワーク化 した教 育

新 しい学力観 という もの と、 この情 報化 とい うものが うま く呼応 しなが ら新 しい教

育 の世界 が創 造 してい けるのではな いか。情報化 に よって家庭 に もネ ッ トワー クが

張 られて、そ して学校 に もそれが 、お互 いにや り合 いが で きる、 そ うい うイ ンフラ

が確立 しつつ ある。

●教育産業

情報化 によって新 しい教育の産業 を創造 していけるのではないか。

●教 育 の中身の情報化

情 報化 に よって今 までの教 育の中 身が さらに問い直 され ている、 さ らにまた新 しい

ものへ と発 展 としてい く。

● すべ ての教科 がメデ ィア化 す る

情 報化 教育 をや るこ とは情 報省 と同 じような決 断だ と思 う。情報省 をつ くる とい う

の はだめだ とい うのは同意見 だ。む しろ、理科教 育が メデ ィア化 し、音楽教育 が メ

デ ィア化 すべ きである。

ポ リシ ー

●高校 の カ リキュラムの リス トラが必 要

情報 に関す る独 立 の教 科 ・科 目 を次 の指導要領 に盛 り込 んで もらうため、文 部省、

通産省 、郵 政省 、科 学技術庁 な どの関係省 庁 に働 きかけてい き、制度 的 に位 置付 け

る。21世 紀 の時代 に耐 え得 る人材 を育成す るために、高校 で教 える教科 ・科 目を

再構 築(カ リキュラムの リス トラ)す る必要が ある。

一106一



6.3創 造 的情報 の保護(コ ンテ ンツ)

●産業構造 の転換

日本 の産業構造 は本 当 に変 わるだろ う。 それが多分 自動 車、車 はや は り数十年先 に

は日本でつ くるこ とが非常 に難iしくなるだろ う。物 をつ くる ことをや める とは思 わ

ないが、 それが基幹 にはな らないだろ う。

●ハ ー ドか らソフ トへ の転換

ハー ドか らソフ トへ の転換 とい うことを日本 もス ムーズ にやってい く必 要が ある。

●メ ディア を握 った国が次 の時代 の リー ダー となる

湾岸 戦争 は、 もはや軍事力 よ りもそれぞれの国の持 つ メデ ィアの強 さが問 われた戦

争だ った。 メデ ィアの 中で も特 に強 い影響力 を持つ のが、原則 的 に言葉 に よる理解

を必要 と しな い 「映像」 で ある。

●文化 は国家 の安全保 障で ある

世界 に向 けて映像 ・情 報 の発信=文 化 の発信がで きない限 り、 日本 は世界 に尊敬 さ

れ る国 にはなれず、 リーダーシ ップ を取 る こともで きない。 そのた めに 日本 のハ リ

ウ ッ ドを建設 す る。

●文化的帝 国主義

アメ リカ映画 は ドイ ツで90%、 フランスで65%、 日本 で も55%の シ ェア を占

めてお り、映画 や音 楽 の輸 出 に よって、 アメ リカ的 な価 値観 をよ しとす る文化 的な

帝国主義が全 世界 に もた らされている。 メデ ィア輸 入 の超 国家 的 な流 れ、 またその

文化 的 イ ンパ ク トは経 済統計 の上 に立 って、純粋 に文化 の問題 として論 じられなけ

れ ばな らない。 しか も、 「文化支配」 が現実 に急速 に進行 してい る現状 か ら見 て、

そ の研 究 は急務 であ る。

●国策 と しての映像 ソフ トへ

この次 は一体何 だろ うと考 えた ときに、 ソフ ト産業 しかないだ ろ う。 では ソフ トは

何 か とい う と、映像 ソ フ トだ とい うこ とは間違 いない。

● アメ リカ に よる文化侵 略

近 い将来、 テ レビとい うのは上 か ら降 って くるだろ うし、 そ して その上 か ら降 って

きたやつ をケ ーブルに載せ て見 る とい うこ とが起 こって くる、そ の ときにアメ リカ

のソ フ トしか な くなって しまう と、あ っ という間 に世界 中が文化 侵略 を され て しま

うとい うこ とが一番 恐 ろ しい。

●世界 的 に通用 す る面 白 さが必要

衛 星放送 はNHKの 数千分 の一・の資金 で世界規模 の放送機能 を手 にで きるので、 こ

の ままいけば、放 送 は衛 星 を使 うのが当 た り前 になる。 そ うな る と 「衛星 を使 った

放 送」 とい う物珍 しさだけではす ぐに淘 汰 され、番 組、編成 プログ ラムの質 を高 め

る努力が必 要。 「世界 の誰が見 て も面 白い番組 とは何 か」 の検討 も急 がれ る。

● 日本 も3割 は発信 で きなければ な らない

つ ま り3割 はやは り日本 も発信 で きなければいけないだろ う し、 ヨー ロ ッパか らも
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3割 発信 で きなけれ ばいけない、 アメ リカか らも3割 発信 で きなければな らない。

もし万一、99%が アメ リカの発信 になって しまえば、 これはア ウ トだ。

● コミュニケー シ ョンを高 める方法 を考 える こ と

デ ータの世界 は結構 荒 っぽい世界 で、発信量 に応 じてつ なが った り、 デー タのや り

取 りを しているか ら、 ここ もまた後 れている。何 とな くコミュニケーシ ョンに関 す

る能力 が 日本 はす ご く低 いのではないか。 それ を高 める方法 を考 える こ とがす ご く

大事 だ と思、う。

● マルチメデ ィア国債 とか情報 国債 を出す

情 報化 の問題 では、や は り誰が投資 をす るか とい う問題が また大変重要 になって く

る と思 う。建設 国債 なんか も重要 か もしれ ないが、 マ ルチメデ ィア国債 とか情報 国

債 みたいな もの を出 して、 これ を利 率5%く らい に した ら、今 は貯金 にな っている

お金 は皆 そっちへ流 れてい く。 そ うした ら国 としてそ うい う資金 もで きて くる し、

民営 を圧迫 しない領域 はた くさんある し、 国は公共 的 な ところで投資 して行 けばい

いo

● コンテ ンツビジ ネス の規模 が ネ ッ トワー クその ものの規模 を上 回る
一番 大 きな ビジネス は電子 的に情報 を売 る ビジ ネス だ

。

不 ッ トワー クを通 して情報 を売 った り買 った りす るこ とが で きる とい うこ と。 ネ ッ

トワークを通 して売 った り買 った りする情報 の価値 が、 ネ ッ トワー クに対 す る投資

よ りも大 き くなるので はないか。つ ま り、 ネ ッ トワー クに対 す る投資 が20兆 円 あっ

た とする と、 ネ ッ トワー クの上 を動 く情報 の ビジネス の規模 が20兆 円の10倍 ぐらい

の200兆 円 ぐらいの ビジ ネス になるんで はないか。

● サー ビス ビジネスの規模 が コンテ ンツ ビジネスの規模 を上 回る

情報 を使 って2次 的 に発 生す る、サ ー ビス とか物 の売 り買 いみたいな ものが、情報

の売 り買 い よ りもさらに もっ と大 きな ビジネス にな るので はないか。

● コンテ ンツの産業化

コンテ ンツが産業 になる ような構 造 をつ くるべ きだ。 コンテ ンツをつ くる人間が コ

ンテ ンツを産業 とで きるか どうか、特 にデ ィジ タル にコンテ ンツが なった ときに産

業化 で きるか どうか。

今 はCD-ROMを 刷 ってい るけれ ど も、そ うではな くなって通信 でそ うい うこ

とが起 こる。情 報 を どこかでつ くってコンピュー タに乗 せ るだ けでみ んなア クセス

しに来 て くれて、入 って くるお金 の ほうが多 くな。 それ はどう してか とい った らお

金 とい うのは発信 者 の ところ に集 まる。受 け取 る側 の人か ら集 まる場合 に購読料 と

か情報料 とかい って、頼 むか ら発信 して くれ とい う人 か ら集 まる場合 に広 告料 とい

う。 みんなが発信 す るのはなぜ か。 自己満足 のため に発信 す る人 は結構 い るか もし

れないけが、情報 を発 信 する こ とが な りわ い として成 り立 つ社 会 になるか どうか、

その ように どうす るか とい うこ とだ。

●CD-ROM電 子 出版

CD-ROMを1枚 プ レスす る と70円 で、 プラス チ ックの箱 が50円 か60円 。 プラス

チ ックの箱 とパ ンフ レッ トのほ うがCD-ROMよ り高 い。 それ をソフ ト会社 が1

万5,㎜ 円で売 っている。 それで、3人 の ソフ ト会社 が ち ょっ といい もの をつ くって
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2万 枚 ぐらい売 って しまう。3人 で売 り上 げが2億 円 ぐらいあ って、 「いやいや、

どうしようと」 かい って、 日本 はそんな感 じ。 アメ リカなんか はCD-ROM1枚

で50憶 い く。50億 に集 中 して しまうと、 また また もっ と激 しい ものが つ くれ る。そ

れ は一つ の独 占状態 み たいな形 で、す ごい ことなんだ とい う話。 だか ら、株 を公 開

して株 券 を刷 るよ りも、CD-ROMを 刷 るほ うが錬金術 と してはす ごい とい う現

実 はある。

●出版 の電子化

出版 業 とい うのが あるが、 印刷 会社 が本 を刷 って、 それ を取次 会社 が書店 に売 って、

書店 にみんなが買 い に行 くと、 そ うい う一大情報産業 が存在 しているが、 これがエ

レク トロニ クス になる。

● レンタル ビデ オを電子化

マ ルチメデ ィア とい うのは ビデオ ・オン ・デマ ン ドで、 レンタル ビデオが ネ ッ トワー

クを通 じて借 りられ て、最初 の産業 的犠牲者が レンタル ビデ オシ ョップであ る とい

うような、 そ うい うニ ュア ンスで話 が伝 わ っている。 しか し、そ れ もとっかか りと

して意義が あ る。 レンタル ビデオはみんな借 りたが るか ら、 とりあえず、 そ こを具

体 的モ デル と してや ろ うとい う話 だ。

● イ ンターネ ッ トの爆発

イ ンターネ ッ トの場合 、全部 ボラ ンテ ィアで、 ボラ ンテ ィアだか らこそ世界 中 にあ っ

とい う間 に広 が った。 あ っとい う間 に世界 中に広 が った上 に、発信 した ら金 が もう

か る とい うスキー ムをだれかが作 った ら、 これは爆発 する。

●情報 スーパ ーハイ ウェイ参入 の切 り口

情報ス ーパ ーハイ ウェイ をやろ うと思 った ら、 オ ンライ ンの リアル タイムのエ ンター

テイ ンメ ン トとい うのが家庭 向けで、 これが映画 である とい われているが、ス ポー

ツ も大切 であ る。 オ ンライ ンの リアル タイムのニュース とい うのが ビジネス向 けで

はないか。

ポ リシ ー

●映像 ソフ ト産業 の育成

ソフ トの育成 とい うこ とが一・番 実 は大切 で、 これか ら基幹産業 になるのは映像 。 ア

メ リカを見 る と間違 い な くそ うなって、多分今 世紀 中に兵器産 業 を超 えるだろ う と

い う推 測 も成 り立 って いる。 アメ リカ と同 じような過程 で 日本 が今 まで変 わ って き

た とい うこ とを変 え る と、多分 日本 もそ ういう形 に変 わるだろ う。

●99%ア メ リカの発 信 になるこ とを憂 うる

近 い将来 、 テ レビとい うのは上か ら降 って くる。そ してその上 か ら降 って きたやつ

をケー ブル に載せ て見 る。そ の ときにアメ リカのソフ トしかな くなって しまう と、

あ っ とい う間 に世界 中が文化侵 略 を されて しまう とい うこ とが 一番 恐 ろ しい。 つ ま

り3割 はや は り日本 か ら発信 で きなければな らないだ ろ うし、 ヨー ロッパ か らも3

割発信 で きなけれ ばな らない、 アメ リカか らも3割 発信 で きなければな らない。 こ

うい う努力 を しないで、99%ア メ リカの発信 にな って しまえば、 これ はアウ トだ。
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● ソフ トをつ くれ る もの も日本 に必要

映像 の ソフ トをつ くれ る工場、つ ま り日本 にハ リウッ ドをつ くる。衛星放 送が多分

次 の世紀 に基幹 産業 になって くる。我 々が今 一番必 要 とす るのは、 そ うい うソフ ト

をつ くる工場 を日本 にどれ だけ早 く建設 し、立 ち上げる こ とが で きるか。 ソ フ トの

自国生産 、 これ しか ない。

● コンテ ンツが産業 になるような構 造 をつ くるべ きである

コンテ ンツをつ くる人間が コンテ ンツ を産業 とで きるか どうか、特 にコ ンテ ンツが

デ ィジ タル にな った ときに産業化 で きるか どうかが問題 であ る。

[コ ンテ ンツク リエ イタの育成]

● クリエー ター とプログラマ ー とは違 う

OSを つ くる人 もアプ リケーシ ョンをつ くる人 もコンテ ンツをつ くる人 も皆 ソフ ト

だ とい うこ とはない。 だか ら意外 にすぽ っ と忘れ去 られて いるの は コンテ ンツをつ

くる人たちで ある し、 コンテ ンツ をつ くる人 たち のサ ポー トであ る。

● オ リジナルク リエー ター を大切 に

オ リジナ リテ ィをつ くる とい う、無 か ら有 の付 加価値 を創 造 す る とい う、 ク リエ イ

ター とい うのを もっ と大事 に してい くような考 え方 を してい った らいいので はない

か。そ う考 えてい くと、技術 の進 歩 は止めて はいけない し、止 め られるわけ はない

し、それ はそれで否定 なんてい うこ とは もちん ないが、そ こに何 か 日本 的 な心 とい

うか、そ ういうハ ー ドとの融合 とい うか、人間的 な信 頼関係 とい うか絆 とい うか、

夢 とか、何 かそ うい うものが少 し入 ってい った らお もしろ くな るのではな いか。

●情報 の産業化

情報 を売 り買 いする とい うことが生 活 とか ビジネス になるのか、 どうや った らなる

のか。 それで、 どうやって情報 の売 り買 いで生 きてい くのか とか とい う問題が ある。

具体 的に一番 わか りやすい例 がアニ メーシ ョン。今、 日本 の アニメー シ ョンとい う

のは非常 にク ォリテ ィーが高 い。今 、 日本か らアニメーシ ョンをつ くる人が いな く

なっている。3Kの 仕事 で嫌 われ ている。社会 の中にはそれ を受 け とめ る感受性 が

あ り、 ク リエー ター も実 際それ をつ くろ うと思 うが、 それ をつ くった人 間は全然 報

われない。 まさに非常 に危機 的状況 にある。 その ような こ とはほかの ところで もい っ

ぱい起 こ っている。情 報化 とい う ものに労働 自身が対応 し切 れ てない、 あるい は労

働 している人 間、 クリエー ターが十分守 られていない。 これ は この ままい った ら、

多分 え らい こ とになる。

● コンテ ンツを作 る人 にいい収入 と充実感 を

コンテ ンツをつ くる人間が儲 か った り、 自分 の 自己表現 の充実 とい うの を感 じるこ

とがで きた ら、雪崩 を打 った ようにそち らに行 くと思 う。例 えば今 のゲー ム産業 は

ある程度保 証 され ているか らある程度行 った ような形 で、 この問題 は とにか く、 コ

ンテ ンツをつ くる人間 の保護 とか育成 とかい うのはハ ー ド、 ソフ トの議論 で はで き

ない とい うこ とをはっ き りすべ きだ。
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6.4新 しい知 的財産権 の考 え方

●マ ルチメデ ィア時代 にお ける新 しい著作権 制度

映像 に しろ音楽 にしろ、格好 よ くい うと無か ら有 を生 む ため に汗か いて頑張 ってい

るク リエ ー ターが た くさんいる。 そ うい うオ リジ ナル とい うか オ リジナ リテ ィーの

ある もの を、 もとをつ くる ような人 たちの権利 を保護 してい くとい うこ とが、マ ル

チ メデ ィア時代 におけ る新 しい著作権制度 の目指す ところで はないか。

●権利 の保護制度

権利 を保 護 する とい う ような こ とも、一番 基礎 的 な法 制度 の ところの仕組み の一つ

になるだろ う。 そ うい うこ とで きち っ と保護 で きる とい うこ とが はっ き りしていれ

ば、安心 して映像 で も音楽 で もその世界 に乗 り出せ る とい うこ ともある。

ポ リシ ー

[知的財産権の取 り扱 い]

●情報 に対 す る価値観 の確 立

アメ リカ とか ヨー ロ ッパ に比べ ます と、 日本 人 とい うの は情 報 に対 してお金 を払 う

とい う習慣 が全然 ない。エ ンターテイメ ン トの ような ものであれ ば、 これ はかな り

お金 を払 う とい う習慣 が出 て きてい る。公 的なサ ー ビス に対 してその ようにで きる

ようにな った とい うこ とに対 して も、お金 を払 わず にで きて い く。 そ うい う中で、

日本人 の情報 に対 す る価値 観 とい うのが きちっ と生 み出 され て くるのか どうか、 そ

のあた りが心 配。速 い乗物 に乗 る とい うことで た くさんお金 を払 うとい うのは、明

らかな こ とだが、速 い情報 を得 るため にそれだけお金 を払 う とい う日本人 の価値観

は全 くない。CDを 買 えばお金 を払 うが、 それ と同 じだけの もの をダ ウンロー ドす

る とい うこ とに対 して はお金 を払 う とい う価値観が ない。

[マ ルチメデ ィアに対応 した著作権]

● ノ ンパ ッケージ ソフ トの著作権

レコー ド協会 で問題 になってい るの は、ISDNネ ッ トワー ク を使 ってプ ッシ ュホ

ン回線 で家庭 で選択 で きる ようになった場合、パ ッケージ商 品 とい うのは もう要 ら

な くな って しまうん ではないか とい う議論 がある。 ノンパ ッケージ とい うか、そ う

い う通信 の ほ うにい くと。 その場 合、 どうや って著作権 だ とか著作 隣接権 を徴 収 し

てい くか とい うこ とが非常 に問題 だ。

● コピーで きるCDの 問題

CD-Rの 話で もめ ている。CD-Rと い うのは ご存 じの とお りレコー ド会社 が商

品 として売 っているCDと 全 く同 じもの を家庭 で コピーで きて しまうような、つ ま

り海賊版 が た くさんで きて しま うようなこ と。 それか ら、将来 のCD-ROMと か

CD-1 .とか い う方向 にも影 響 を及 ぼす ような話。 そ うす る と、 も とをつ くった人

とい うの は どうやって守 って いった らいいんだろ うか。

例 えば、著作権 に一番近 い著作 隣接権 とい うのがあ る。そ の保護期 間が 日本 はつ
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いお ととしまで30年 だった。 どういうこ とか とい う と、 ビー トルズが最初 に音楽

を吹 き込 んだのが1962年 で、1982年 以降 は東芝EMIで な くて も、町 の ど

んな人 で もビー トルズ をそ っ くりプ レス してCDに して売 れていたわけです。 これ

は文化 国家 としてはち ょっ とまずいで はないか と、や っ と50年 に延 びた。そ うい

う問題 がた くさんある。

● ロイヤ リティを記録 メディア にか ける

コピーで きる、 いわゆる今 で言 う と生 テー プなどに ものす ごい著作権 をか ける。簡

単 に見 えるが、 それ しかない。世界 の先進国で生 テープ に金 をかけて いないのは 日

本 とアメ リカだけ。 です か ら、国 に よって違 うが、 カセ ッ トも大体10%か ら5%く

らい、いわゆるカセ ッ トデ ッキが10%。

流 した音 を撮 る ときに、 どうぞ好 きに録 って くだ さい と。 そ のか わ り撮 る もの に

関 しては非常 にお金 をかける と。そ れか ら1回 コピー した もので いい。つ ま り、 も

う1回 テープが使 えない ようにす るシステ ム、1回 撮 った もの はそれ き りとい うよ

うなガー ドのかけ方が で きれば、 だか ら生 テープ1本 、本 当 は原価100円 くらいの

もの を1000円 、その うち30%く らい を印税 に回す とい う形 を とる。

●長期的 な考 え方 を したい

著作 権 について は権利 者 と使 う人が どうい う ところで納得 して、 マルチメデ ィア産

業 を発展 させてい くか とい う観点 か ら、マルチメデ ィア産業が発展 すれば、最終 的

には権利 者 も儲 かる。そ うい うこ とをがちがち言 って、何 もで きない ように して、

今 の ような現代 の不正 を許容す る ような、 そ うい う環境 に してお くと、 もうマ ルチ

メデ ィア産業 も発展 しな い し、 したが って権利者 も全然儲 か らな くなる。短期 的 に

考 えないで長期 的 に考 えて ほ しい。

●著作権 が な くていい とい う意見 もある

ネ ッ トワーカーの人たちの間で は、著作権 とい うの は もう存 在 しな くてい い とい う

発想 の人 たちがふ えてい る。 コピー ライ トに対 して 「コ ピー レフ ト」 と言 っている。

[マ ルチ メディアに対応 した特許]

●ゲ ーム産業 は特許 に よって守 られた

ゲ ーム産業が唯一 うま くいった理 由 は、機械 の特 許 とい う19世 紀 の発 明で縛 ったか

ら。任 天堂 の とったや り方 とい うの は確実 に一番古 い特 許 に よって守 られ る ように

なっている。

[情報化社会の法制度]

●法制度 の整備 は誰の責任

そ うい う事業が発 生す るこ とに よる医師法 とか学校法 とか、 い ろい ろなこ とを考 え

なけれ ばいけない。 これ は本来政治 家の任務 だが、今 の政治家 にはそ んな能力 はな

い とい うのだ った ら、そ の ことを知 らせ る必 要があ り、官僚 同士 で相 互啓発 す るチ ャ

ンネルが必要。

●社 会制度 と連動 した法制度 の整備

情 報だ けで はな くて、サ ー ビス とか商品 とか となった ときに、 これ はお金 の受 け渡
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しとい うか、決済 の変 化 は社 会 を全 部変 えるようにな って くる。 そ こを現状 とどの

ようにス ムーズ に変 えてい くのか、変 えていい のか、そ うい うところ まで考 えなけ

れば いけないんでは ないかな とい う感 じが しま した。 だか ら、主 にパ ブ リックな制

度 み たいな ものが重 要 にな って くるんで はないか と。

●法 制度 の整備 が必 要

そ うい う事業が発生 す る こ とに よる法律 の修 正 とい うか改正 とい うか、そ うい うこ

とをや らなければい けない。そ れは著作権法 もそ うか もしれない し、電気通信法 も

そ うか もしれない し、商法 もそ うか もしれ ない。そ うい う法 的な枠組 み とい うのが
一つ大変重要 にな って くるんで はないか

。例 えば、取締役 会 に来 てそ こに存在 しな

い限 り出席 とは認 め られないが、 テ レビ取締役 会 は法 的 に認 め られ るのか どうか は

商法 の問題 であ る。

●背景 にある法制度 の整備

そ のために何 を した らいいか、制度 的に どうした らいいか。 これ は情報通信 制度 と

い うよ りは、 む しろそ の背景 にある金融制度 とか商法 とか、 そ うい う話。 とい うよ

うな話が、 こうい うこ とを実 現 してい く上 で、従 来想定 していなか ったい ろいろな

取 引 とか仕事 の実態 が生 ず るわけで、 それを実現 しよ うとしてい る、 障害 になって

い る ものは何 か。 わか る もの は具体 的に、検 討 してい く必 要 がある。
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6.5行 政 情報への アクセスの改善

◎ 明 らか にニーズのあ る ところか らモデルケースに

社 会 とかパ ブ リック とい うあた りの行政 サー ビス とか、今 後 の高齢者へ の福祉 は非

常 にニーズが高 い。 「通信 白書」 を見 て も、行政 サー ビス の ところで は物 す ご くい

ろい ろな形 の、 いわばマ ルチメデ ィアの原始形態 みたい な ものが い ろい ろな ところ

で動 いてい る とい う話が 出て くる。 そ うい うこ とでい う と、今 ここにニーズが明 ら

か にあ る とい うところに、 ここは政府 か 自治体 に援助 して もらう しか ない。そ うい

う ところにお金 を注 ぎ込 んで、モ デルケースで も何 でい いか ら、実 際 にニーズ のあ

る ところをやってみ ようと民 間情報 臨調 として訴 えてい くとい うこ とは一つ の選択

であ る。光 フ ァイバ ー網 が その こ とによって一部で きれ ば、 それ を分 岐す る とい う

形 で もっ と手 前 の ところで またサ ー ビスがで きる とい うこ ともあ り得 る。

ポ リシ ー

[情報化に適合 した行政]

●各省 のネ ッ トワー ク化

通産省 の機械情報 局 と、郵政省 の通信放送関連部局 を一緒 に して、新 しい情 報通信

省 か何 か をつ くった らい い とい う考 えは よ くあるが、 情 報省 なんてい うの をつ くっ

て しまうと、 これ は全 く動 きが とれ な くなる。各省 には本来 の業務 があ り、厚 生省

の本来 の業務 とか文部省 の本来 の業務 とか、 それぞれの業務 の中で ネ ッ トワー ク省

の ようにな ってい くこ とが情報化 を進 める方法 である。厚生省 も自分 の予算 のかな

りの部分 はネッ トワー クに割 いて、 ネ ッ トワーク省 にな らない といけ ない。 これは

文部省 も同 じ。すべ て の省 庁 はネ ッ トワー ク省 にな らな けれ ばいけな い。

● ネッ トワークの先駆 ユ ーザ ー としての行政

何 か とっかか りのシナ リオ を一つ提案 した らどうか。 そ の とっかか りのシナ リオ と

して は、 フランスの ミニテルが普及 した方法 でい くと、 イ ンフラ となるやつ をただ

で もいいか ら配 って しま う とい う方法 で、 とりあ えず だれに も関係 のある行 政情 報

か らやった らどうか。例 えば、今 まで区役所 、あ るい は出張所 に行 かなければい け

なか ったのが、 あちこちに住 民票 の端末 が置かれ る ようにな って、住 民票 は どこか

らで もとれる ようになる。次 に、戸籍 が どこか らで もとれる よ うになる。 印鑑証 明

が どこか らで もとれる ようにな って くる。そ もそ も住 民票 とか印鑑証 明 とい う もの

は一体 どうい う意味 を もつのか とい う議論 にい く。 そんな もの を紙 に して打 ち出 し

て人 の ところに、 これが 自分 で ある とい うことを証明 す るた めに もってい くとい う

こ とが果 た していつ まで も続 くのか とい う議論が 出て くる。 もっ と端 的 にい うと、

ICカ ー ドで本 人 を証 明で きる ような ものがで きる と、そ のICカ ーードを使 って住

民票 を出す とい うこ とを しな くて も、 そのICカ ー ドを使 ってその本 人が本人 であ

る こ とを証 明で きるような、何 らか の新 しいや り方 とい うのが で きるのか もしれな

い。た また ま情報 ネ ッ トワークが な く、情 報イ ンフラが ないか ら、 しようが ないか

ら紙 を使 ってや る。ハー ドコピーで 自分 を証 明 してい た ものか ら、そ うでない新 し

い社 会へ と変 わってい く。 これは どの ように変 わ ってい くか とい うのは、今 の とこ

ろ想像 がつか ない。
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7.情 報受発信の自己責任

7.1情 報発信 の 自由は自己責任 を伴 う

㊥人 に迷惑 をかけな いこ とが第一歩

次 世代 ネ ッ トワー クに よって多様 な情報 を発信 す る コス トが低 下す る こ とは、 だれ

もが放送局 の立場 に立 てる ことを意味 する。今 で も色 々 な文書 を印刷 して配布 す る

こ とはだれ にで もで きるが、 それが他人 の名誉 をけがす ものであ った り、青少年 に

悪影響 を与 える もので ない ように しなければな らないのは当然 であ る。情報発信 に

はいつ もこの問題 が ある ことを広 く理解 する必要が ある。

●情報 の受信 者 の自己責任

情報が た くさんある、選択肢 がた くさんあ る となる と、選択 す る側 に相 当な 自己責

任 が被 さって くるこ とにな るので、そ のあた りをどうい うふ うに してい くか、学校

教 育 を含 めて、 自己責任 とい う考 え方 を もっ と合意 で きる もの に していかなければ

いけない。

ポ リ シー

●通信 と放送の間の領域の議論 の必要性

現在の制度 ではその内容についての公 的規制の伴 う放送 と内容の秘密が保障 される

通信 という2つ の極端 な区分が存在するだけである。次世代 ネットワークの上では

この両者の中間の性質を持つ自由であるが、個人や社会に対する害 に対 して責任 を

持たなければならない領域が生ずる。 このことに関 して議論 を進める必要がある。

1
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7.2情 報社会の倫理の重要性

●新 しい倫 理観 が なければ新 しい犯 罪が出現

物 の世界 では物 を盗む のは悪 であ る という倫理 は古 くか ら定着 してい た。 しか し情

報 につ いてのこの倫 理 は新 ら しい考 え方で ある。金 を盗 むの は悪 いが、電話 をただ

でかけるや り方 を考 えた人 は自慢 した くなる とい う感覚 もこう した倫 理観 の欠如 か

ら来 ている。情報化 の進行 によって新 らしい形 の犯罪 が増加 す るこ とは避 け られな

いであろ う。

ポ リシ ー

●倫理観の確立 と刑法 による対応 を進めることが必要

社会が情報に依存するようになればこれに対する対応は倫理教育を通 しての新 らし

い状況に対応する倫理観の確立 と、刑法による対応 を情報社会にふ さわしいものに

してゆ くことの2つ を並行 して進 めてゆく必要があろう。
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7.3政 府 のせ い にす る、他人 のせ いにす る思考 か らの脱却

● 日本 が遅 れてい るの は企 業が悪 い

日本 の情報化 の遅 れ は政府 の所 以 ではない。一般 の民 間企業 の情報化 はアメ リカに

比べ てはるか に遅 れ ているが、 これはそれぞれの企 業が情報化 に対応 した適切 な投

資 の努力 をしていな い とい うだけの話 である。LANに 接続 され たパ ソ コンが少 い

の は一・般企 業 の中で電子 メール を使 う習慣が定着 していない こ とを示 している。情

報化 の遅 れ を政府 のせ いに していた ら、 日本 の情報化 は ます ます遅 れて しまう。

● 自分 で使 う とい う決定が必要

日本 では コンピュータは社 内のIS部 門の特殊 な専 門家 の扱 う ものである と考 え ら

れ、経営者 はその内容 につ いて理解 しようとしていないケースが少 くない。 しか し

今 ではホ ワイ トカラーは経営者 も含 めて全員 が 自分 で コンピュー タを扱 うつ も りに

な らなければ、ホ ワイ トカラー部 門の生産性 の向上 は期待 で きない。

●財政にも配慮が望ましい

もちろん政府 も民間企業 とならんで情報化 を進めて生産性 を向上すべ きであ り、財

政当局 にも特段の配慮が望 ましい。

●公 共サ ー ビスの情 報化

政府 の行 政 サー ビス、特 に、教 育、医療、福 祉等 にお いて も情 報化 はサー ビスの向

上 と費用 の削減 に効 果が ある。

●政府 調達 の電子化

政府 調達 はすべ て国際標準 のEDIに よらなければな らない とい うように政府 が決

めれ ば、民 間企 業 のEDI化 はい っぺん に進 む と思 うが、 そ んな ことにな った ら日

本 の企 業 は皆反対 す るのではないか。 日本 の情報化 に民 間企 業が遅 れてい る とい う

の はそ うい う気分 に代 表 される。 アメ リカのNIIで は1996年 まで に政府 調達

のEDI化 を しよ うとしている。

ポ リシ ー

●経営者の学習意識向上

民間企業の経営者 はそれぞれの社内における情報化 を会社全体 の問題 として とりあ

げ、社内の情報化 について適切な判断ができるように学習すべ きである。

●政府 の情報化の努力 としての予算措置の必要性

これ とは別に政府 もその情報化 に努力すべ きであり、財政当局 は情報化の予算に特

段の配慮が必要である。

●情報化 は政府の効率化 につながる

情報化 は長期的には行政サー ビスの向上 と費用の削減 に効果があることを認識 して

行政サー ビスの情報化 を進めることが望 ましい。
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8.電 子 メールが社 会 に与 えるイ ンパ ク ト

8.1電 子 メ ール可能 にな った組織

●迅速 な対応 ので きる組織

1990年 代後 半 は多 重変化 の時代 であ る。今 まで のような成 長一本槍 で はない。変化

を予 測す るこ とは極 めて困難 である。 しか し、変化 に素早 く対応 で きる会社 が生 き

残 る。今 までの ような大会社 は この変化 に対応 で きなければ、恐竜 の よ うな もので

駄 目にな って しま う。 そのため には会社 の組織 を今 までの 「ピラ ミッ ド型」 か ら レ

イヤ ーの少 ない 「なべぶ た型」 や 「オーケス トラ型」 に変 える必要 があ る。電子 メー

ル は、組織 のいか んを問 わず、情報 の伝 達 を一元的 に広 く行 うこ とので きる情報 ツー

ルで ある。 電子 メールの導入が、実 際的 に今 まで の ピラ ミッ ド型組織 を破 壊 す るよ

うになるだ ろ う。

●時間効率 の向上

社 内 の情報 の伝 達時 間のずれ を電子 的 に最小 にす るこ とに よって、事 務作 業 の時間

効率 は向上す る。 また、対 人的 コ ミュニケーシ ョンに よ り仕事 中 に割 り込 まれ ない

ため、個 人 は仕事 の効率 を維持 す るこ とが で きる。 これに よって、知 的生産性 が格

段 に向上す る。

●情報 の共有

情報 がデジ タル化 された フ ァイル としてオ ンライ ン化 して電子 メー ルでア クセスが

で きる ようにな り、会社 、社 会 において情報へ のアクセスが容易 になった。 この仕

組 み によって情報発信 も可 能 にな り、少数意見 も多数 の も とに届 け られる こ とで き、

情報 の量 だけでな く、 質 によって、 いろいろな判断 がな される ようにな り、 これは

情報民主主義 と呼 ばれ るもので あろ う。

●電子 メールが嫌 いな人

「ウォールス トリー トジ ャーナル」 に、 いかに もア ンチ情報化 の人が喜 ぶ ような記

事 があ った。 ア ップル コン ピュータの元会長 のスカー リーが、 「Eメ ール は大嫌 い

だ」 とい う話 を書 いて いた。Eメ ールが どん どん来 て、Eメ ー ルの処理 だ けで仕事

が半 日以上 つぶれて しまうので、 これでは とて も対処 で きない と言 って いる こ と。

● 電子 メール にふ さわ しい組織

つ ま り分散型小集 団組織 とい う観点 か らみる と、そ もそ も権力 が一点 に集 中 してい

るか ら情報 も来 て しまうわけで、Eメ ールで忙 しい とい うの は組織運営 が うま くい っ

てない。5人 とか10人 の小 集団 の有象無象 の集 ま りで あれ ば、集 団間同士 の コ ミュ

ニケーシ ョンは全体 の コミ ュニケーシ ョン トラフィ ックの中 の一部 であ るはずだか

ら来 るわけがない。いか に ピラ ミッ ド型 の古 い組織 で仕事 を してい るのか とい うの

が逆 にそれでわか る。

●組織変 更の プ レッシャー

ス カ リー的 な現 象 は一時 的、過渡 的現象 であ って、 そ うい う矛盾 が あるか ら、次 の

新 しい組織形 態 に変 わ らなければいけない とい うプ レッシ ャー にな る。
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ポ リシ ー

● ほか の電子 メデ ィア とのイ ンターオペ ラビリテ ィが必 要

電子 メ ディア、特 に電子 メ ールは数多 くの方式 が混在 し、そ れぞれがユ ーザ ーイ ン

タフェース やデー タフ ォーマ ッ トな どにおいて共存 する もの と考 え られる。 これ ら

の方 式 を共通化 した り、統 一化 した りす るこ とは実質上不 可能 であろ う。 したが っ

て独立 したメデ ィア間の変換機 能が不可欠 になる。

●高 速バ ックボー ンの整備 が必 要

ネ ッ トワークを通 じて アクセス されるデー タのサイズは利用 形態が発展 する と共 に

大 きくなってい く。 ネ ッ トワークアプ リケー シ ョンにおい て最 も重要 な こ とは、 レ

ス ポンス タイムである。そ の意味 でネ ッ トワー クが よ り高 速化 し、 ファイルの転送

が瞬間的 に行 われる よ うなユ ーザ ー環境が必須 の もの となる。 レスポ ンス タイ ムは

サ ブセカ ン ドレベ ルで最小 に し、最大 の効率 をあげ るこ とを考 えなければ な らない。

● アクセス ジ ャックの国際的 な共通化

ポー タブルな コンピュー タや通信 設備 の普及 にともない、 電子 メールが 国際 的 に普

及 して いる。 しか し、 国 によって通信 ネッ トワークに対 す るアクセス プラグの大 き

さ、仕様 が異 なってい る。 これ について、使 い勝手 が よ り便利 になる ように世界 的

な標 準 を決 める必 要が あ る。

● 国際的 なディ レク トリーサ ー ビス

電子 メー ルにお いては宛名 が正確 にわか らないメールは発信 が ほ とん ど不可 能であ

る。米 国で行 われ てい るユニバ ーサ ルな住所変更 デー タベ ース システムの ように、

将来 にお いてはネ ッ トワー ク上 での引 っ越 しや、 その通知 、電子郵便 の回送等 が国

際 的 にス ムーズ に行 われ るた めにはディ レク トリーサ ー ビスが必要 である。

● その他 の通信 、運輸 、郵便 メデ ィア との リンク

電子 メールは、電子 メールが使 える コンピュー タ間お よび ファクシ ミリとは電子 的

につ なが っているが、 これ と電子 メールを中継 とした、付 加価値 的な通信、運輸 、

電子 メディアサ ー ビスが必 要 である。そ うする ことによって、 さらに電子 メー ルが

生活 の中に根付 くこ とが期待 される。
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8.2情 報新民主主義の出現

●情報新民主主義

現代 の民主主義 の原点 は、すべ ての国民 に事実 を知 る権利 が あ り、 その情 報 に基づ

いて個 人が 自己責任 で判断す る とい うこ とにあ る。国 の実情 を最 も正確 に知 る立場

にあ るのは官僚 である。官僚が政治 家 に提供 す る情 報 には、官僚 の期待 や意図が反

映 されている とい う。一方 国民 はそれぞれが独立 した意見 を持 った新 聞やテ レビな

どのマス コミを通 じて しか事実 を知 るこ とがで きない。

これ までの戦後50年 の政治体制 にお いては、1000人 の うち、1人 が発 言 し、

残 りの999人 が それ を聞 くとい う方式で進んで きた。 それが ネ ッ トワー ク社 会 に

な り、電子 メールが多 くの人 の手 に届 くこ とによ り、1割 、2割 の人が発 言 し、 そ

れ を直接残 りの人が聞 き、過去 の史 実 や事 実 の蓄積 されたデー タベース も含 めて、

主体 的 に判 断 を下す ようになれば、本 質的で ない政治家 はその存在 意義 を失 う。

ここに政策、公約 といった ものが改 めて大 きな意味 を持 ち、政 治家がそ の姿勢 を

問われ、同時 に国民が新 しい政治 システムに目覚 め、 よ り政治 の実体 が民主主義 の

よ り本 質的 な形へ と近付 くようになる。 これを情報新 民主主義 と呼 びたい。

ポ リシ ー

●政府 のいろいろな情報 のディスク ロージ ャー とそれ に基 づ く国民 的情報会議 が必

要

行 政情報 や政策立案 に関す るプロセス等 の資料 な どの取 り扱 いについてのデ ィス ク

ロージ ャー基準 を設定 し、基本 的 にすべての情 報 をイ ンライ ンに してい くこ とが望

ま しい。 また、 この情報 に基づ いて政 策方針等 に関 して広 く議論 を生 むため、各省

庁 の審議会 の枠 組み を越 えた有識者 、衆知 を集 めた会議 運動体が必 要であ る。
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1.産 業情 報化 の 基 本認 識

産 業情 報 化 の意 義 は、 ゴ ンピュ一 夕 ・通 信 システ ム等先 端 的 な テ ク ノロ ジ

ーの革新 に よ り
、 「情 報 の力 」を最大 限 に活 用 し、 生 産性 の向上 、 企業 競争

力 の強化 等産 業 活動 の活 発 な展 開を はか り、豊 か な国 民生 活 を実 現 す る こと

に あ る と考 え る。 革 新 的 な テ クノロ ジー の進展 は、 ハ ー ドウ ェア、 ソ フ トウ

ェア等 の情 報 産業 の伸 長 活性 化 を促す とと もに、通 信 イ ンフラの整備 お よび

サ ー ビス提供 や情 報 を市場 製 品化 す る新 た な産 業 の出現 を もた ら し、 経 済 の

成 長 や発展 に大 きな イ ンパ ク トを与 え るこ とが期 待 され る。

情報 化 の テ クノ ロジー と人 間社会 の諸 活動 は、 相 互 に深 く影 響 しあ いなが

ら歩 みを進 め て い くもので あ る。即 ち、人 間の活 動 を飛 躍 的 に高 め るた めの

効果 的 手段 と して 、革 新 的 な テ クノロ ジーが求 め られ る一方 、新 しいテ クノ

ロ ジーは人 間 に対 し、 意 識 や行動 様式 の変 革 を促 す イ ンパ ク トとな る もので

あ る。 高度情 報 化社 会 とは両 者 の相互作 用 に よる変 革 の 時代 の今 日的表 現 で

もあ る。

(1)産 業活性化の必須条件 としての高度情報化

我が国産業の現状 は、21世 紀を 目前に控え、第3の 開国 とで も呼べ る歴

史的な転換期 にあ り、今 まで培 った産業社会の壁 を破 り、新たに21世 紀へ

の飛躍を準備すべ きときにある。世界 も日本 も経済社会 のパ ラダイム変換の

潮流の中にあ り、金融、製造、流通、サー ビス等産業のあ らゆる分野 にわた

って、国際化 ・ボーダー レス化の激 しい流れの中で経営 の変革が厳 しく求め

られている。米国 の産業社会は、既 にこの様な環境変化に対 し、対応を効果

な らしめ る重要な要素 として 「情報の力」を認識 して きてお り、高度情報化

社会への移行を、変革 の時代 の産業活性化 の重要な戦略 として位置づ けてい

る。我が国の産業界において も、産業の高度情報化は21世 紀 に向けての戦

略 的課題であ ると考える。
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(2)情 報 処理 環境 の 高度 化

小 型高 性能 コ ン ピュー タの進 歩 は、1人1台 の利 用 を可 能 と し、 人 間 とコ

ン ピュー タの共存 に よ り個 人 の業務 処理 環境 を画期 的 に変 えつつ あ る。 更 に

ネ ッ トワー クによ る情 報 の共 有 化 の促進 を伴 って、 企 業経 営 の 中で の情 報処

理 環境 も飛 躍 的 に高度 化 しつ つ あ る。 今後 は多様 な メデ ィアの統 合利 用 を可

能 とす る技 術 の進 歩や 地球 規 模 で の ネ ッ トワー クの展 開 に よ り、 効果 的 な情

報 の利 用 が一層 進 む と と もに、 企業 間、 業界 間、 国 際 間へ と急速 に広 域 情報

化 が進 展す る と考 え られ る。

(3)企 業 にお ける ビ ジネス環 境 の変 化

1人1台 の 時代 は、個 人 の情 報 の磁気 媒体 化 とその ネ ッ トワー ク化 を急速

に進 めて お り、 特 に電 子 メール は既 に米 国 にお いて は必 須 の ビジネス ・ツー

ル にな って い る。我 が 国 に お いて も、情 報化 環境 の変革 に よ り、紙 中心 の ビ

ジネス文 化が大 き く変 容 し、 時 間 とコス トの削減 のみ な らず情 報 ル ー トの変

革 を もた らし、 組織 、 ビジネス 面 の革 新 が起 こ って くる もの と考 え られ る。

これ らの変 革 は、情 報 そ の もの の直接 有 用性 に加 え て、 経 営者 や従 業 員 の意

識 も変 え、事 業 の活 性 化、 企業 競 争力 の 強化 に重 大 な影 響 を及 ぼす こ ととな

ろ う。
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2.産 業 における高度情報化実現 のための課題

(1)基 本 的視点

産業情報化推進 の責任 は産業界 自らが果たすべ き ものであ り、特 に企業経

営者の理解 と意識 改革が重要で ある。産業情報化の基盤 は、個 々の企業の情

報環境の一層の高度化 と情報 ・通信イ ンフラの整備が不可欠であ り、個人 と

して も、事業組織 として も、 また企業間において も、産業界をあげての基盤

整備を行 うことが不可欠であ り、その推進は企業 自らの意思 と責任 によるの

は論を またない。 したが って、政治や行政に も充分理解を求めつっ、 自ら高

度情報化社会 の実現 に向けて歩を進めるべ きである。

(2)企 業 の情 報 化 の一 層 の整 備 ・深化

① 電子 メー ル の活 用

企業 にお け る高 度情 報化 を 目指 す ため の第一 歩 は電子 メール の活 用 に

あ る。 米 国 で は、 十数 年以 上 も前 か ら既 に実務 で活 用 され て い るが 、近

年 イ ンタ ー ネ ッ トに代 表 され る国 際的 な ネ ッ トワー クの整 備 が、 これ を

グ ローバ ル な規 模 で 発展 させ て い る。 電子 メール は紙 中心 の ビジネス文

化 を大 き く変 容 させ る とと もに、情 報 流通 体系 の変 革 を もた らし、 組織

と ビジ ネス シス テム の改革 に大 きな イ ンパ ク トを与 え るで あ ろ う。

② デー タベ ース 化 に よる情報 の共 有化 と個 人 の業 務処 理環 境 の 改善

コ ン ピュー タ1人1台 時代 の到 来 が期待 され てい るが、 米 国 の 実態 と

比 べ る と著 し く劣弱 で あ り、 そ の普 及 には今 後 と も多 大 の努 力 を必 要 と

す る。 また、 企 業 にお け る情 報 の保有 は、 個 人で 処理 すべ き もの と組 織、

企 業 で共 有 す べ き もの とが あ るが 、1人1台 時代 の企 業情 報 シス テ ム に

おい て は、 共 有情 報 の デー タベ ース化 に よ り、個 人の情 報 環 境 が生 か さ

れ る と と もに、組 織 や ビジネス シス テ ムに も大 きな影響 を与 え る。

③ 企 業 間EDI(電 子 デ ー タ交換)シ ス テムの重 要 性

企 業 間 の取 引情 報 や流通 情報 の 緊密性 は ます ます 重要 にな り、 か っ 時

間 と距 離 の制 約 をな くす る こ とが、 企業 競争 上 か ら も重大 な問 題 にな っ

て くる。 米 国 で は既 に広 く行わ れて い るEDIも 我 が国 に お いて は先 進

的な 業界 を除 いて なお遅 々 と して い る。
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通信 ネ ッ トワー クの整備 、 情 報処 理 技術 の改善 と ともに、 コー ド体 系

や ビジネス フ ォーマ ッ ト等 ビジネス面 で の標 準化(ビ ジネス ・プ ロ トコ

ル)が 問題 とな って い るが、 既 に ビジネス は グ ローバ ル化 し、 時 間 と情

報 の競 争 に もな って い る。 産 業 界全 体 の 問題 と して、 積 極 的 な標 準化 へ

の対 応 が望 まれ る。

④ 企 業 内情 報 化教 育 の充実

高度 情報 化 時代 の企 業情 報 シス テム は全員 参加 の シス テ ムで あ る。近

年 、若 年層 は学校 教育 や個 人 の興 味等 に よ り、 そ の多 くは リテ ラ シーを

身 につ けて い るが、 中高年 層 に とって は コ ンピュー タの利 用 は相 当 の 困

難 を伴 い、世 代 間の格 差 は歴 然 と して い る。 特 にキ ー ボー ド文 化 に馴 染

みの薄 い我 が国 の ビジネス環 境 に おいて は、 企 業 内で の リテ ラ シー教 育

は不可 欠 で あ り、早 急 な対 応 が望 まれ る。

また、 情報 化 の進 展 は、 業 務 内容 の変 化 、企 業 内外 で の職 場 の移 動 、

職 務 の転 換 を招 来す る。 企 業 内 の再 教育 の一環 と して も リテ ラ シー教 育

は急 が な くて はな らな い。

更 に産 業 の高 度情 報化 を遅 滞 な く受入 れ 、 そ の成 果 を確実 に得 るた め

に は、経 営者 は勿論 社員 全 体 の理 解 は不 可 欠 で あ り、 その た めの教 育 が

実施 され な くて は な らな い。

(3)情 報 ・通信イ ンフラの整備

① 通信イ ンフラの課題

従来、産業情報化は、企業 内の情報化推進 に力点をおいて きた。言 う

なれば、点の時代である。経済活動のオープ ン化は企業間の情報流通を

必然的に生み出 し、更 に国民生活全般 にお ける情報の活発 な流通 の時代

を 目前 に し、高度な通信イ ンフラの整備 は焦眉の急 とな って きた。既 に

米国においては、通信 イ ンフラの整備 を国家戦略 と位置づ けグローバ ル

な視点での活動が開始 されてい る。国際的な視野の もとでの我が国の情

報化の進展 と、それに よって もた らされるであろう産業の活性化、国民

生活 における情報活用の進展 を期待す るな らば、国内の通信イ ンフラ(

NII)の 早急な整備は勿論、国際通信 イ ンフラ(GII)に 対 して も、

国内の通信基盤確立を前提 に積極的なアプ ローチが必要で ある。

マルチ メデ ィア時代 といわれるこれか らの時代 は、高速通信の時代で

あ り、基幹回線を中心 に光 ファイバーの敷設 は当然必要で あるが、今後
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の通信技術の発展 と末端の情報需要如何によっては、同軸ケーブルや銅

線の併設利用お よび衛星通信 も考慮すべきである。 また、無線 の領域 も、

移動体通信や個人用携帯電話等の利用の拡大 とマルチ メディア化が予想

され、 イ ンフラとしての無線施設の積極的な整備が必要であ る。

世界 の情勢を考え ると、国内の通信イ ンフラ整備 は火急の問題で あ り、

優先度 の高い政策課題である。 また、国民の誰 もが、 どこでで も妥当な

コス トで通信 回線を利用す ることがで きる、いわゆるユニバ ーサルサ ー

ビスの観点が必要であるが、その整備 には膨大な投資額 と期 間を必要 と

す る。効果的な投資 と運用を行 うため には民間の活力を生かす ことを前

提 とすべ きであるが、イ ンフラは社会 コス トの削減 にも効果 があ り、 ま

たその整備 は急を要す るために、状況如何によっては公的資金 の導入 に

も配慮 した具体的実行策を確立す る必要がある。

② 地域格差の是正

通信 イ ンフラの格差、特に中央 と地方の格差を生む ことは原則 として

避 けなければな らない。地域 による情報の格差、国内産業の偏 り、労働

力の地域的 ミスマ ッチ等、現在で も情報化 と関連 して、既に多 くの問題

が提起 されて お り、情報化のための基盤整備 に当たって は、地域格差 を

生 じない よう充分な配慮が必要である。

③ 合理的な通信料金体系の確立

アナログ音声通話時代 の料金体系は、新 しい高度情報通信 の時代には

意味 を もたな くなる。デ ィジタル化を前提に音声、映像、文字、デー タ

等を総合 した、合理的な新料金体系の確立 が強 く望 まれ る。

特 に民間企業 として多種多様なサー ビス と情報の提供が活発 に創 り出

されることを考える と、料金体系 は通信事業 における競争環境の確立 を

前提 に実体 に即 した自由な運用を考え るべきである。

④ 情報利用の高度化のためのハー ド、 ソフ トの開発

情報 は利用者によって消費されては じめて価値 を生 む。利用者の使 い

勝手 のよい、ニーズに即 した端末が、妥当な価格で提供 されなければな

らない。 当然 コンピュータ開発競争にみ られ る如 く、企業間、国際間の

開発、販売 の競争 にな るであろうが、国内産業の活性化、 国際競争力の

保持、ユーザ ーの利便性の確保、 ロイヤ リティの支払 い等の観点か らも、

研究開発の強化、拡充は基本課題 として取 り組む必要があ る。
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また、 高度 情報 化 時代 は通 信 網 や端 末 を通 して提 供 され る情報(コ ン

テ ンツ)や 複 雑 な情 報処 理設 備 を コ ン トロールす る ソフ トウ ェア等、 ソ

フ トウ ェア の時代 で もあ る。 既 に米 国 に対 し、 相 当 な遅 れ を来 して い る

といわれ る我 が 国 ソフ トウ ェア産 業 の振興 と、 価値 あ る ソ フ トウ ェア を

生 み 出す た めに必 要 な人 材 の育 成、 経営 資源 の確保 は重大 な課題 で あ る。

(4)標 準化の推進

① 情報 ・通信技術面 の標準化

高度情報化時代 は自由な情報の流通が保証 され る時代でなければな ら

ない。機器類や ソフ トウ ェアを開発す る側 には、市場 にお ける優先的な

シェアを獲得す るための主張があるが、利用側か らすれ ば、 あたか も同

一の機種や ソフ トで あるかの如 き
、操作性、接続性、 ソフ トの互換性が

強 く求め られている。 コンピュータや通信 システムのオープ ン化は必然

的で あ り、それぞれ特徴を もって進 あ られている機器類や ソフ トウ ェア

に、オープンな利用を可能 とす るための標準化を求 あることは今後 とも

ます ます重要 にな って くる。

また、 グローバ ルな視点での標準化の主導性 は、国の産業政策上 も重

要であるが、米国の標準化の先進性 に比べ遅 れの否 めない我が国の標準

化推進 は、 まず利用者 も含あた民の立場での積極的な推進が何 よりも重

要であ り、必要に応 じて政府 の役割 を求 あつっ早急 な対応が求め られて

いる。

② 情報流通促進のための標準化

企業間EDIに お ける ビジネス ・プロ トコルの標準化は既 に今 日的な

ビジネス面での標準化課題 となって いるが、今後、情報化 の進展 ととも

に、情報を共有 して活用す るデータベース化が加速 されて くるもの と思

われ る。 この場合 も利用者 に共通 したデータの定義や分類、標準化 され

た利用方式等が不可欠である。今後利用される情報の内容(コ ンテ ンツ

)は 飛躍的に多様化高度化 して くるであろうが、生産者 の自主性 と利用

面での標準化にっいて具体的な対応の必要が生 じよう。

(5)新 しい産業の開発

高度情報化の進展 は、産業の活性化、企業競争力の強化に直接寄与す るこ

とは論を またないが、多種多様な情報の 自由な生産、流通、消費を通 して事

業の変容を もた らす とともに、新 しい事業の開発展開を可能 とす る。
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事業 と して確 立 され るか否 か は、 ま さに事業者 の能 力 にか か って い るが、

例 え ば、 ビデ オ ・オ ン ・デマ ン ド、 ビデオ ・オー ク シ ョン、 在宅 学 習、 電子

情 報配 送 、 観光 レジ ャー情 報 、 ホ ーム シ ョッピ ング等、 消 費 者 ニ ー ズに応 え

るた め の新 しい ビジ ネス、 いわ ゆ る コ ンテ ンツ産 業 の誕 生 を み るにい た るで

あ ろ う。 また、 情報 通 信 イ ンフ ラの 高度 化 と整備 の進 展 に よ り、 多 様 な メデ

ィア の複 合 サ ー ビス、CATVと 通信 との融合 サ ー ビス等 、 新 時代 の サ ー ビ

ス事 業 の新 しい展 開 が期待 され 、 その たあ の各 種施 設 の整 備 を 急 ぐ必要 が あ

る。

産 業界 と して は、事 業 開発 を 積極 的 に行 うため、 起 業家 の育 成、 ベ ンチ ャ

ーキ ャ ピタル の充 実、 創造 的人材 の 育成 等 をはか る とと もに、 新 事 業 開発 や

新 規参 入 の妨 げ とな る規制 が まだ多 く、早 急 な緩 和 を要 請 した い。

(6)教 育 の充実

① 学校教育における情報化教育

いかな る時代 において も次代を担 う人材の育成は国 として取 り組むべ

き重要な基本政策の1つ であるが、特 に高度情報化社会を迎え るにあた

り、情報 リテ ラシーを身 につけることは、 これか らの産業社会 にとって

も、国民生活に とって も必須の要件である。初等教育を含 め、学校 にお

ける情報 リテ ラシー教育の準備は逐次整いつつ あるが、最大 の問題 は教

育者の不足である。産業界 として も可能な限 りの支援を行 うとともに、

教育施設 の充実 を含めて一層の国の対応強化をはかる必要 がある。

② 大学、研究機関にお ける技術者の養成 と技術開発力の強化

高度情報化時代を支え るものは人材であ り、技術力であ る。大学の研

究、教育体制 の充実、特に理工系の人材育成 は重要であ り、大学 自身の

努力に加えて国の教育政策上の配慮や国家規模での産学連携、研究機関

の先端 的な情報化装備等、産業界は勿論、国 としての積極的な対応が必

要である。

③ 創造的な個性 を育てる教育

高度情報化時代 は豊かな創造的能力を自由に発揮 しえた ものが成功へ

の道 を歩める。横並 び画一を排 し、個性を伸ばす教育 の風土を確立 しな

ければな らない。 また、 コンピュータグラフィックス ・プ ロデ ューサー、

メデ ィア ・プ ロデューサ ー、 コ ンテ ンツ ・クリエー ター等、未来型産業

を担 う人材の育成 も早急 に対応すべ き課題である。
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3.産 業 における高度情報化実現のための留意点

(1)プ ライバ シーの保護

高度情報化時代におけるプライバ シーの保護 は国民生活の上で最 も基本的

な留意点であるが、産業界 として も、個人情報を取 り扱 う場合のプ ライバ シ

ー保護に関 して は細心の注意を払 う必要がある。特 に我が国において は個 人

尊重、個人情報保護の意識の一層の徹底が必要である。

(2)セ キ ュ リテ ィの確 保

情 報 は財産 で あ る と同 時 に、 産 業 や社 会活 動 の基 本 要素 で もあ る。 自然 災

害 への対 策 は勿 論 、人 為 的 な破 壊 、 改 ざん、 盗 難、 ソフ トウ ェア の ウ ィル ス

等 に対 し、 法律 的 、技 術 的対 策 を準備 す る とと もに、 産業 界 のみ な らず 、 一

般 社会 も情 報 に関 す るセキ ュ リテ ィ確保 の た めの教 育 、 モ ラル の確立 を急 ぐ

必 要が あ る。

(3)知 的財 産権 の保護

ソフ トウ ェア、 情報 等 コ ンテ ンツは財 産 で あ り、 価 値 を もつ もの で あ る事

を改 めて認 識 し、 法 的対 応 に加 え、 そ の所有 権 を認 め、守 る文化 ・風 土 を一

層 醸成 す る必要 が あ る。

(4)高 齢者 ・障害者等への配慮

情報化の進展が高齢者や障害者等を置き去 りに しないよう、ニーズの把握

と技術的、 ソフ ト的対策を配慮す る必要が あ り、情報化 はこれ らの人 々の雇

用、生活を支え るもので あることを認識 しておかな くてはな らない。

(5)雇 用について

情報化の進展は結果 として、企業の合理化 と新 しい事業や職場の開発 との

2っ の面を併せ もつが、充分な再教育 によって、新 しい業務への適応性を高

め ることと、新 しい事業の誕生 による積極 的な雇用の道を開 く必要がある。
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4.政 府 へ の要 望

(1)規 制の緩和

規制の撤廃ない し緩和は国民的世論であ り、高度情報化を進 める上で障害

とな る規制 について も、民間の 自己責任の もとで実施で きるものにつ いては、

原則 自由化 を要請 する。 また、各種法令について もペーパ レス化等、高度情

報化推進の見地か らの見直 しが必要であ り、早急な対応を求 めたい。

その具体 的事例 として、以下の3点 を挙げてお く。

① 産業界において、EDI化 を進める上で障害 とな る民法 ・商法 ・会計

法等で定め る帳簿の紙での保存義務や契約成立 の確認条件の改定

② 行政において、住民票や印鑑証明書の交付等の手続 きにつ いて、一層

の利便性を追求 した情報化促進策

③ 企業内において、データベース化促進のたあの電子的法定帳簿の有用

性認可

(2)高 度情報化推進 における政府の役割

民間は 自己責任 の もとで 自由な事業展開を行 うことが当然であるが、政府

の役割は、主 と して、行政官庁、学校、研究機関、図書館等、公共部門の情

報化な らびに国や地方 自治体の保有す る情報が共通 に活用で きるデータベ ー

ス化 とその公開、教育の充実等、本来、国 として対処 しなけれ ばな らない事

業 とす る。

また、情報通信 イ ンフラの整備について は、既に述べた ように、民間の活

力を最大限 に生かす ことを前提 に必要な施策の実施 を要請 したい。

なお、高度情報化の推進は産業のあ らゆる分野へ及ぶため、行政の縦割 り

を排 した総合的な施策 とその運用体制が望 まれ る。
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5.結 び

産 業 にお ける情 報 化 の歴 史 は既 に30年 以 上 の長 期 にわ た って お り、 あ ら

ゆ る業種 や大 小 の企 業 に さまざ まな形 で導入 ・利 用 され て い る。 しか し、 こ

こ数 年 の シス テム テ クノ ロジー の変 化 は過去 の歴 史 にみ な い急速 な動 きを示

して お り、 こ う した変化 は21世 紀 に 向か って一 層加 速 されて行 くで あ ろ う。

産 業界 と して は、 国際 化 、 ボ ー ダー レス化 に よる競 争 環境 の激 化 の 中で、

企 業 体質 の強 化 を図 るた め に こ う した テ クノロ ジーを積 極 的 に活 用 し、 競争

に勝 ち残 らな けれ ばな らな い。 そ の主体 はあ くまで民 間企業 の経 営 者、 従 業

員 で あ るが 、高 度情 報 化 の果 実 を 国民全 体 が享受 す るため に は、行 政 の役 割

や 政策 的 フ レー ム ワー クの変 革 も重 要 で あ る。

この よ うに グ ローバ ルな視 点 か ら、 我 が国 の産 業 競争 力 強化 と、 国民 の生

活 レベル 向上 に有 効 な情 報通 信 の 高度 利 用を進 め るた め の環境 づ くり と、 供

給 面、 利 用面 で の対 応能 力 を早 急 に獲 得す る こ とが、 緊急 な 国民 的課 題 と認

識 す る もので あ る。

以 上

一134一
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